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開 会 挨 拶

秋 山 守
(農 ルギー総合工学陥)

妥

爵

k/。 皆様 おは ようござい ます。本 日は ご多用の 中,私 どもの研 究所 の創立25周 年

妥 記念特別 シンポジウムに多数 ご出席 を賜 わ りま して誠 にあ りが とうございます。艶

心か ら厚 く御礼 申 し上 げます。 ご来賓 の経済産業省資源 エネルギー庁電力 ・ガ

妥 ス事業部長の寺坂様 には,本 日極 めて御多用の 中,本 シンポジウム にご臨席 を薯

馴,本 当 にあ りが とうござい ます.ご 懇篤 なご挨拶 を馴 ます こと,併 せ て爵

厚 く御礼 申 し上 げます。無

!三蕪 弐二繍 雛 轄 欝饗蕪鱗 齢
警 らびにパネルディスカッションの司会をお務め下さる鯨 工業大学搬 耕 様・葺

パネリス トの原子力諜 会議専務醇 宅間様・躰 エネルギー緻 醐 究所常務

爵 理事十市様,住 環境計画研究所長中上様,そ して東京大学大学院教授松本様に薯

対 しまして,そ れぞれ心 から厚 く御礼を申し上げる次第です。

葺 さて,私 ども研究所は本年4月 に創立25周 年を迎えるに至 りました。初代理曇

報 の躰 姓 を中心 緻 します草創期の時代から今 日までの長 きに亘 りまし

灘 翁鴛欝 麟鵡 灘
爵 特 にわが国の ような資源相 がエ ネノレギーを どう確保 してい くのかが正 に国の愚

行方 を左右す るほ どの大 きな問題 であった時期で ございま した・そ こで学識経

爵 験者 の方 々を始め,電 力,ガ ス,石 油,電 機工業,自 動車,鉄 鋼,建 設,エ ン

愚 ジニア リングな ど幅広 い産業界の方 々のご協 力 とご支援,ま た国の ご懇篤 なご

爵 指導 を頂 きなが ら,当 研究所の組纈 舌動 の基盤が立ち上 がったわけで ござv・ま

爵 す.こ 磯 会 を瀦 りしま して,改 めて稚ロ礼 を軋 上 げます。

糠 麺 雄 雄 雄 麺 婦 麺 麺 挿 雄 娼 撃 勢 撃 舩 撃 勢 撃 舩 撃 學 撃
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薯 彰爵

当研究所 にお きましては,以 来,イ ヒ石エ ネルギー を始 め源 子力漸 エネノレ 彰

薯 ギー,そ して近年では地獺 境の分黙 こわた りなが ら,着 実 に事業 を麟 して 彰

参 りました。当面の課題 は勿論 長期 的な翻1こ わた ります,い わば不確実 な ・l!爵

課題 につ きま して も鋭意取 り組み を進 めて参 った次 第でございます.ま た,磁警

!数 の分野に関連いたします横断的な課題・そして学際的・業際的な課題に関し!
まして も・髄 的に調査磯 を進めている ところで ございます・ この ような鰻

薯

警 合 的な難 の上に諸 問題 を的確1こ把掻 融 し・先進 的に取 粥 み・成果 を生 彰

爵 み出 して・皆様 にい ささかで もおそ斐に立 ちたい と念願 しなが ら進めて きた次第 彰

寒 でございます・ 彰

警 当研究所の これ までの事業の大半 は調査研究 いわゆる ソフ トな研 究が主体 彰

薯 でご ざいます。 しか し,近 年,暗 βのプ・ジェク トにお きま しては,試 験研究 彰

爵 設備 を伴 う研 究開発 も行 って きてお ります.ま た,昨 今 では,鞠 的嫉 用原 彰警

子力技術 の醗 漸 し畷 力技術 の フィージビ リテ ィス タデ ィな どに関 しまし 彰

灘 驚灘 織灘麟llll
して・ イ ンターネ ッ トな ども活用 しなカミら幅広 く活動 を展 開 している ところで 彰寒

警 ございます・ 彰

薯 ところで,25年 前か ら舶 まで,E?由 依存傾 を改善 しなが らエ ネルギーセ 彰

爵 キュ リティの確保 に努め てい く1舌動 は,依 然 として極 めて重要かつ深亥鰭 題 彰

艶 であ ります.し か し,「 情靴 」 とv、うキー ワー ドが前面 に出る近年にお きまし 彰寒

ては,エ ネルギ澗 題 は搬 の方々eこはオイル シ ョッ塒 ほ ど緊迫感 を持 って ・Sl

織 織嚇総 購 癌濾諜1
爵 こつした腿 に対処 いた しますため1こ・綴 型社 会 を目指 そ うとい う大 きな動 ・Slき

が ござい ます・当研究所で も・それ らを幅広 く禰 に入 れなが ら取 り組 みを 彰爵

薯 進めてい るところで ござい ます・ 彰

寒 気候 変動 問題 に関 しま しては,京 者捧謙 書で舗 しました2・・8年か ら2・12年 彰

警 の頃 に温室効果 ガスを9・年比で6%削 減 しようとい 相 標 であ りますが,大 半 彰

曳 麺 緬 雄 締 麺 麺 雄 雄 麺 麺 雄 勢 撃 學 舩 撃 撃 撃 撃 撃 勢 勢 謡
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を占め ます二酸化炭素 の排 出状況 を眺 め ます と以来 む しろ増 えている状況 で,

約束の期 限に 目標 を達成するこ とは非常 に厳 しく,な お一層努力す る必要が あ

ろうと認識 しているところであ ります。

近年,技 術 が幅広 く社会 と関連 して くる ようになって きま した。その中心 と

な りますのは当然,人,そ して組織であ ります。 こうした全体の システムを高

度化 し,社 会に高い信頼 と満足 をもって受 け入れて頂 くことが重要であ ります。

私 ども研 究所 で も 「安全 か ら安心へ」 とい う言葉 も十分認識 しなが ら従来以上

に高 い品質 を目指 してい く心構 えで取 り組 んでお ります。社会 の受 け止 め方,

期待 を今後 とも的確 に理解 しなが ら,技 術,経 済,人 や組織 に複雑 に関連 しま

すエネルギー,環 境 の重要問題 を申心 と致 しま して,「 エ ネルギー総合工学」 と

い う設立当初 の理念 に基づ きなが ら戦略的に事業 を展 開 していこうと考 えてい

ます。 目標 の達成 に向け ましては,こ の度,私 どもは当研究所 の 「中長期 ビジ

ョン」 を改定 いた しま した。 その内容 を基本 に しなが ら今後発展的 に事業 を進
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めて参 りたい,そ して澱 と皆様のお役 に立 ちたv、と念願 してい るところでご 彰

懇継 艶 轡 ㍊謙 奪鴇磁
本 日・ ここにご出席賜 りました皆様 に重 ねて御礼 を申 し上 げ・ また・エネル 彰

ギー技徽 略の今後 に関 しまして本 日の特別 シ ンポジウムが大 きな推 進力 とな 彰

ります ことを祈念いた しまして,湛 だ騨 ではあ りますが,開 会 のご挨拶 とさ 彰

せて頂 きます。本 日は誠 にあ りが とうございます。 彰

彰彰
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来 賓 挨 拶

寺 坂 信 昭
(響 券隻事無 ネルギー庁)

資源エネルギー庁電力 ・ガス事業部長の寺坂でございます。長官不在のため,代

わ りにご挨拶 を申し上げます。

この度は,財 団法人エネルギー総合工学研究所25周 年記念シンポジウムにお招 き

いただき,誠 にあ りが とうございます。本 日は資源エネルギー庁の目か ら見 ました

日本のエネルギーの置かれている現状及び課題,ま たその課題の解決に向けた取 り

組みなどをご紹介 させていただき,今 後の皆様方のこ議論の参考に供 させていただ

きたいと考えてお ります。

第1に,原 子力発電についてでござい ます。原子力は純国産エネルギーというべ

き高い供給の安定性 を有 してお ります。かつ,発 電過程で二酸化炭素を排出 しない

ため,地 球温暖化対策の面からも,わ が国のエネルギー供給の中で重要な位置を占

めてお ります。 しか しながら,原 子力発電が現在置かれている状況 には誠に厳 しい

ものがございます。ご案内のとお り,昨 年,東 京電力の自主点検記録不実記載等に

よりまして,原 子力の安全 に対 します国民の信頼が大 きく損 なわれたところであ り

ます。これを契機 といたしまして,東 京電力管内の多数の原子力発電所が運転 を停

止 して安全点検を行 っているところでございます。 したがいまして,現 在,首 都圏

の電力需給は非常に逼迫 した状況にあ ります。この問題につきましては,平 沼経済

産業大臣自らを含めまして,当 省の安全管理の責任者が地元 に足を運び,安 全確保

の取 り組みについて地元の皆様方に丁寧に説明を重ねて きてお ります。こうした過

程 を通 じまして,柏 崎刈羽原子力発電所6号 機,7号 機が既 に運転 を開始いた しま

した。また,福 島第1原 子力発電所6号 機に関 しまして今 日にも運転 を開始できる

状況 になっているわけですけれ ども,夏 場の関東圏の電力需給の見通 しは依然 とし

て予断を許 さない状況 にございます。一層の節電を含む需給両面にわたる対策 を今

後 とも怠 りなく進めていく考えでございます。
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また,原 子力発電は初期投資が大 きく,投 資回収期間が長いため,今 後,電 気事業

の自由化が進む中で電気事業者が投資 に慎重になるのではないか という懸念が言わ

れてお ります。この問題につ きましては,今 般の電気事業の自由化の制度設計の中

におきまして,原 子力に代表 される長期固定電源か らの電気を,全 体の電力需要が

低減する際 にも優先的に給電 し得るようにするなど,送 電容量の配分に当たって優i

先的に配慮を行 うこととしてお ります。 さらにバ ックエ ンド事業 につ きましては,

これまで も高 レベル放射性廃棄物の処分 に関 します法制度の整備 など,さ まざまな

措置を講 じて きたところでござい ますけれ ども,残 された課題 につ きまして新 しい

市場制度のもと,更 なる環境整備の観点か ら,平 成16年 末までに具体的な制度,措

置のあ り方について検討を行い,必 要な措置を講 じるところとしてお ります。

第2に,天 然ガスの利用促進についてです。天然ガス埋蔵量は中東依存度が35%

ということで,供 給源の多角化 を図ることができ,安 定供給の確保 により資する資

源であると言えます。また天然ガスは,石 炭や石油など他の化石燃料に比べ二酸化

炭素の排出量が少ないという特性があ りますので,そ の利用を促進することが温室

効果 ガスの排出削減にもつなが ります。 こうした観点か ら,天 然ガスへの燃料転換,

DMEやGTLと いった新 しい天然ガス利用技術の開発の加速化,導 管ネッ トワークの

整備等を推進 してい くこととしてお ります。その際,わ が国がLNGと して調達する

天然 ガスの価格が,従 来,欧 米よりも割高であったことに鑑みまして,環 境面で優

位性のある原子力,価 格面で優位性のある石炭の利用 を堅持 して,LNGの 調達条件

の改善を図ることが大 きな課題であると認識 しております。

第3に,地 球温暖化対策に関 しましては,昨 年3月 に地球温暖化対策推進大綱が

決定され,同 年6月 には京都議定書が締結 されました。わが国における温室効果ガ

ス排出量の約9割 はエネルギー起源でございますので,そ の排出を抑制 し,地 球温

暖化防止の実効を上げることはエネルギー政策上の重要な課題でございます。 この

ためには,先 ほど申しましたとお り,原 子力発電や天然 ガスシフ トを進めつつ,需

要面で省エネルギー対策を進めることも重要であ ります。 とりわけ,近 年エネルギ

ー消費が急増 してお ります民生 ・運輸部門における省エネ対策を強化いたします。

具体的には 「省エネルギー法」に基づ きます トップランナー方式の効果的な運用や,

包括的な省エネサービスを提供するESCO事 業の支援を行 ってまい ります。 また,産

業部門における更なる省エネを推進するため,事 業者による省エネ投資及び省エネ
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技術開辮 鍾 点的に嫉 してまい ります・さらに,わ が国の先進的な省エネ技術 彰

を発展途上国等に甑 し,グ ・一バルなエネルギー消費 ひいては二酸化炭素排出 彰

量削減を進め,あ わせて 「クリーン醗 メカニズム戸 共同実施」 といった京者βメ 彰

ヵニズムの活用を雛 してまいります。 彰

排出削減 に資する取 り組みは,二 酸イヒ炭素の排出が少な噺 エネルギーの利用拡 彰

大,こ れ も顛 でございます・風力発電 太陽光発電 バ材 マス等の新エネルギ 彰

一につきましては,そ の コス ト低減化を目指 した技術開発や導入支援のための施策

を拡充いたします とともに,今 年4月 に施行 されました 「電気事業者 による新エネ

ルギー等の利用 に関する特別措置法」(RPS法)に 基づ きまして,電 力分野における

彰

彰

彰

新エネルギーの導入拡大に努めてまい ります.大 きな期待幡 せ られてお ります燃 彰

料電池につきましては,帳 期的鱒 入目標の実現を目指 し,主 要嫉 素技構 の 彰

開発 を加速するとともに,公 道での実証試験及び関連す襯 制の緩和 ・見直 しを進 彰

めてまい ります。 また,安 全かつ低 コス トなガく素の利用体系 を麟 す ることが燃料 号

電池 実用化 の鍵 を握 る と同時 に,水 素エ ネルギ ー時代 の到来 に備 える上 で も極 めて

重要 です。 この ため,天 然 ガス,改 質 ガソ リン等,各 種 燃料 か らの水 素製造技術 の

開発 ・実証 を進め る と もに,水 素 の安 全性 に関す るデー タの蓄積,流 通 イ ンフラの

研究 を行 ってまい ります。

最 後 に,安 定供給 や環境へ の適合 を図 りつつ,エ ネル ギー コス ト低減 を目指 して

市場 環境 の整備 を図って い くこ とも重 要 な課題 です 。電力 ・ガス事業 につ きま して

彰

彰

彰

彰

彰

彰

彰

は濡 要家 にとっての供給者の選棚 支の拡大 を図 りつつ,段 階的に舳 化範囲の拡 彰

大 を進めることにより,競 争 を通 じ硬 なる効率化 を促 します.こ の際溌 送電分 彰

脚 よう構 造規制は とらず,他 方,送 配翻 汲 びガス導管網 というネットト 彰

ク部門を公共的なインフラと樋 づ1ナ漸 規参入者 を含め,各 灘 給主体が公平か 彰

つ透明な形でこれを利用 し得 るよう環鰹 備 を行うこととしてお ります.ま た,広 彰

域的な流通 を醗 化することにより,電 力及びガスの錠 嬬 を蘇 してい く考 え 彰

でございます。 彰彰

以上,今 後のエネルギー蕨 の重点につv、てご紹介させていただ きました.こ の ・19

ような施策が着実に実行 され浦 効に機能することにより,エ ネルギー政策の基本 彰

的方向が緻 され,わ が国繍 蘇 の報 よ禮 かなライフスタイルの賜 こっ 彰

ながることを期待 してお ります。本 日,シ ンポジウム離 に当た りまして,私 ども 彰

の今の考え方をご紹介いたしました。誠 こありが とうございます.(拍 手)彰

婦 雄 挿 難 婦 雄 婦 婦 婦 麺 雄 麺 撃 撃 撃 撃 撃 撃 勢 撃 撃 勢 勢 謡

一6一 季報エ ネルギー総合工学



・,◆.… ◆.・ ㌔o・ … ○・・:"
・… 義 ・・ ㌔∴ ・… ∴ ・… 漁 ・… ◆ ・… ○・・ ㌦.・ …s.・ …s.… ◆ ・・ ㌦∴'・ ・◆・・ ㍉ ◆ ・・ 、 ○・・ ■■◇・■ ・・◆'・ ・◆'・ ・∴ … 嬉 ・… ◆・一 ・∴ ・一 ・∴ ・'量・◆ ・.、 ◆'、 ◆ ・。。・◆ ・'㌧.・ ● 。・○・'r・s,.・"・ ○ ・●%i・ 。 ○・○・。一'・◆ ・●曹・.■■'・.・ ●'・ ◆・●",t・ ●'tt':'・ ゐ9

〔基調講演〕

21世 紀 の エ ネル ギ ー 問題 と技 術 開発 の あ り方.tt

近 藤 駿 介(鯨 大学大学騰 授)

は じめに

本 日はエ ネル ギー総合 工学研 究所 の25

周 年記 念 シ ンポジ ウム にお いて基調 講演

をさせ て いた だけ ます こ とを,大 変光 栄

に存 じて お ります 。今 日お話 しした い こ

とは,第!に,21世 紀 のエ ネル ギー 問題

は何 か。 第2に,こ の問題解 決 に は技術

開発 が必 要かつ有 効 であ る ところ,技 術

開発政 策 に関 して今 どうい うこ とを考 え

るべ きなのかの2つ です。

〔略歴〕

1965年 東 京大学工学部原子力工学科卒業。1970

年同大 大学院工学系研 究科博 士課程(原 子力工学

専 攻)修 了。工学博 士。

1984年 工学部教授(附 属原子力工学研究施設),

1995年 大学院工学系研 究科教授(シ ステ ム量子工

学専攻),1999年 ～2003年 東京大学原子力研究総

合セ ンター長(併 任)現 在に至る。

専門分野は,原 子炉 システム工学,原 子力安全

工学,ヒ ューマ ンインター フェイス工学 。

原子力委員会 参与,原 子力安全委員会専 門委員,

経済産業省総合エ ネルギー調査会委員(原 子力部

会長)他 。

21世 紀 のエネルギー問題

わが国の需給動向

い ます。 一方,こ れ を支 える供 給面 を見

ます と,2000年 度 にお け る1次 エ ネ ルギ

ー供 給 の 構 成 は
,石 油(49%),石 炭

(19%),ガ ス(13%),原 子 力(13%),

水 力(3%)と 半分 が石 油 で,相 変 わ ら

ず対 外依 存度 が著 しく高 い。 よ く話 題 に

な ります再生 可能 エ ネルギ ー はあわせ て

4%で す 。 この こ とか らわが 国 は表1の

ような問題 に直面 している と言 え ます。

わが 国社 会 のエ ネル ギーの最 終消 費 は

29.3%を 占める民生部 門,24.5%を 占め る

運輸 部 門(2001年 度)に お いて景気 の動

向 に関 わ りな くコ ンス タ ン トに伸 びて き

て お り,こ れ か ら も伸 びる と予 想 され て

わが国が直面する問題 と対応

[温室効果ガスの排出抑制]

京都議淀 書で約束 した以上 は何 として

もこの排 出抑制 目標を達成する必要があ

第26巻 第3号(2003)
一7一



表1わ が国が直面する問題

① 温室効果ガスの排出抑制

② 大気汚染物質の排出削減

③ 供給安定性の確保

④ 経済性の向上

ります。そこで,エ ネルギー利用の効率

向上による消費量の抑制,燃 料転換,原

子力発電,あ るいは新エネルギーの供給

力増大等の方策を動員 して経済の温室効

果ガス排出原単位を下げてい くべ きです。

[大気汚染物質の排出削減]

尼崎判決(2000年1月),名 古屋判決

(同年11月)で 示 されたように,大 都市圏

で は大 気 汚染,特 に浮遊 粒 子 状 物 質

(SPM)に よる高速道路脇の汚染問題が非

常に深刻な状況にあります。

これを受けて車両に係わる税制改正,あ

るいは環境基準の改正が進め られていま

す。 また,ア メリカでは2004年 か らZEV

(ゼロエミッションビークル)規 制*が 始ま

ります。こんな状況で,こ の問題に対 して

は,裁 判 という最後の手段からの圧力 もあ

って,規 制あるいは技術面で必死に性能向

上を追求 しているのが現状ですが,こ の努

力は引き続 き行われることが必要です。

[エネルギー供給安定性の確保]

わが国では,石 油代替エネルギーの導

入による石油依存度の低減が20年 来の命

題 で した。2001年 度 に は ようや く49.1%

ま で 下 げ ま し た が,ま だ 世 界 平 均

(35.8%)よ りも高 く,し か も石油 の 中東

依存 度 は2002年 度 には86%に 悪化 して い

ます。

広い意味でのエ ネルギー自給率 は,原 子

力 を入 れて20%,入 れ なければ4%で す。

こうい う供給構造 は,極 めて脆弱ですか ら,

引 き続 き石油の輸入源の多角化,石 油備蓄,

天然 ガス,原 子力発電利用の推進が重要 と

思 います。 この中で,石 油 ・天然 ガスの輸

入 源 の多角化 には投 資 プ ロジ ェク トを設

計,選 択 するインテ リジェンスが必要です。

変化 しつつある世界 に商機 を求めて知恵が

尽 くされている中で,わ が 国が どれだけの

インテ リジェ ンスや リスク管理能力 を酒養

して きたかが今問われている と思い ます。

原子力発電の推進 は,自 給率,あ るいは

供給安定性の向上 につ なが るとされてい ま

すが,大 切 なことは,自 らが安定性 をコン

トロールで きる という期待 を確か にするた

め,技 術 の安定性 を確保 することです。原

子力発電だか らとい うだけで安定供給 に貢

献す るわけで はない ことはこの1年 間の出

来事 で よ く理解 されたのですか ら,リ ス ク

管理能力 を充実 して,ポ テ ンシャル として

の安定供給能力 を現実の もの にしてい くこ

とに心 を砕 く必 要性 の再確 認が必要 と思 い

ます。

[経済性の向上]

価格については,国 際競争力を維持する

*カ リフ ォルニア州 では・2003年 までに全車両販売 台数における特定割合(10%)を ク リーンエ ネルギー自動車

(ゼロエ ミッシ ョンビークル)と す るこ とをメーカーに義務づ ける制度 を採用 している。

一8一
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ため,末 端価格で電力で3割,ガ スで5割

の低減が 目標 にされてい ます。対応 策 とし

ては,規 制 を緩和 し,マ ーケ ッ トメカニズ

ムを用 いて,知 恵のある人 々が創意工夫 で

安い供給力 を用意で きる ように事業環境 を

整備する ことが推進 されています。電力 の

広域連携能力の強化,LNGタ ー ミナルのオ

ープンアクセスがその事例です
。

世界が直面する問題

然ガス,石 炭 などの化石燃料であると予

想 されていますから,温 室効果ガスの濃

度 の一層 の増大が懸念 されることです。

要するに,地 球規模での地球温暖化防止

への動 きがあるように見 える現在ですが,

今後途上国を中心 に増えるエネルギー需

要を賄 う実際の動 きはそれと矛盾するも

のにならざるを得 ない,汚 染 と紛争のリ

スクが大 きい世界 を覚悟 しなければなら

ないのです。

目を世 界 に転 じます と人類 は表2の よ

うな問題 を抱 えています。

エ ネルギ ー需要 は,途 上 国の成長 願望

の充 実 の必 要性 が あ り,図1の よ うに人

口が しば ら くは増加 し続 け ますか ら,大

幅 に増 えて い きます 。 だか ら,経 済協 力

開発 機 構(OECD)加 盟 国,い わ ゆ る先

進工 業 国の シェ アは需要,供 給 の両 面 で

下が ってい くで しょう。

ところで,問 題 は,近 々 の供 給力 の伸

び を支 え る資 源 は図2の ように石油,天

(億人)

IOO
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図1世 界人口の増加予測

表2世 界が直面する問題

① 途上 国を中心 としたエネルギー需要の

ます ます の増大

②富 の不均衡 の継続 と拡大

③環境汚染 の増大 ・拡大
一地球温暖化

一森林 の減 少

一砂漠化 な ど

④ エネルギー資源 をめ ぐる紛争 リスクの増大
一水資源

一大 陸棚資 源の帰属 問題

一 シー レー ンのセキュ リテ ィ問題

一資源主権 をめ ぐる南北 間の対立

6,00◎

5,◎oo

4,00◎

む

多3,0。0

2,◎00

1,000
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19704980 199◎20◎020102◎2◎2t)3(》
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図21次 エネルギーの供給予測
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表3日 本が貢献すべ き課題

わが国が挑戦すべき課題

世界経済システムの一部 との認識で

この時にあたってわが国は,わ が国の

経済システムが世界システムの中の1つ

である という認識 を持 ち,表3に 示す課

題の解決に貢献 してい くことが重要です。

① は現在のエネルギー供給の大宗 を担 っ

ている資源に関することですか ら,今 日,

明日と日々取組むべ きことだ と思います。

② は国際交易 における環境配慮 の充実/

制度づ くりです。力のある先進国だか ら

こそ取 り組むべ きことではないかと思い

ます。③ は先進国の義務 として常 に認識

してお く必要があると考えるところです。

④は①～③ を考えるためにも重要なこと

です。 これ また科学技術立国を標榜する

わが国にとって非常 に重要な,あ るいは

格好のテーマではないか と考えます。

① 安定供給 を確保できる資源供給ネッ トワ
ークの整備

② 持続可能な社会の実現に整合的な国際市
場の整備

③ 富の不均衡 を縮小させるための国際協力
あるいは開発への協力

④ 持続可能社会への変革を促進 し、変革の
希望に応える技術の供給

表4安 定供給に貢献する方策

[安定供給の確保 に貢献 する方策]

重要 と思 われ る項 目を表4に 列挙 しまし

た。我 々はエ ネルギーセキュリテ ィの向上

に向けて,自 給率向上 に取組 んで きたわけ

ですけれ ども,イ ラク戦争の影響 も,結 局

の ところ石油供給 ネ ッ トワー クの重層性 の

おかげで,小 さなものであ った とい うこ と

がで きます。 この ことを見て も,既 に述べ

た ところですが,(a)は 重要で,天 然 ガス,

石油 開発利用への賢 い投資が重要なアクシ

ョンとして挙 げ られます。

(a)資源の国際交易ネットワークの重層化 ・多様化
一石油、天然ガス開発利用への投資

(b)東アジアエネルギー共同体
一地域の共通利益のための行動

(c)原子力開発利用の共同体
一限られた研究開発 ・実証資源の有効活用

東アジアエネルギー共同体 というのは,

世界のエネルギー需要の伸びの非常に大

きな部分が東アジアで起 きると予想 され

ることか ら,こ の地域の共通利益のため

の行動計画 を立てる場 を用意するという

ことです。それを通 じて供給サイ ドと意

志疎通 をはかってい くことは世界全体の

供給安定性の確保の観点か らも重要と思

い ます 。 ア ジ ア太 平 洋経 済協 力 会議

(APEC)な ど,さ まざまな仕組みが既に

あることは認識 しつつ,エ ネルギー供給

確保に関 して共同意志 をよ り目に見 える

形で追求 してい く主体 を明 らかにしてい

くことが,世 界にとって利益のあること

と考えています。

原子力の問題にしても,東 アジア地域の

一10一
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エ ネルギー需要 の伸び,そ の供給 ミックス

の中に原子力があ る割合 を占め ることが当

然 であ ろうと考 えると,や は り共同で研究

開発や経験 といった資源 を活用 してい くこ

とを真剣に考 えるべ きだ と思い ます。例 え

ば,ITER(国 際熱核融合 実験炉)プ ロジ

ェク トがあ ります。 この20年 ～30年 で供給

力 になる とは とても思 えないプロジェク ト

ですが,既 に韓国や中国が参加 したい と言

い出 しているこ とか らも,そ うい うことが

熱望 されていることが分か ります。 こう し

た もの を組織 してい くことは地域 の利益 に

結 びつ く重要 な行為 と考え ます。

[持続可能 な社会の実現 に向 けて]

持 続可 能 な社 会 の実現 につ いて は,表

5に 示 す ように様 々 な提 言 が な され てい

ます。

ドイツの フ リー ドリヒ ・シュ ミ ッ ト ・

ブ レー ク博 士 の 著 書 『フ ァ ク ター10』

(1994年)に は,「3ト ンの結婚 指輪」 の

話が あ ります。指 輪 の10gの 金 の生産 に

は3ト ンの廃棄物 が伴 うとい うこ とです 。

この3ト ンとい う莫大 な廃 棄物 の流 れが

環 境悪 化 を もた ら してい るので,そ れ を

防止す るには経済 の脱物 質化 を進 め て廃

棄物 を徹 底 的 に減 らす しかない,途 上 国

が これか らも成長 してい くことを考 える

と,脱 物 質化 は先進 国が率先 してや らな

けれ ば いけ ない,現 在 のOECD諸 国の豊

か さを維 持す る には2050年 まで に資源生

産性(資 源投 入量 当 りの財 ・サ ー ビス生

産 量)を10倍 以上 に しな ければ な らない

と説 いてい ます。

表5持 続可能社会実現への提言

(a)『 フ ァクタ・一一10』(1994年)
一 ブ レー ク

(b)『 ファク ター4』(1995年)
一 ワイツゼ ッカー&ロ ビンズ夫妻

(c)ゼ ロエ ミ ッシ ョン(1994年)
一 国連 大学

(d)イ ンバ ースマ ニュ フ ァクチ ャイ ング(逆 工場)
一 吉 川弘之

(e)事 業者 ・消 費者 ・行政 のパー トナー シ ップ(2002年)
一政 府の循 環経済 ビジ ョン

(OReduce、Reuse、Recycleを 推進 す るRe-Style
一環 境 白書

これ に対 し,『 ファクター4一 豊か さを2

倍 に,資 源 消費 を半分 に一 』(エ ル ンス

ト ・U・ フォン ・ワイツゼ ッカー,ロ ビン

ズ夫妻共著,1995年)で は,ワ イッゼ ッカ

ーが 「自由競争 とい うのは戦争である
。市

場 は決 して地 球の維 持能 力 を決定 で きな

い。ベー シック ・ヒューマ ンニーズ に関わ

る需要 と贅沢 な願望 に基づ く需要 を区別 で

きない。巨大 プロジェク トよ りは分散 的で

効率 的で適応 能力のあ る技術 の方がい い」

と しています。そ して先進国 は産業構造 と

企業 経営 の見 直 しを通 じて効率 革命 とエ

コ,生 活革命 を実現 しなければならないが,

手始めには資源 生産性 を4倍 程度 にす るこ

とを目指すべ き,こ の程度の変革は非常 に

簡単で しか も経済的で もあると して,豊 富

な例 を紹介 してい ます。 この本 は効率 を10

倍 にする という 「ファクター10」 の ような

高い 目標 を掲げ るのではな く,実 行 し易 い

目標 を掲 げることで実践 を促 す ことを狙 っ

てい ます。

「ゼ ロエ ミッシ ョン」 は,94年,国 連
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大学 で提 案 され た ものです。「イ ンバ ース

マニ ファクチ ャ リング(逆 工 場)」 は,元

東 京大 学総長 の吉 川弘 之先生 が提 唱 され

た ものです。最近,「 リサ イクル」 とい う

言 葉が 非常 に喧伝 されてい ますが,こ の

リサ イ クルの実態 は,例 えば再生紙 の よ

うに グ レー ドを落 と して もう一度 使 う,

一種 の カス ケー ド利用 です。 これ に対 し,

イ ンバ ース ・マニュ ファクチ ャ リングは,

市 場 を製 品倉 庫 と捉 え ます。 製 品在 庫 が

市 場 にあ る とい う考 え方で,循 環 生産 を

プ ログ ラムす る ことが これか らの方 向 と

提案 してい ます。

経 済 産 業 省 の 「循 環 経 済 ビ ジ ョ ン」

(2002年)で は,大 量生産,大 量消 費,大

量廃棄 の経 済 システ ムか らの脱却 をス ロ

ー ガ ンに ,投 入排 出 の最少化 に向 けたパ

ー トナー シ ップ とい う言葉 を使 って い ま

す。事 業者,消 費 者,行 政 の コ ミュニケ

ー シ ョン とパ ー トナ ー シ ップ
,そ の 中で

の新 た な産 業技術 体系 の確 立 を謳 ってい

ます。そのキーコ ンセプ トは,「循 環生産」

とい うこ とです。資 源採取,素 材,製 品,

使 用,廃 棄 とい う従来 の ワ ンス ス ルー ・

プ ロセス にイ ンバ ー スマ ニ フ ァクチ ャリ

ング を付 け加 えて 「循 環生 産」 を実現 し

て,両 端 の資源採 取 と廃棄 をなるべ く小

さ くしてい こうと言 ってい ます。

環 境省 は環 境 白書 の 中 で リデ ュー ス

(Reduce),リ ユース(Reuse),リ サ イクル

(Recycle)を 推進 す る リ ・ス タイル(Re-

Style)を 追求 してい くことがわが 国の これ

か ら目指す ところではないか と言 っていま

す。 そ して3つ のシナ リオを提示 して国民

の意見を求めています。シナリオAは 極め

て高度な工業社会で積極的にリサイクルを

進める技術開発推進型シナリオ,Bは 生活

のペースをスローダウンさせて自ら修理を

行 った り,地 域活動にいそしむライフスタ

イル変革型シナリオ,Cは リースや レンタ

ルなどのサービス産業やIT化 の進展で,

物から機能へ と脱物質化を進める環境産業

発展型シナリオです。統合化されつつある

世界経済の中で自給自足的な社会を目指す

ことの妥当性が気になります。

[国際協力 と開発の推進]

そ こで,国 際 共 同活動 に対 して考 え方

を整 理 してお くこ とが必 要 です。 これ に

つ きま して,表6に 少 し整理 い た しま し

たが,後 で ご講 演 があ るか な と思 い ます

ので,詳 しいこ とは省略 いた します。

表6国 際協力 と開発

(a)持続可能性の要請と自由貿易
一〇DA(政府開発援助)のグリーン化:持続可能な技術の普及

一WTO(量 界貿易機関)の市場原理主義と人類の多様性の維持

(b)紛争の調停機能の充実
一国連安全保障理事会に何を加えるか

[持続可能社会のための技術の供給]

問題はこのためには技術開発が必要で

あるところ,こ れを進めるために何が必

要かです。これについて,残 った時間で

詳 しくお話 ししたいと思います。
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技術開発のあり方

技術開発の使命

エネルギー技術開発の使命は以下のこ

とに貢献することだと思います。

①長期 にわたる経済的供給可能性の向上,

②石油代替,

③環境適合性の向上,

④エネルギー科学技術の分野でのわが国

の先導的地位確保,

⑤人類の環境 を保全 し,平 和 と安定 を確

保 しつつ,成 長願望 を満足 させるに必

要なエネルギーを享受で きることを可

能にする技術の提供

この貢献のための取組みの時間的なフ

レームワークによる違いを考 えてみます

と,短 期的な活動では今 あるシステムを

なるべ く効果的,効 率的に使 う技術 の実

用化に重点が置かれるべ きです。中期的

視点からの活動は,既 存 システムを代替

す る革新技術の実用性 を実証すること,

これによりシステムの変革に向けて努力

すること。長期 的な視点か らの活動 は,

基礎 ・基盤研究 を実施することで新技術

の鍵 となる知見 を発 明,発 見 して革新技

術 を開発することが使命です。

「供給サイ ド」,「需要サイ ド」で具体

的 にどん なこ とが重要課題 であるか表

7に 示 しました。

ところで,上 の貢献内容の多 くは,民 間

の利益には直接つなが らないので,エ ネル

ギー技術 開発には公的な投資が重要です。

しかし,世 界を見わたしますと,過 去10年

ぐらいの問にエネルギー研究開発における

政府部門の投資は大幅に減少 しています。

日本 も世界の動向から遅れてはいますが,

やは り今になって公的なエネルギー研究開

発投資を減 らそうかという議論が起 きてい

ます。

表7技 術開発の具体例

エネル ギーの効 率的転換(熱 供給 、発 電、水素製造) 再生可能エ ネル ギーの利用

環境適合性の高い化石燃料利用技術 省資源 、省 エネルギーの利用

環境汚染物質 の分離、回収 、固定 、隔離 持続可能都市 などライ フス タイル 、社会 設計

原子力の利用 RPS等 の制 度研 究

再生可能エネルギーの効率的転換

核融合

エネル ギー技術 の信頼性 、安全性 、セキュ リテ ィに関 する研 究
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研究開発費の動向

先 進 国でエ ネル ギー研究 開発 費が なぜ

減 ったの で し ょうか。 ア メ リカの場 合,

レーガ ン政権 時代(1981年 ～1988年)に

エ ネル ギー関係 政府予 算が3分 の1に な

って しまい ま した。 これ にあ わせ て民 間

部 門の投資 もほ とん ど半分 にな って しま

い ま した。 今や この業 界 の研 究 開発投 資

の売 上 げ に 占め る割 合 は1%以 下 です 。

ア メ リカの産業界 の平均 は3.5%,薬 品業

界 が10%,半 導 体 業界 が8%で す か ら,

エ ネルギ ー産業 は例外 的 に研 究 開発 に不

熱心 な産業 にな って しまい ま した。

こ うなった理 由です が,民 間 の場合 は

天 然 ガス価格 が下 が って,リ ス トラ(事

業 再編)が 起 き,長 期 的 な ことにお金 を

使 う とい う経 営 マ イ ン ドが な くな って し

まったか らです。 それ か ら,一 生 懸命 に

や ってい た研 究 開発 の 成果 をマ ーケ ッタ

ブル な もの に してい くため には とて も時

間がか か るため,そ の 間 に研 究 者 や研 究

開発 成果 が流 出 して しまい,コ ス トパ フ

ォーマ ンスが合 わない と判断 され る に至

ったこ とが あ ります。

他 方,政 府 の場合 には,レ ー ガ ン政権

が市 場原理主義,"Letthemarketdoit"と

い うフ ィロ ソフ ィー を採用 した こ と,そ

れか ら,70年 代 にSynfuelsCorPorationと か

CRBRの ような大規模 実証 活動 に多額の資

金 を注 ぎ込 ん だ末 に不 運 な結果 に終 わ っ

た ため,政 府が大 きな こ とをす る と失 敗

す る とい う経 験が 議会 にあ るの です。 ク

リン トン政権 時代 には予 算管 理 が厳 し く

な った り,議 会 がエ ネルギ ー省 のマ ネジ

メン トの実効 性 につ いて疑 問 を持 った り

した こ と もあ ります。勿 論,エ ネル ギー

需給 の緩 和 で国民 がエ ネル ギー問題 に関

心 を示 さな くなって しまった こ とも原 因

として指摘 で きます。

そ れか ら,予 算 が厳 し くな った時 にエ

ネル ギー関係 者が お互 い に,あ の技 術 は

悪 い技術,私 の技術 はいい技術 と 「兄弟

喧 嘩」 した ため に,予 算 管理者 にエ ネル

ギ ー研 究 開発 は全部 だ め とされて しまっ

た。つ ま り,エ ネルギ ー供 給者 が一 致 し

て望 ま しい研究 開発 ポ ー トフ ォ リオ を提

示 しなか ったこ とも敗 因です。

政府のエネルギー研究開発の戦略

こ う した経験 を踏 まえて,政 府 のエ ネ

ルギ ー研究 開発 戦略がいか にあるべ きか。

そ の設 計,戦 略 設計 の要点 は何 か を考 え

ます と,第1に 重 要 なの は課 題 の ポー ト

フ ォ リオを合 理 的 に設計 す る こ とで す 。

エ ネルギ ー関係者 が使命 達成 可 能性 が 高

い 開発 対象 を きち ん と選択 し,短 ・中 ・

長 期 の課題 の適切 な組 み合 わせ を提 示 す

る ことが大切 だ と思 い ます。

第2に は,政 府 と民間の役割分担 につい

てのロジックをきちんとするこ とです。政

府の研 究開発 ポー トフォリオは民 間のポー

トフ ォリオと違 うのです。政府 は民間が単

独で は手 を出 しに くい,リ スクの大 きい課

題 に傾斜 したポー トフォリオを持つべ きで

す。政府 の研究 開発がすべか らく成功 した

とすれば,そ れは明 らかにポー トフォリオ

一14一
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の設計が間違っていたとすべ きです。それ

は本来民問にや らせればいいことを政府が

やったためだと言えるわけです。この辺が

公的研究開発計画の評価における非常に重

要なディスカッションのポイン トではない

かと思 っています。

第3に 勿論,施 策全体がベス トミック

スとなる,そ れに寄与す る構成 要素 とし

て持つべ き特性 という観点か らも議論 も

してお くことが必要だと考えます。

政府が投資 しなければならない理由

技術実用化の段階 として,① 基礎研究,

②概念創出(第2種 基礎研究),③ 初期技

術開発,④ 製品開発,⑤ 生産/販 売 とい

う5段 階があるとす ると,ま ずそれぞれ

の段階でどうして政府の投資が必要か確

認する必要があ ります。

成果が共有 される 「基礎研究」段階は,

外部性があるために民間が投資 したが らな

い領域ですから,政 府が投資する必要があ

ることは自明でしょう。

革新技術が生 まれる 「概念創出」段階

は実証 フェーズは非常 にリスキーなフェ

ーズなので
,財 政的,技 術的,情 報ギャ

ップの故に民間投資が過少 になることが

あ ります。ですか ら,も のによっては政

府投資が必要で しょう。

「初期技術 開発」段階は,新 概念 を新

技術 としてい く段階で,財 政的にはベン

チャーキャピタルが出るか出ないか とい

うところですが,政 府 としては環境や安

全保障,国 際競争力の観点か ら,良 い も

表8政 府の施策

(a)基礎 ・応用分野の研究開発活動の長期的支援

(b)大学における研究開発の支援

(c)政府 と民間のパー トナーシップの追求

(d)知的所有権の管理

のを選びとって投資すべ きです。

「製品開発」以降は,生 産段階ですか

らもう政府の介入は不要かも知れませ ん

が,国 富増大 に貢献す ることがあるとす

れば,さ まざまな取引 コス トとか,官 民

における内部収益率の違いなどを考 えて,

政府の果たす役割が意味のある場合があ

ります。

技術革新の後押 しのための政府施策

技術革新 を後押 しす るための政府の施

策 を表8に 項 目だけ挙げま したが,最 近

注 目されていますのは,製 品のアイデア

が生まれ試 される初期技術開発段階にお

ける支援のあ り方です。

死の谷

図3「 死 の谷 」
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図4「 ダーウ ィンの海」

3年 か4年 前 に米下 院科学 技術 委員 会

で,バ ネバ ・ブ ッシュ の報 告"Science

TheEndlessFrontier"の 改定版 を作 るんだ

と頑 張 って,ヴ ァー ン ・エ ラーズ副 委員

長 が ま とめ た レポー トの中 に図3が あ り

ます。基礎 研究 か らイノベ ー シ ョンが生

ず る 間には 「死 の谷 」が あ る。 これが初

期技術 開発段 階です。 この段 階 に対 して,

政府 が どうコ ミ ッ トしてい くか とい うこ

とが科学技術 政 策で は極 め て重 要 だ とこ

の レポー トは言 ってい ます。

図4は 米 国 の科学技 術政 策研 究 の第二

人者 で ある ブ ランス コム さんが描 いた絵

です 。彼 は,リ サ ーチ&イ ノベー シ ョン

か らイノベー シ ョン&ニ ュー ビジネス に

い くまで に 「ダー ウ ィンの海」 とい う生

き残 りを懸 け た戦い の場,ダ ー ウィ ンの

人
々
の
称
讃

o 5 10

図5「 悪夢の時代」

絡(年)

自然 淘汰 が起 こる場 が ある と言 ってい ま

す。 ここ を くぐ り抜 け て生 き残 ったのが

イノベ ー シ ョンにな る。 この過程 を誰 か

が うま くマ ネー ジ しな けれ ばな らない と

してい ます。

図5は 吉 川先 生が1985年 に描 い た絵 で

す。新 しい アイデ アが生 まれ る と人 々の

称 讃 が高 まって 「夢 の時代」 にな る。 し

か し,そ れ に 「悪夢 の時代 」が続 くとい

うわけです。そ して,IO年,20年 後 に利 用

とい う現実 が あ ります。技術 とい う もの

は実現 に至 る まで にこの よ うな道 がある。

この 「悪夢 の時代 」 を乗 り切 るのが なか

なか難 しい。吉 川先生 は,こ の段 階 を第

2種 基 礎研 究 とし,こ こを切 り拓 く新 し

い学 問体系 を用 意 しな ければ な らない と

い う ことを今 か ら20年 前 に我 々に言 って

い たのです 。人工 物工 学 とい う ような学

問 を新 しく作 る ことを提 唱 され,そ の実

現 に努 力 されて きた の もそ の一環 と理解

しています。

初期技術開発段階の難 しさ

で は この段 階 の何 が難 しいか,ブ ラ ン

ス コム さんに よ ります と,1番 目に科学

技術者 と実業家 の共 同活動 が困難であ る。

色 々 なア イデ アが あ るのです が,そ れ は

言 わ ば研 究室 ア イデ アであ って,こ れ は

マ ーケ ッタブル な もの にす る とい う要請

となか なか合致 しない ことがあ ります。

2番 目には,両 者間の相互信頼醸成 が困

難 であ る。 だか ら,3番 目に,こ うい う

ところ に資 本 を提 供 す る人が なか なかい
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ない。 い わゆ るエ ンジ ェル ・キ ャピタル

とい うのが あ ります け ど,先 見性 を見極

め る能 力が あ るか とな る となか なか難 し

い とい うわけです。

4番 目に,新 製 品製造の ため の新材料,

部品,普 及 の ための サー ビス機 能,訓 練

等 のイ ンフ ラが不 足 して い る場合 が ほ と

ん どです。 で,こ れ を克服 す る こ とが 難

しい 。い いア イデ アなん だけ ど,そ れ を

サ ポー トす るだけ の材 料 もなけれ ばそれ

を使 うための イ ンフ ラ もない とい う状 態

が あ って,革 新技 術提 案が なかな か 日の

目を見 ない こ とが た くさんあ る とい うこ

とです。吉 川先 生が例 として挙 げ られ て

い るのは,50年 代後 半 に提 案 されたCAD

(ComputerAidedDesign)で す。 コンピュ

ー タ による製図 シス テムが1950年 代 に提

案 され ま した。 その 時,10年 後 には世界

か ら製図版 が な くなる とい う謳 い文句 で

提案 されたの ですが,実 際 にはそ うな ら

ず,提 案 した 人 は嘘 を言 っ た とそ の後大

分 い じめ られ たそ うです 。 しか し,そ れ

は提 案 者 の ア イデ アが 悪 い ので はな く,

そ れ をサ ポ ー トす る イ ンフラがで きな か

った とい うことなのです。

5番 目に,市 場獲得 の可能性の予測 の難

しさ。 これがいわゆるデ ィス ラプテ ィブ ・

テクノロジーなのか どうか とい うことが よ

く分か らない とい うわけです。

研究開発政策の調整と管理活動

アメリカではかつて巨大企業がた くさ

ん研究所 を作 ったのですが,み んなやめ

て しまいました。製品革新 に結 びつけ ら

れなかった り,自 分で研究開発 を維持す

ることがで きず,情 報が流失 してその結

果 として発明者 までもどこか行 って しま

ったためです。従って,最 近のハイテク

産業 はなるべ く研究開発 を少な くしてい

ます。なかには研究開発者にはマーケ ッ

タブルなものを作るまで自由にや らせる

とす る方針 を採用 しているところもあ り

ます。最後は研究者 を経営者 にす るぐら

い まで,本 人の能力 を最大限 に生か して

い くというように研究所の企業における

位置づけを変 えて きているのです。 しか

し,注 目すべ きは,成 功 しているアイデ

アとい うのは決 して偶然 に生 まれた もの

ではな く,大 きな研究組織の中で長い間

かけて成熟 されたアイデァであるとい う

ことを彼 らが常に強調 していることです。

要するに,研 究開発においては,こ の

「死の谷」「ダーウィンの海」「悪夢の時代」

をいかにマネージするかが非常に重要だと

いう問題意識を持つことが必要なのです。

わが国では最近 「研究 開発投資の重点

化」,あ るいは 「選択 と集中」が要請 され

るなど,研 究開発活動の政策的なマネジ

メン トの強化が議論 されています。 しか

し,こ の際に,政 府の研究開発がことご

とくうまくいった ら,そ れは本来や らな

くていいや り易い研究だけやっているの

だ という見方があることを知っているこ

とが重要です。研究サイ ドは,失 敗は技

術革新の便益 を享受するための代価であ

り,同 時に成功 と同じように多 くの知見

を提供するのだと,失 敗の価値 を強調す
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るのですが,そ れを認めない 「選択 と集

中」論が強調 されす ぎていることを気 に

しています。

エネルギー研究開発活動 をどのように

設計,管 理 してい くのが よいかは世界共

通の話題です。 どの国 も財政的に厳 しく

なっていますから投資の効率化が要求さ

れてい ます。 しか し,同 時に科学技術活

動の重要性 も強 く認識されてお り,さ ま

ざまな観点で議論 されています。そこで

は トップダウン型の施策の決定,ボ トム

アップ型の技術の決定が原則ですが,こ

の2つ の決定の間には緊張関係があ りま

す。優先順位 の決定は最良の科学者,技

術者に任せる,つ まりトップダウン型で,

科学技術活動の管理はなるべ く現場 に重

点を置いて,プ ロジェク トに最 も近い人

の責任 でなされること,つ まりボ トムア

ップ型が良い とい うことですが,そ こに

は隠 されたアジェンダ,つ まりそれぞれ

が最良の決定を行 うため に情報収集 に最

大限の努力 を行 うということが前提 とし

てあるように思います。

おわ りに一結論

まとめます と,我 々が直面する課題は

需要拡大 に備 える供給ネ ットワークの整

備 に始 まって,持 続可能社会に整合する

マーケッ トを設計する,あ るいは国際社

会 における不均衡の是正 に対する協力 と

か開発 まで広範囲であること,そ こで非

常 に重要なのは技術の供給ですが,こ の

技術 を供給す る役 を担 う研究開発活動を

どう設計 し,推 進するかというのはその

発展の不確実性 と効用の多面性か らそう

簡単 なことではないのです。施策の方向

性,投 資水準,ど うい うカテゴリーの政

策をどの程度力を入れて行 うかについて,

さまざまな政策分野 との整合性 を確保 し

つつ,関 係者のコンセ ンサスを きちん と

した手続 きを経て形成 してい くことが重

要ではないでしょうか。 ご静聴あ りが と

うございました。(拍 手)
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国際情勢 とエ ネルギ ーセ キュ リテ ィについ て

寺 島 実 郎(㈱ 三井物醐 略研究所所長)

翻躍㍊溜躍㍊㍊翻脇㍊認㍊認躍㍊躍㍊㍊溜認㍊㍊認認躍欄㍊躍㍊驕臨鼎㍊認認麗臨臨㍊翻㍊

は じめに

IJPCプ ロジェク トでの中東経 験

まず,私 とエ ネル ギー との関連 につ い

て お 話 し し ま す 。 僕 は 石 油 危 機 の 年

(1973年)に 三井物産 に入社 し,僕 の意思

を超 えて中東 お よびエ ネル ギー問題 に巻

き込 まれて きた とい う思 い でい ます。 と

言 い ますの は,三 井 グルー プが総力 を挙

げて,イ ラ ンの,イ ラク との国境線 上 に

社運 を懸 け る よ うな大型 石油 開発 プ ロジ

ェ ク ト 「IJPC(イ ラ ン ・ジ ャパ ン石 油化

学)プ ロ ジェ ク ト」 を展 開 してい た時期

が あ ります。 イラ ン革命,イ ラ ン ・イラ

ク戦争 に見 舞 われ,現 地サ イ トが30回 以

上 イラ ク軍 に爆 撃 され る とい う,涙 の 出

る ような プロ ジェ ク トに なって しまい ま

した。結 果 的 には89年,日 本 が まだバ ブ

ル経 済 だ った頃,エ ク ィテ ィフ ァイナ ン

スの ラス トタイ ミングで,こ の プ ロジェ

ク トを全 面償却 して撤退 しま した。5,000

億 円の損 失 を出 しま したが,こ の ことが

〔略歴〕

1973年 早稲 田大学大学院政治学研究科修士課程

修了。1973年 三井物産㈱入社,1987年 米 国三井物

産ニ ューヨー ク本店業務部情報 ・企画担 当課長,

1991年 ワシン トン事務所長,1997年 三井物産業務

部総合情報室長,1999年 よ り現職。

経済産業省産業構造審議会情報 セキュ リテ ィ部

会部会長,内 閣府地方分権改革推進会議委員,文

部科学省 中央教育審議会委員,財 団法人 日本総合

研究所理事長,早 稲 照大学大学院 アジア太平洋研

究科教授。

著書 に,『歴史 を深 く吸い込み,未 来 を想 う』

(新潮社),『 時代の深層底流 を読 む』(東 洋経済新

幸艮室土)群まカ、。

大 変 大 きな教 訓 とな って い ます 。 も し,

あ の時,全 面 撤 退 で きなか っ たな らば,

企 業の価値 を市場 が決め る今 日において,

資 金調 達 コス トを始 め と して コス トが は

ね上 が って,三 井物 産 とい う会社 は多分

存 続 で きなか った だろ う と思 い ます 。今

で もハ ーバ ー ドビジネス ス クール の カ ン

トリー リス クの ケ ースス タデ ィとい う と

必 ず このIJPCが 登場 して きます。

そ の こ とに関連 して,僕,1980年 代 前

半,イ ラ ンの ホメ イニ政権 と どう交 渉 し

てい くか とい うこ とで情報 活動 を してい

ま した。 その 頃,イ ス ラエ ル のテ ルア ビ

ブ大学 シロワ研究所(現 ダイア ン研 究所)

でユ ダヤ筋 の 中東 情報 が どうい うふ うに
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展 開 されてい るの か 目の 当 た りに しま し

た し,ワ シ ン トンのブル ッキ ングス研 究

所,ロ ン ドンの国 際戦 略研 究 所 な どで,

世界 中 の中東 問題 に関 わって い る人 た ち

とお付 き合いす る機 会があ りま した。

エネルギーを巡る国際情勢の現実

求められる強い戦略意思

さまざ まな思 い 出があ ります 。 イス ラ

エ ルに とって情 報 とい うの は,「 時 に,今

後 イ ラ ンは どうな ります か」 な ど とサ ロ

ンで コー ヒー を飲 み なが ら語 り合 う教 養

の延 長線上 にあ るよ うな話 で はあ りませ

ん。 自分 の命 に関 わ る話 な のです。 これ

が 日本 との大 きな違 い で す が,彼 ら は

「いつ アラブの海 に取 り囲まれて地中海 に

追 い落 とされ るか もしれ ない」 とい う状

態 で殺 気立 ってい ます。僕 は 「イス ラエ

ル とい う国の情 報 に対 す る問題 意識 は ま

るで違 うん だ」 とい うこ とに 目を開か さ

れ た体験があ ります。

例 え ば,シ ロ ワ研究 所 で は,さ ま ざま

な専 門家 が,イ ス ラエ ル国家 の存亡 に関

わる要素 につ いて分析 してい ます 。80年

代 前半で もイ ランの最高指導者 ホ メイニ,

パ レス チナ解放 機構(PLO)の ア ラ ファ

ト議 長 とい った人物 につ いて タス ク フ ォ

ー スがで きて い ま した。僕 も陪席 させ て

もらって何 回 か聞い てい たの ですが,ホ

メイ ニ につ い ての タス ク フ ォース で は,

精神 分析 学者,医 者,言 語学 者,地 域研

究者 たちが多 く参加 してい ま した。 「ホメ

イニ は九十数 歳 に なる まで に4冊 本 を書

いた。 この男 の本 に書 かれ てい る ロジ ッ

ク を追 うと,こ うい う状 況 に追 い込 まれ

た らこ うい う判 断 を下 しが ちだ」 とか,

ホメイニや係累縁者 の病歴 を調べ て,「 こ

うい う病 気 を した人 は こうい うふ うな精

神状 況 にな りが ちだ」 とか,「 前の週 にホ

メ イニが何 を食べ てい たか」 とい うよ う

な情 報 まで議題 にな つてい ま した。僕iの

記 憶 で は,ホ メイニ は,毎 日,朝,昼,

晩 とウ リ とヨー グル トだ け を食べ てい ま

した。 それ ぐらい徹 底 した情 報 を凝 縮 し

て,イ ス ラエ ルは 自分 た ちの判断材 料 に

してい きます。

また,83年 ～84年,ブ ル ッキングス研究

所 にい た頃,イ ラクの タリク ・アジズ外相

と会 う機会が あ りま した。僕 は本社 か らの

命令 もあって,ア ジズ外相 に 「イラク空軍

はIJPCが 日本 とイ ランの合弁事業だ と分 か

っていて爆撃 してい るのか」 と質問 したこ

とが あ ります。 「もちろん,分 か って いて

やっている」 との返事で した。

この ようにエ ネルギー問題 とい うのは,

夢 見 る 乙女 の よう な話 で はあ りませ ん。

さまざ まな陰謀,力 関係 が錯 綜 してい る

中で進路 を考 えていか な ければ いけ ない

問題 です 。 そ うい う時 に問 われ てい るの

は強い戦 略意 思 だ と思 い ます 。エ ネル ギ

ーの世界 には必 ず し も誰 もが納 得す る よ

うな一般 解 は存 在 しませ ん。 この こ とを

思 い知 らされた のが僕 のIJPC体 験 だ った

と思 います。
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「力の論理」だけでは圧倒できない世界

今 回の イ ラク戦争 を経 て,今,世 界 は

「力の論理」 に圧倒 された とい う雰 囲気 に

支配 され ています 。結 局,「 弱 肉強食」 で

強い者 が勝 っ てい くとい う,あ る種 の無

力 感 も含 め た雰 囲気 です 。 この よ うに,

一見 ア メ リカの 「力 の論 理」 が吹 き荒 れ

てい る世界 の よ うに見 え ます が,事 実 は

そ うではあ りませ ん。

特 にエ ネルギー につい て言 えば,1991

年 の湾岸 戦争後,イ ラクの石 油 を国際市

場 で売 って食糧 や 人道支援 物資 を買 う石

油食 糧交換 プ ログラ ムが 国連 主導 で 曲が

りな りに も機 能 してい ま した。 ところが,

イ ラク戦 争が終 わ って3カ 月以 上が 経過

し,国 連 制裁解 除決議 が な され,ア メ リ

カ とイギ リスが イラ クの石 油 を管理 して

い く新 しい ス キー ムが 見 えて きま した。

石油 食糧交 換 プ ログ ラムは6カ 月以 内 に

停 止す るとい うわけです。

その 中で,ア メ リカの力 の論理 に圧倒

されてい ますか ら,ま あ,戦 勝 国だ か ら

仕 方 が ないのか な とい う気分 で な るべ く

余 計 な こ とは言 うまい とい う雰 囲気 と,

それ か ら,あ れ ほ どイ ラク攻 撃 に反対 し

てい た中 国,フ ラ ンス,ロ シ ア も制裁解

除決議 に賛成 した とい う中で は,い ろん

な修正 の プ ロセ スの 中で,多 分,イ ラ ク

に持 ってい る石油 の権益 につい て一定 の

妥協 が成 立 して い るんだ ろ う,大 国の論

理 が吹 き荒 れて るん だろ うな とい うこ と

が よく分 か ります。

ところが,そ のア メ リカで も思 うに任

せ ない展 開が 出 て きま した。 そ れは石油

の決済 通 貨 の ドル離 れ とい う現 象 で す。

ドルか らユ ー ロへ の転i換です 。最後 まで

イラ ク攻 撃 に反 対 した フ ラ ンス に対 す る

アラブ諸 国の 同情 が,石 油 の 決済通 貨 を

ドルか らユ ーロ に切 り換 え てい く動 きを

加速 させ て い る んだ と言 う人が い ます。

裏返 して言 い ます と,ア メ リカ に対 す る

反発 です。

湾岸 戦争 の直 後,ド ルは ドイ ツマ ル ク

に対 して3カ 月 で15%ぐ らい急騰 しま し

た。 ア メ リカの 力 を見 せつ け られ て ドル

へ の信任 が 高 まっ たのです 。 ところが今

回,ド ル は,ユ ー ロに対 して10%以 上急

落 してい ます。 もちろん,ア メ リカの経

常 収支赤字 が10年 間で累積2兆4,000億 ド

ル にな り,今 まで アメ リカに向 って いた

世 界 の資 金が アメ リカ に回 らな くなって

構 造 的な変化 が起 こって る とい う背景 も

あ ります。 ですが,興 味 深 いの は,ア メ

リカが イ ラクの石油 に触 手 を伸 ば して力

の 論 理 で抑 え込 もう とす れ ばす る ほ ど,

イ ラク を取 り巻 いてい る湾岸 産油 国 の不

安感 が高 まって きてい る こ とが この 「ド

ル安」の一 因であ るこ とです。

今,イ ラクの石油 は戦 争 の ダメー ジで

減産 してい ますが,潜 在 的に600万 バ レル

/日(B/D)の 生産力 を持 っ てい る と言 わ

れ ます。仮 にア メ リカが復 興資 金調 達 の

た めに増 産体制 を整 え,去 年 の300万BID

を400万BID,500万B/Dに して くる と石油

価 格 が急速 に軟化 す るの で はない か,さ

らには,イ ラクを石油輸出国機構(OPEC)

か ら離 脱 させ るので は ないか とい う不 安
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です 。今OPECの 石油 の45%が 欧 州連 合

(EU)に 向 か ってい る と言 われ てい ます

が,そ の こ とが欧州 向 けの石油 の決 済 を

ユ ー ロに して いこ うとい う動 きにつ なが

ってい るので す。財 政赤字 で構 造 的 に ド

ル需 要が低 くな ってい る ところへ追 い討

ちをか ける格好 になってい ます。

さらに,ア ジ ア最 大 の イス ラ ム教 国家

と言 わ れ るイ ン ドネ シア も国営 石油 会社

プル タ ミナの石 油決 済 をで きるだ けユ ー

ロに しよう と言い始 め てい るのです 。 ア

メ リカに してみ る と非常 に悩 ま しい こ と

です 。 ア メ リカが力 で圧倒 しよう と して

も,そ うな らない状 況が 起 こ り始 めて い

ます。

この動 きが あ るため に,エ ビア ンサ ミ

ッ ト(今 年6月 ユ日～3日)で 意外 に も,

ブ ッシュ大 統領 は 「強 い ドルの容認」 と

い う発言 を行 い ま した。 弱 い ドルが 問題

にな ってい る今,あ えて強 い ドル の容認

とい う発言 をせ ざる を得 ない ぐ らい,為

替 問題が アメ リカに ダメー ジを与 えて い

るので す。 この ため に,ブ ッシ ュ大 統領

'はエ ビア ンサ ミ
ッ トを中座 して も中東和

平 のた め に中東 に行 か ざる を得 なか った

と言 え ます。 「石油 の ための戦争 だった」

「イス ラエルのための戦争 だった」 と言 う

批判 に対 して,ア メリカとしてアラブ諸 国

に対 して気 を遣 わなければいけない といい

ますか,中 東和平 に懸命 に努力 している姿

をアピール しなければいけない とい う要素

があった ことは間違いあ りません。

「ホ ッブスのアメ リカ」対 「カ ン トの欧州」

軍事 的 には圧倒 的 にア メ リカの一極支

配 に見 えます けれ ど も,経 済,産 業 まで

を視野 に入 れ て考 えれば,世 界 は多極重

層 型 の構 造 に向 かいつ つ ある とい うこ と

を認識 せ ざる を得 ないだ ろ うと僕 は思 い

ます。

ロバ ー ト ・ケ ー ガ ン(注1)が 『ネ オ コ

ンの論理(OfParadiseandPower:America

andEuropeintheNewWorldOrder)』 と言

うネオ コ ン(新 保 守主 義者)の 主 張が ス

トレー トに出 てい る本 が あ ります 。 その

中 にジ 「ホ ッブス(注2)の ア メ リカ」 対

「カ ン ト(注3)の 欧 州」 とい う表現 が 出て

いるのです。 「ホ ッブスの アメ リカ」 とい

うの は,「 人間社 会 とい う もの は,『 万 人

の万 人 に対 す る戦 い』 で あって きれい事

で はない。 それ を制御 で きるの は結 局 は

力 なんだ,力 こそ正義 だ」 とい う考 え方

を意味 してい ます 。そ れ に対 して 「カ ン

注1)ロ バート・ケーガン:カ ー ネギー国際平和財団の上級研究員。アメ リカ ・リーダーシ ップ ・プロジェク ト責任者。

ワシン トン ・ポス トなどの新聞 ・雑誌 にコラムを執筆 してい る。レーガ ン政権 時代 の1984～88年 に国務省勤務 、

国務長官のス ピーチ ライター責任者で、政策立案ス タッフの一員。ブ ッシュ政権の外交政策 を先導す るシン

ク ・タンク 『アメリカ新世紀 プロジェク ト』(PNAC)の 創設者。現在 、ブ リュ ッセル在住。

注2)ト ー一マス ・ホ ッブス:イ ギ リスの哲学者(1588-1679年)。 自然主義 ・唯物論 を国家 ・社会 にも適用。主著

『リヴァイアサ ン』 において、 自然状態で は人 間は万人 の万 人に よる闘いの状態にあ るが、契約 によって国家

を作 り、 この状態か ら脱却 したと し、主権の絶対性 を主張、専制君主制 を擁護 した。

注3)イ マニエル ・カン ト:ド イツの哲学者(1724-1804年)。 主著 『純粋理性批判』『実践理性批判露『永遠平和

の ため に』 など。『永遠平和の ため に』(1795年)で 、国家 を1個 の人 間と見 な し、市民社会 と同 じような機関

と して世界政府の出現 を期待。特 に欧州統合 に強い影響 を与 えた。
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トの欧 州」 とい うの は,欧 州 は 「人間社

会 とい う もの は国際法理 や 国際協調 シス

テム に よって国際社 会 を多参 画型 に整備

してい こう」 とい う考 え方です。つ ま り,

この本 の 中で,ロ バ ー ト ・ケ ー ガ ンは,

「欧州の言 ってるこ とは書 生論 だ」 だ とか

らかってるのです。

「ホ ッブスの ア メ リカ」対 「カ ン トの

欧 州」 とい う表現 を見 た時,多 くの人 は

21世 紀 の世 界 とい うの は,ア メ リカ の

「力 の論 理」が吹 き荒 れ る世界 なんだろ う

とイメー ジ しが ちです 。 しか し,必 ず し

もそ うで はあ りませ ん。そ の好 例 が石油

の世界 で起 きている前述 の事態 なのです。

日米のエネルギー政策

90年 以降の日本の原油入着価格

日本のエネルギーについて語 る時 に,毎

月チェ ックしている数字 があるんです。そ

れは,表1の 原油入着価格です。要す るに,

わが国の水 際に幾 らで石油が たど り着 いて

いるか とい う数字です。 これがエ ネルギー

価格全般 に連動 していて,エ ネルギー価格

の全体像 をつか むのに非常 に役立 ちます。

1990年 の原油 入着価 格 は23.4ド ル/バ

ー レル だった んです ね。 その年,円 は1

ドル147円80銭 です か ら,わ が 国 は3,459

円 を払 って1バ ー レルの石 油 を入手 して

い たわ けで す。1995年 の原油入 着価格 は

18.0ド ル/バ ー レルで,為 替 は1ド ル94

円10銭 の円高 に なってい ま した。1バ ー

レルを1,694円 で入手 していたのが1995年

だ ったの です。 です か ら,90年 代 の前 半

とい うのは石油価 格 が軟化 し,し か も円

が強 くなってい ま した。90年 か ら95年 の

5年 間で 円建 てで考 えて石油 が半額 にな

ってい たのです 。です か ら,平 成不 況 と

は言 い なが らも,僥 倖 に も近 い状況 だ っ

たのです。

ところが,1997年 で は原油 入着価 格が

20ド ル/バ ー レル を超 え,さ らに円安 も

あ って,円 建 てで2,499円/バ ー レル にな

って しまい ま した。 その 瞬間,ア ジア経

済危機 が起 こった のです 。 中国が石 油 の

輸入 国 に転 じたのが1993年 です 。 イ ン ド

ネシアが90年 代 の うちに石油輸 入 国 にな

って しま うの では ないか と専 門家が 言 っ

て いたのが1997年 で した。 目覚 ま しい経

済発展 を遂 げ るア ジアで だ け石 油 の需要

が どん どん高 ま って,供 給 は中東依存 が

高 まって い くとい う状 況 で した。そ うい

うあぶ ない状況 になって きた時 にアジ ア

表1日 本への原油入着価格

1199・ 年11992年11994年11995年i1996年11997年11998年ll999年12・ ・0年i2・ 。國2・ ・2年

$/ハ㌧ レル 23.4 …9.3 17.3 18.0 20.5 20.7 14.0 16.9 28.46 25.13 24.46

¥/$ 147.8 126.ア 102.2 94.1 沁8.8 121.0 董30.9 113.89 壌0了.77 121.53 125.31

¥/ハ'一 レル 3,459 2,445 1,768 1,694 2,230 2,499 1,826 1,925 3,06了 3,◎54 3,06§
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経 済危機 が起 こって,ア ジアの石油 需 要

が落 ちたのです。

です か ら,エ ネル ギー供給 の観 点か ら

言 えば,ア ジ ア経 済危機 が需給 弁 の役 目

を果 た しま した。98年 には原 油入着 価格

が14.0ド ル/バ ・一レル まで落 ちたのです。

為 替 も1ド ル130円 台 に なってい ま した。

この状況 を見 て,98年 ～99年 頃,エ ネル

ギー の専 門家 た ちは 「20ド ル/バ ー レル

を超 す よ うな時代 は も う来 ない だ ろ う」

と言 ったの です。 ところが,そ の後30ド

ル/バ ー レル を超 す状 況が生 まれた ので

す。中東の不安要素 だけで な くて,先 物,

オ プシ ョンな どデ リバ テ ィブ(金 融 派生

商 品)の 対象 商 品 とい った形 で,実 需 要

要素 とは違 っ た要素 に よって,石 油 価格

が 変動 す る とい う状 況が90年 代 末 あ た り

か ら強 く出始 め て きたか らです。 今年5

月 の原 油 入着 価 格 は27.69ド ル/バ ー レ

ル,5月 の為替 レー トが1ド ル117円27銭

ですか ら,円 建 てで は3247円/バ ー レル

にな って い ます。 した が って,日 本 は,

90年 とほぼ同 じ水準 に戻 りました。

戦略を欠いた日本の中東依存度上昇

そこで確認 したいのは,90年 代 を通 じて,

わが国で どうい うエ ネルギーを取 り巻 くゲ

ームが繰 り広 げ られたか とい うこ とです。

1973年 の石油危機 の年で さえ,日 本の中東

依存度 は78%で した。ところが2001年 には,

表2に あ る よ うに88%ま で上が ってい ま

す。10ポイン トもはね上が っているのです。

供 給源 の多 角化 に一生 懸命頑 張 って一度

は,中 東依存度 を60%台 まで下げた時代 も

あ ったのですが,気 がつ けば90%近 くまで

上がって しまい ました。

どう してそ うな ったか とい う と,90年

代 のエ ネルギ ーの ゲーム の性 格 が変 わ っ

た か らです 。 この分野 の専 門家 は これ を

「石油の コモ ディテ ィ化」と呼 んでい ます。

要す る に グローバ リゼー シ ョンの流 れの

中で,「 もはや石油 は政治 的 ・戦 略的商品

で はない,市 場 に任せ るべ きだ」 とい う

考 え方が どん どん出て きたの です。特 に

原油 入着価格 が14ド ル/バ ー レル とか16

ドル/バ ー・レル とか だった98年,99年 頃

にはそれが常識化 してい ま した。 「原 油入

着価格 が20ド ル/バ ー レル を超 す よ うな

時代 な んか来 ませ ん」 と専 門家 た ちが 言

っていた背景 には,「 石油 は通常 の国際商

品で あって,政 治的 な戦略商 品ではない」

とい う考 え方があ ったか らなのです。

そ うい う環境 下 でエ ネルギ ー戦略 を議

論す る と,1セ ン トで も安 い石 油 を効 率

的 にわが 国 に持 って こ ようとい うゲ ー ム

にな ります。先行 投資 を し,供 給 源 を多

角化 し,安 全保 障 とかセ キ ュ リテ ィ とか

表2日 本の原油輸入量の中東依存度の推移

1973年

78.1%

1987年

67.4%

1990年

71.5%

毒995年

78.6%

1996年

80。0%

1997年

82.4%

1998年

85.6%

重999年

85.2%

2000年

85.7%

20el年

88.4%

2002年

86.0%

出典:資 源 ・エネルギー統計月報
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に配慮 しよう とい う考 え方 はな くなって,

とにか く価格 指 向性が ものす ご く強 い戦

い にな る。例 えば,三 井 物 産㈱,三 菱 商

事㈱ な どが 出資 してサ ハ リンプロ ジェ ク

トを展 開 してい ます けれ ど,10年 の膨大

な先行投 資 に耐 えて頑 張 ろ うな どとい う

こ とよ り,と にか く目先 の安 い石 油 を,

大 型 タンカー を数珠つ な ぎに して大量 に

中東 か ら持 って くるのが当面 は一番 良い

手 法だ とい う方 向に行 って しま うのです。

そ して,気 が つ けば 中東 依存度 が88%に

なっている とい うことなのです。

「米州 エネルギー 自給構想」 のア メリカ

一方
,ア メ リカの 中東依存度 は目一杯高

めている状 況で も約20%な のです。エ ネル

ギー省がそ うい うレポー トを出 してい ると

い うことで はな く,"HiddenAgenda"(隠

されたアジェ ンダ)と い う意味で言 ってい

るのですが,ア メ リカのエネルギー戦略の

中に中東依存度 を低 く制御す る とい う暗黙

の了解が あって,「 米州エ ネルギー 自給構

想」 が進 んでい ると言 われてい ます。アメ

リカは中東 に石油の権益 は持 っているけれ

ども,物 理的 に中東 に依存す る度合 を意 図

的 に制御 してい る,つ まり北米,中 南米 で

エ ネルギーの大半 を物理 的に賄 えるとい う

構造の中を走 っているのです。 これだけア

メリカは石油 に関するエネルギー戦略 を確

立 している国です。 ここに 日米の極端 なコ

ン トラス トがあ ります。

湾岸戦争 の頃,僕 が国防総省の人 と色 々

議論 してい ま した ら,「 先 月 まで 自分 はホ

ル ムズ海峡 の上 を哨戒 していたけれ ども,

下 を通っているタンカーは全部 日章旗 を付

けていた」 と嫌味 とも何 ともつかない話 を

され ま した。 つ ま り,「 誰 のため に中東 を

守 ってやってると思ってるいんだ」 とい う

話が 日本 人 には重 た く響 い て くるわけ で

す。 もちろん,ア メ リカ も中東か ら石油 を

輸入 しています けれ ど,確 か にホルムズ海

峡 を通 る石油は一滴 もあ りませ ん。

もう1つ,最 近,ブ ッシュ政権 はエ ネル

表3地 域別の原油調達構造

(単位:千B/D)
一 米 国

米 弼 内12,804(了5%) 申 東

L750

(10%)

アフ勃

1,696

(10%)

欧 彌

677

(4%)

そ の 他

258

(2%)

計

蒙7,壌86

(100%)

米 国 内

7,2了9

(42%)

カナダ

1,4了4

(ge/e)

メキシコ

1,36了

(8%)

中 南 米

2,684

(16%)

一 欧 州

欧 州 内

5,472

(34%)

中 東

4,168

(26%)

アブ勒

2,86マ

(18%)

旧ソ連

2,484

(16%)

そ の他

90董

(6駕)

計

璽5,893

(100%)

一ア ジア

アシ◆ア大 洋 朔 内

7,377

(37銘)

米 州

334

(2%)

中東

鳳90肇

(55%)

アフ脇

7G9

(4%)

泪 ソ連

…91

(1%)

その他

326

(2%)

計

19,480

(憩o%)

8P統 計よ り算出
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ギー戦 略 を原子力重視 に変 えて きま した。

50万kW級 の原子炉 を50基 造 る と言 ってい

ます。 ス リーマ イル島原発事故(1979年)

か ら30年 間1基 も原 発 を造 って きてい な

いア メ リカですが,軍 事 面 で原 子力 の技

術基 盤 を保 って きた とア メ リカの 関係 者

は言 ってい ます。 ア メ リカの原 子力 空母

は30万kW級 の原発 を2基,原 子 力潜水艦

は5万kW級 の原発 を1基 積 んで動い てい

る ような ものだ とい うのです。 軍事 とい

う分 野 で原子 力技術 の蓄積 が で きる とい

うこ とが アメ リカの特 色 な のです。 つ ま

り,軍 事 分野 を機軸 に技術 とい う もの を

蓄積 で きる国 とい うの は,石 油,あ る い

は原 子力 に関 して政 策 の戦略 意思 とい う

もの を非常 に強 くと りや す い構 図 に なっ

てい るのです。

提言一 あるべ き日本の エネル ギー一戦略

1次 エネル ギー供給の15%は 原子力 で

日本は言 うまで もな く戦後,民 生,平

和産業の分野 で生 きて きた国ですか ら,

アメリカとの違いが ものす ご く際立 って

います。

原子力政策を例 にとりなが ら最後の話

として申し上げたいことがあ ります。僕

は,原 子力推進派の人たちが原子力の重

要性 を説得するために掲げている 「地球

環境 に優 しい」「CO2を 出さない」 「コス

トが安い」 とかいう議論には一切組み し

ませ ん。問題 にぶつ か って停 止 した り建

設 で きない期 間が ものす ご く長引 いた ら,

コス トは天 文 学 的 に上 が っ て し ま う し,

「CO2排 出が ないの で地球 に優iしい」 と言

ってみて も何 も始 まらない と思 うのです。

戦略意 思 と して,僕 は1次 エ ネルギ ー供

給 の15%ぐ らい を原子 力 で賄 うべ きだ と

思 ってい ます。 どう してか と言 うと,原

子 力技術 者 の層 の厚み な くして世界 のエ

ネ ルギー分 野で発 言 して い くこ とが なか

なか で きないか らです 。 日本 が非核 平和

主義 を貫 くため に も,軽 武装 経済 国家 と

して21世 紀 を生 き抜 くた め に も,逆 説 的

ですが,原 子 力 の平和利 用 につ いて だけ

は技術 者 の層 を しっか り厚 く持 って ア ピ

ール しない と
,国 際社 会 にお けるエ ネル

ギ ーの戦い の 中で生 きてい け ない とい う

わけです。

日本 が原子 力 をや らな くて も,例 えば

近 隣iの国 々は どん どん原 発 を造 って いる

わ けです。 そ うい う時 に,そ の安全 を確

保 す るため の発言 を しように も,こ の 国

で原子 力が分 か ってい る人が い なけれ ば

発 言 しよ うがあ りませ ん。 そ うレ・う意味

で,原 子 力技術 者 の層 の厚 み とい うこ と

が ものす ご く重要 になる。エ ネルギー戦

略 に関す る世 界へ の貢献 とい う視 点か ら

見 て もそ うです。

日本 は金 にあ か してエ ネルギ ー を買 っ

てい ってい る,そ れが 許 され る国だ とい

う状況 になって い ます 。僕 はそ の状 況 に

安住 してい て はいけ ない と言 い たいの で

す 。特 に原子力 の平和利 用 に関 して,「 日

本 にこそ技術 基盤 が蓄積 されて いる」 と

一26一
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いう状況を作 り上げてわが国の発言力を

高めることが大変 に重要だろうと思 って

います。

エネル ギ ーセ キュ リテ ィのベ ー スで ある

情報 力は自前 で

最後 に,エ ネルギ ーセ キュ リテ ィとい

うもののベ ース は情 報力 だ とい う ことを

お話 し します。エ ネル ギ ー分 野 につい て

技術 か ら地域情 報 に至 る まで,情 報 力 を

前提 に しなけれ ばセ キュ リテ ィの確 保 な

どで きませ ん。

例 えば,フ ラ ンス は中東地 域 に関す る

情 報力 を持 って いて アメ リカの 中東 政策

に反対 して い ます 。パ リにア ラブ世 界研

究所 とい うのが あ ります 。第1次 石 油危

機 の翌年,74年 に構 想 を発 表 して20年 か

けて育 てて きま した。資 金 の6割 は フラ

ンス政府 が,4割 は アラブ22力 国が負担

して い ます。 セ ーヌ川 の ほ と りにそそ り

立 ってい る9階 建 て の ビル です。僕 は年

に何 回かパ リに行 って,IEAと かOECDに

行 った後,ア ラブ世界研 究所 に行 か ざる

を得 ませ ん。 フラ ンス はそ こ に中東,石

油,ア ラブ民族,文 化 な どに関す る情報

の集積 した巨大 な シ ンク タンク を作 りま

した。 情報 の結節 点 を作 り上 げてい るわ

けです。

日本 は,例 えば戦後50年 同盟 関係 にあ

る アメ リカ に関 す る研 究所1つ あ るわけ

で もな く,近 隣iの北朝 鮮 に関す る情報 さ

えアメ リカが開示 す る情報 に頼 り切 って

い ます。先 日の 国会答 弁 で,大 量 破壊 兵

器 の 問題 につい て小 泉 総理 は 「日本が 情

報 活動 をや ってるわ け じゃな い。 アメ リ

カが言 って きた範疇 で判断 しただけです」

って開 き直 ってい ま したが,こ れ はあ る

意 味 で悲 しい話 なの です。 あ らゆ る政 策

の判 断軸 を 自前 の情報 力 を持 たず にや っ

てい る とい うこ とを正 々堂 々 と告 白 して

い るようなものだか らです。

アメ リカ とい うフ ィル ター を通 じて し

か世界 に関わ れな い とい う限界 を きちん

と受 け止 め,イ ンフラ を作 って情 報力 を

i整備 していか ない と,つ ま りシ ンク タン

クを しっか り育 て ていか ない と,い つ も

目隠 しされた状態 で政 策決 定 を行 ってい

くとい うこ とにな りかね ませ ん。 この こ

とを強調 して,僕 の お話 を終 わ りたい と

思 い ます。 どう もあ りが とうご ざい ま し

た。(拍 手)

(文責編集事務 局)
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21世 紀の原子力技術開発戦略

松 井 一 秋 牒 藤 燕 貰繍)
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は じめに

宇宙か ら見た生命 と文明

私,エ ネルギー総合工学研究所で原子力

を担当させていただいてお ります。原子

力は今,東 京電力の問題です とか,「 もん

じゅ」裁判です とか,問 題がた くさん出

てまい りました。言 うな らば,地 獄 にな

って きています。 しかし,こ れから再生

を狙って どんなことを考 えた らいいかと

いうのが今 日の話です。申 し上げます こ

とは,私 の個人的な意見が大部分である

とお考 えいただければと思います。

いつか ら宇宙があるのか,地 球がある

のか,生 命があるのかか ら始めさせてい

ただ きたいと思います。通説では,約150

億年前の ビッグバ ンで宇宙が始 まりまし

た。宇宙には水素を中心に軽い元素が圧

倒 的に多 く存在 しそれ らが集 まって核融

合反応で水素 より重たい元素が逐次作 ら

れ太陽の ような恒星がで きました。星の

最期 は超新星爆発です。 これによ り鉄 よ

[略歴]

1969年 東京大学工学部原子力工学科卒業 。1971

年東京大学大学 院工学修士,1971年 呉 羽化 学工 業

株式会社入社。1975年 米 国ペ ンシルバニア州立大

学大学 院化学工学修士 。1980年 エネルギー総合工

学研究所入所。現在研究理事兼 主席研究 員。国内

では原子力委員 会の専 門委 員,国 際的 には第4世

代 国際 フ ォーラムのメ ンバ ー,OECDINEAの 原子

力 開発委員会 メンバ ー。

りも重たい元素が中性子吸収で作 られま

す。地球や太陽 もこれ らの星間物質が集

まって約45億 年前 にで きました。炭素 も

酸素 もウランも化石燃料 を作るすべての

元素 も核反応で作 られた。これは動か し

難い科学的事実なんです。「ウランが嫌い

だ。プル トニウムが嫌いだ」 とい くら言

われても,核 反応がなかったら炭素 も酸

素 もないんだということをまず強調 した

いと思います。

その後,最 初は炭酸ガスで構成 されてい

た地球の大気中に,光 合成細菌によって

生み出された酸素が多 くなってくる。そ

の酸素 に太陽か らの宇宙紫外線が当 りオ

ゾン層が形成された。オゾン層のおかげ

で有害紫外線が遮断 され生物が海か ら地

一28一
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上 に出て くる ことが で きた。

人 間 をサ ルの一 種 と考 えて,一 体 地球

上 にどれ くらい の人数 が存在 可能か。 『宇

宙 か らみ る生命 と文 明』(松 井孝典著)を

見 ます と,500万 人だそ うです。動物 と同

じよ うに狩猟 採取 生活 だ けで は人間 は地

球上で500万 人 しか存在 で きない。

で は,農 耕 牧畜 文 明 に依存 した格好 な

らどうか。 その場合 は10億 人 だそ うです 。

今 は60億 人です か ら,現 代文 明 とい うの

は,石 炭,石 油 を利用 す る こ とに よって

成 り立 ってい る。 地球 が ため込 んで きた

ス トックを使 って成 り立 ってい る とい う

のが事 実です。

しか し,こ こへ きてそのス トック依存 型

の生 き方 その ものが 問わ れてい ます。 大

き く言 えば21世 紀 の問題 で しょう。 それ

もエ ネルギー に リ ンク した問題 だ と思 い

ます。

21世 紀 の世界 とエネルギー

図1は これか らどん な世界 になるか,資

50

40

雲,。譲

20

10

1850t900195e200020502100

図1世 界のエネルギー消費予測

源,技 術 とか で分 類 して描 か れた シナ リ

オです。戦 略的 な意思,イ ニ シ アチ ブ で

もってい く方向 もあ ると思い ます。

歴 史的 な変遷 と将来 の展 開(図2)を

見 てみ ます と,産 業革 命以 前 は薪炭 が多

い わけで すか ら,再 生可 能エ ネル ギーが

多い わけです 。産業革命 で石炭 が増 える。

そ れか ら燃 料 の流体化 に よって石油,ガ

ス。 さて,今,こ こ にい る と。 基本 的 に

は非 化石 エ ネルギ ーの方 に向 って い くと

い うシ ナ リオが 多 い ようで す。 しか し,

ど うい う経 済状 態 であ るか とか,ど うい

う選 択 をす るか に よって組み合 わせ が変

わって くる とい う こと を示 して いる と思

い ます。

図3は 私 どもの研 究所 で作 ったGRAPE

(GlobalRelationshipAssessme凱toProtect

theEnvironment)と いう環境 とエネルギー

のモ デルで試算 した ものです 。炭酸 ガス

の排 出量 を抑制 してい く,例 えば2100年

頃 に大気 中の二酸 化 炭素(CO2)濃 度 を

55eppmで 安定 させ よ うとす る と,2100年

8。一{GO%

や 残 織 一
ぶ.

＼21。 。

19。。＼

..o%

麟 ず 詳 麟 詳
再生可 能/原 子 力

(出所:IPCCSRESを 基に作成)

図21次 エネルギー供給構造の変遷
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図3CO2排 出量抑制のシナリオ

で省 エ ネ効 果 で10GtC,原 子 力 で6GtC,

新 エ ネ ・燃 料転 換 で6GtC,差 し引 き6

GtCな ら達成で きるか も しれ ない。 こうい

うの も道標 の1つ と して描 けるの では な

いか とい うこ とです。
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原子力の現状 と能力

相当導入されてきた原子力

憩0

350

獅

2響9

20e

I5G

lGO

50

1975198{}1985199019952CO{}2002

出断〉:燃

原子力発電の歴史的発展

表1国 別の原子炉基数

(2003隼1月lH現 在)

フランス
_憩

イギリス33

ドイツ 紬

カナダ 桝

邊勿 ナ鷲 鐵 欝三轟

合計 441

出所>IAEA

図4,表1に 原子 力 の現 状 と能力 につ

いて示 しま した 。2003年1月1日 現在,

世界 中で441基 の原子 力 発 電所 が あ りま

す。 トー タルの キ ャパ シテ ィが359GWe。

70年 代,80年 代 に急激 に導入 され,そ の

後,ど ち らか とい うと飽和 してい る と言

ってい いか も知 れ ませ ん。 日本 も欧州 も

アメ リカ も2割,3割 で飽 和状 態 とい う

こ とか もしれ ませ ん。表1は441基 の内訳

で す。韓 国 も相 当入 りま した。 中国 も相

当程 度入 れ る計 画 には な ってい る と思 い

ます。

図5は2000年 におけ る世界 の1次 エ ネ

ル ギ ー供 給 に 占め る原 子力 の割 合 です 。

原 子力が大 体6.8%だ った ようです。8割

くらい は化 石燃料 です。発 電電力 量 で は

原子 力は16.9%を 占めています。

炭素税導入で有利になる発電 コス ト

図6は,原 子 力,石 炭,ガ ス に対 して,

環境税,炭 素税 をかけ た場 合 の発 電 コス

トの比較 です。 炭素税 が ない と原子 力が
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図5世 界の燃料別1次 エネルギ ー供 給(左)と 発 電電力量(右)

匝r欝(毯 留詞

◎2468

発 電 コス ト{セ ン トrkWh)

出 所)NudWrEte磁ntandthetWtOP;V蝕acOECD.2002。

図6炭 素税の発 電:1ス トへの影響

多 少高 い ケー ス もあ ります 。 スペ イ ン,

カナ ダ,ア メ リカでそ うです。表2に 示

す発 電外 部 コス ト,要 す るに,排 出 され

る硫 黄 酸化物(SOx)と か,窒 素酸 化物

(NOx),塵 をお金 に換算 した コス トの ス

タデ ィを,ヨ ー ロ ッパ で1990年 代 に初 め

てや りま した。一般 的 に化石燃 料 は どう

して もNOx,SOx,灰,CO2が 出た りす る

ので,顕 在 化 してい ない外 部 コス トが高

10

表2EUに お ける発電外部 コス ト

(ユ ー 簸 セ ン ト/kWh)

、,、x.".,.,、 な＼tt.tS.t,。 ・",一 『

石 油2.6-IO.9

水 力0.04-0.7

… 凌 鍵 認 ごb③

バ イ オ マ スO.1-5.2

原 子 力0。3-O.7

出 所 〉 薮C,ExternE,ExternalitiesofEnergy,

Vol.40:NationalIrnplerrientaミion

い傾 向 にあ ります 。再 生可 能エ ネル ギー

と原 子 力 は小 さい で す 。 図7は 電 源 別

CO2排 出量 です 。

炭酸ガス排出抑制に必要な原子力

わが国の地球温暖化対 策大綱 に よる と,

エネルギー部 門で は20io年 におけるCO2排

出 目標 量 を1990年 と同 じレベ ル,260Mtぐ

らいに設定 しています。図8に あるように

将来 にわた っては産業用が落ち込 み,民 生

用 と運輸用が増 えてい くとい うことです。

2010年 に追加 策 を講 じて,20Mtを 削 減

して ようや く目標 値 に合 わせ ま した。 こ
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図8わ が国の部門別炭素放出量

こです ら,原 子 力 の3割 ぐらいの増 強が

織 り込み済み だったと思い ます。

私 が こ こで 言い たい のは原子 力 の イ ン

パ ク トの大 きさにつ いて です。100万kW

級が10基 動 かない と して,そ の分 を設備

利用 率80%の 石油火 力で カバ ー しよう と

す る と,1300万tく らい 目標 値 をオーバ ー

す る こ とにな ります 。設備利 用率 が2割

くらい しか ない 太 陽 光,風 力 で した ら

4000万kWと か5000万kW規 模 の設備 を持

って こ ない とカバ ーで きない とい う話 だ

と思 い ます 。

また,今 朝 の 日経新 聞 に,東 京 電 力が

2000年 度 ～2002年 度 に排 出 した炭酸 ガス

の量が 出て い ま した。炭 素量 に換算 す る

と2002年 度で は前年度 よ り550万 トン多 く

一32一
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出た こ とにな ります。東 電 問題 が起 きた

のは2002年 の夏 頃です か ら,半 年 間で550

万 トンと考 えて よいで しょう。

これだけではあ りませ ん。 国際 エネルギ

ー機 関(IEA)の 三代 局長 によ ります と
,

こ こ数年,毎 年50バ レル/日 で増 えて い

る原油 の生産量 は,2003年 には100万 バ レ

ル/日 に増 える見込 みだそ うです。 うち,

20～30万 バ レル/日 は 日本 の原子力 発電

所 が停 まってい るせ いです。 日本 だ けの

問題 で な く,世 界 の石油 の マー ケ ッ トに

影響 を与 えるほ どの話 なのです。

廃棄物量,健 康 リスク,事 故死亡者数

とも少ない原子力

図9の よ うに,原 子力 の廃 棄物 の発生

量(重 量 ベ ース)は 少 ない です。健 康 リ

ス クにつ いて も,図10の ように原子 力 は

他 の電源 より小 さいです。

また,チ ェルノブイ リ原発事故 で31人 が

死亡 しま した。表3の ように事 故死 亡者

数 を発 電 電 力量1年 当 た りで比 べ る と,

原子 力 の事 故 死亡者 数 は ほかの と比 べ て

頁万 トンノGWeノ年
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図9廃 棄物発生量の比較
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図IO健 康 リスクの比較

桁 が 違 う ぐ らい低 い話 で す。 だか らとい

って何 も問題 が ない と申 し上 げ てい るわ

けで は あ りませ ん。比 較 す る とこ うなる

とい う話です。

表3短 期の事故死亡者数の比較

件数 規模(人) 合計(人) 平均死亡者数/GW(e>

石炭 133 5～434 6418 032

石油 295 5～500 10273 0.36

天然ガス 88 5～425 1200 0.09

LPG 77 5～100 2292 3.1

水力 13 10～2500 4015 0.8

原子力 1 31 31 0.01

出所)IAEホ ー ム ペ ー ジ

(http:11www.iae.orglworldatomtPress/Booklets/Dvlpt/dvht1)
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商用原子力エネルギーの将来

8◎

DoubleorQuits?

[エ ネル ギーの挑戦]
"D

ouble◎rQuits?"(2002年)と い うイ

ギ リス の王立 国際 問題研 究所 が今後 の原

子力 につ いて検討 した書物 を紹介 します。

人口 と1人 当た りエネルギー消費量 の増

大 を考 える と,人 間は20世 紀 と同 じような

エ ネルギー利用 を続けることはもう不可能

だ。通常型 の石油,天 然 ガス はこの ままの

使い方 をしていた らな くなることは間違 い

ない と言っています。 しか し,オ イルサ ン

ドの ような非通常型の資源 もあ りますので

天然資源量 の問題だけでこれ らが問題 だ と

い うことはで きない と思い ます。

よ く言われることですが,21世 紀 のエ ネ

ル ギー問題 に対 しては,省 エ ネ,原 子力,

再生可能エネルギー,そ れか ら化石 を使 う

に して も炭酸 ガスの回収 ・隔離技術 開発 と

い う4つ の対策があ ります。当然,こ の中

か らた った1つ を選ばなければいけない と

い うことではない とは思い ます。

[時間の尺度]

エ ネルギ ー計 画 は,例 え ば送 電線,配

電線,あ るいはエ ネル ギー基地,パ イプ

ライ ンな ど多大 の イ ンフ ラ整備 を伴 い何

十年 もかか る ような プロ ジェク トに なっ

て い ます 。原子 力 も世界 中で だん だん更

新 時期 を迎 えて くる と思 わ れ ます。 しか

?ア0
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lll
1囲30年 最適化
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図11最 適化期間の影響

2100

し,そ れ を原 子力 で代 替 しなけ ればい け

ない とい うことは一切 あ りませ ん。

長期 的 にもの を見 た場 合 と短期 的に もの

を見 た場合,結 果 は異 なって き ます。 図

11は,最 適 化期 間の違 い による コス ト比

較です 。図 の30年 最適化 とは,30年 間だ

け一番 い い方 法 を と り,10年 後 にそ の次

の30年 間で もってい る資源 で一番 いい こ

とを しよ うとい うこ とです。 よ り長期 の

こと を考 え ない とい うこ とと同義 です か

ら最後 には痛 い 目に遭 う可 能性 があ る と

い うことを示 唆 してい ます。

[不確実性]

エネルギー技術開発全般あるいは科学

技術 の研究開発に も相当当てはまると思

います。要するに,研 究開発や投資 は不

確実な未来 に向かっての選択です。一般

論 としてはで きるだけ多 くの選択肢 を保

持すべきだということになると思います。

しかし,そ れらが当たるとは限らない。

すべ てが有効 に使 われる とは限 らない。

これは致 し方がないことです。要するに,

投資金が無駄になることを覚悟 しなくち
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表4原 子力開発の動機 と条件 表5原 子力開発の障壁

Oエ ネルギー需要の急速かつ持続的な成長

O発 電システムへの集 申的かつ長期的なアプロ・一一一チ

O化 石燃料供給の安全保障への脅威

O化 石燃料の環境影響 に対する増大する憂慮

② 再生工ネルギーの導入とその経済性の問題が明 ら

かになる
②大容量電力貯蔵法開発がうまくいかない

O集 中発電システムの保持あるいは拡大

㊧ 経済的要因

0核 燃料サイクル

⑳ 廃棄物

⑳ 安全性

@公 衆の認識:信 頼 と民主的意思決定

◎ 技能:良 質の人材集団

◎研 究開発:資 源(予 算)配 分の妥当性

② 核兵器の拡散:核 テ ロ対応 と保障措置

やな らない と思 い ます 。 また,将 来 にわ

た って違 う局面 に なって くる可能 性 はあ

るわけで,今 考 え てい るこ とだけがす べ

て では ない。 そ うす る と,将 来世 代 がで

きるだ け広 い選択 肢 を持 てる よ うに しな

くちゃい けないん じゃない か と思 い ます。

したが って,ど こまで公 が介入 すべ きか,

すべ きで ない のか。 当然 ですが市 場 にす

べ て を委ね るわけ には到底 い きません。

[原子力開発の動機 と条件1

原子力開発が必要なケースの条件 を表

4に 示 します。

[開発の障壁]

原子力開発を妨げる要素は,表5に 示 し

たように色々あ ります。経済性の問題は技

術 開発依存 といってもいいか も知れ ませ

ん。核燃料サイクル,廃 棄物処理の安全性

は,科 学的,技 術的には問題ないような気

もします。しかし,実 態 としては進まない。

健康 リスク,事 故の死者の数では原子力は

圧倒的に少ないわけでが,そ れを信頼の問

題 と置 き換えると,安 全性のデータは無意

味になってしまいます。これは致し方ない

ことです。本当のことが本当の事に見えな

ければ全 く役 に立ちません。

技術 を持 ってい る人 間が いな くな る と

い う問題 も原子 力 には あ ります 。 ア メ リ

カです ら,相 当程度 原子 力 関係 の技術 者

の層 は薄 くな り,な お かつ老齢 化 してい

ます 。 あ と10年,20年 た った ら 日本 で も

同 じこ とが起 きるに違 いあ りませ ん。

段階的アプローチの薦め

そ うい う問題 が あ るに して も,原 子力

の 開発 につ いて採用 してい くべ きア プロ

ーチが あ るか も知 れ ませ ん
。 実 は廃 棄物

の処 分 につ いて の段 階 的 アブ.ローチ とい

う提 案が な され てい ます 。要 す るに,高

レベル廃 棄物 が あ るか ら穴 を掘 って埋 め

て終 わ りに します,そ れでいいで しょう,

そ れで や ります よ とい う トップダ ウ ン方

式 で はな く,少 しずつ計 画 か ら段 階 的 に

や ってい きま しょうとい うこ とです 。

廃 棄物 の処分 の こ とを以前少 し勉 強 し

た時 には,本 来正 しい こ とが何 で で きな

いん だ と思 い ま した。 しか し,実 際上少

しずつ で も人々 の理 解 が積 み重 ね られな

い限 り,到 底実行 し得 ない とい うこ とが,

世 界 中の経験 か らだ んだ ん分 か って きた

ところがあ ります 。そ の基本 的考 えを表

6に まとめま した。

第26巻 第3号(2003)
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表6段 階的アプ ローチのキー ワー ド

⑧私たちの責任って何?(受 益者の責任)

⑧将来の人たちがもっと良い選択を

したいかも知れない(将 来世代の選択権)

㊧魅力的で可能性のありそうな技術は

研究する価値があるのでは?

(他の選択肢の実現可能性の留保〉

⑧ 関係者みんなで一緒に議論 して

決めよう

(市民 ・住民の参加+共 同の意思決定+透 明性)

㊤歩 きながらじっ くり考えていこう

(研究開発成果、研究計画、処分計画などの評価と決定)

これ は,も とも とス ウェー デ ンで言 い

出 され た こ とですが,最 近 は米 国 の科 学

アカ デ ミーか ら も"Onestepatatime"

(1度 に1つ のステ ップで)と い う報告 書

が 出 されてい ます。 ひ ょっ と した ら,核

燃料 サ イ クル の進 み 方 につ い て,他 の選

択肢 も残 しつつ 一歩 ずつ進 んでい くや り

方 もあ るので はないか と思い ま した。

我 々 は原 子力 につ いて選択 す る 自由 を

持 ってい る と思 い ます 。 しか し,自 由が

あ る とい うことは,反 面,責 任 もあ る と

い うこ とです。

客観 的 な分析 だけ で物 事 が動 くわ けで

はあ りませ ん。や は り,戦 略 的 な意志 が

あって進 んでい くんだ と思 い ます。

原子力技術開発イニシアチブ

[自給率50%イ ニ シアチ ブ]

今年2月 に経済 同友 会 と富 士通 総研 の

共 同 シ ンポジ ウムが あ りま した。 そ こで

は,2030年 にエ ネル ギー 自給 率 を50%に

す るための議論 が な され ま した。 そ の結

果 が表7で す 。再 生可 能エ ネル ギーの大

部分 はバ イオマスだった と思 い ます 。

[原子力による水素]

その中に水素の話 も随分織 り込んでい

ま した。図12で は原子力の効果 を見てい

ただ くために 「原子力水素による」 とし

表7エ ネルギー 自給率50%イ ニ シアチ ブ

1,高 効率利用や代替による炭素排出量の縮減

㊤超低燃費車(ハ イブリッド車、FCV、 クリーン・ディーゼル車)の 普及

Oク リーンな燃料(水 素、GTL、DME、 メタノール)の 普及

◎ハイブリッド技術の普及

2,再 生可能エネルギーの利用拡大 12010年

@「2010年 バイオマスIO%イニシアチブ」(仮 称〉

㊦クリーンエネルギー・ビジョン(2050年に再生可能エネルギーで20%)

3,原 子力エネルギーの利用拡大

②稼働率の引き上げ(80%→90%)

④多目的利用(水 素製造、高温利用)

原子力

15%
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図12原 子力水素による省エネ効果

ま した。燃料 電池 車(FCV)に 水 素 を使

うこ とで燃料 効率 を3割 ぐらい に上 げ ら

れ る とい うこ とです 。需要 を減 らす こ と

な く同 じだけ のサー ビス を達 成 で きるの

で,実 際 に使 うエ ネルギ ーの総体 量が 減

り,全 体 と してのエ ネル ギー コス ト,こ
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こで は発 電 コス トを下 げ る こと も可能 で

はないか とい うイニ シアチブです。

[2050年 原子 力 ビジョン]

日本原 子力 産業会 議 で議 論 中の 「2050

年 ビジ ョン」 は,社 会 が原子 力 を重 要 な

エ ネルギ ー源 と して認 識 し選択 す る こ と

を前提 に,図13の よ うに1次 エ ネルギー

の4割 強 を原子力 で担 お うとい うア ンビ

シ ャス なプ ラ ンです 。炭酸 ガスの排 出量

は1990年 の半 分 に し,エ ネ ルギー産 業の

種 別 を超 え た再 編,統 合 に よって 国際競

争力 を強化す るこ とを目指 してい ます。

[米国の ビジョン]

ア メ リカの原 子力 エ ネルギ ー協 会 でエ

ンタジー社 の ヒ ンッ社長 が米 国 の ビジ ョ

②化石燃料輸入量鯉 囎

原
油

馨謹蝕 ナフサ

滴

油

岬 就 ず ず ザ ず 試 琴

多胸 ③ 年閤エネルギー供給コス ト

ヨ0・ く注}非 割引の年問コス ト く拍95駕 跨表示}.

消費澱器.電 気 と熱の送配設摘 ⑳コス トは合まな

2s・1、t

zol

lsl

lD

o興 謝黛買

ず ザ ザ ず
2◎102◎202◎302040205◎

図132020年 原子 力 ビジ ョンの エネルギー需給構造 の変化

ド 年
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ンを発 表 してい ます。 この 中で,2053年

には,米 国企業5社 が世界 中で大型原 子

炉100基 以上 をそれぞ れ所有 し運転 してい

る。 アフ リカでは100基 目の電 力 ・水 素並

産原子炉 が運 開 している。 アメ リカで は,

これ ぐらいの ビジ ョンを話 しています。

表8わ が国の原子力技術開発例

一 軽水炉技術:ABWR(改 良型沸騰水型軽水炉)な ど

一 高速炉:JSFR(核 燃料サ イクル開発機構)、4S

一 高温ガス炉lHTTR(日 本原子力研究所)

一 超臨界圧炉(岡 芳明/東 京大学)

一 低減速水炉(日 本原子力研究所他)

一 先進再処理(フ ッ化物揮発法、超臨界圧利用他)

挑戦

最 後 に,わ が国 はエ ネルギ ー技 術 を も

って覇権 を確 立す る必要 が ある ん じゃな

いか とい う ことです。 それ も単 に 日本が

独 善 的 に何 かや ればい い とい う話 で はあ

りませ ん。 国際 的 なパ ー トナー シ ップが

必 要 です。 そ の例 と して第 四世代 の新 し

い原子 炉 開発 みたい な もの も利用 す る手

があ るん じゃないか と思い ます。

また,開 発 は単 に政府 主導 でや るので

はな く,市 場 メ カニズ ムの活用 が必 要 だ

ろ う と思 い ます。 その 中で,原 子力研 究

所 とJNC(核 燃 料 サ イ クル開発 機構)の

統 合み たい な もの も新 しい道 具 と して使

っ てい く可 能性 もあ るか も しれ ませ ん 。

いず れ に して も,戦 略 が必 要 とい う こと

です。

それ か ら原子 力 を単 に発電 ではな くて,

運用 に よっ て利用 を拡 大 して い くとい う

こ と。今 起 きてい る よ うな問題 を本 当 に

チ ャ ンス に転換 す る とい う挑戦 が あ るか

と思い ます。

本年6月IAEAで のINPROの 会議で カナ

ダ人が原 子力 と他 の電源 の投 資 コス トの

話 を した時 に見せ た 図が あ ります 。そ の

中 に,"lfyoucannotcempete,youareoutof

therace,themarket,andultimatelythe

business"(経 済 的な競争 力が なか った ら

競 争 に負 け,市 場 か ら もは じ き出 され,

最終 的 には仕事 もで きない)と い う個 所

が あ りま した。政府 の支援 援 助 を当て に

して も無 意味 だ と言 って いるの では ない

か と思 い ます 。

私 は 日本 がエ ネル ギー技術 で世 界 に覇

権 を確 立 で きる素養 はあ るの では ないか

と思 い ます。事 実,表8に 挙 げた よ うな

今持 ってい る能力 と資源 は世界 最強 と思

い ます。 私 は地球環境 を救 うエ ース と し

ての原子 力 の役割 は十分 にあ る。 それ を

使 ってわが 国の産 業技術 力 を高 める こ と

が十 分 に可 能 だ と思 い ます 。 以上 で す。

(拍手)

一38一 季報エ ネルギー総合工学



潔雛i蟹懸鎌舞難轟漁灘鱗、藪灘 潔譲繋鐡 斐懸 灘 撚聾総雛 蹴i鶏護繧罫騨き難.灘 欝 糠薫薫灘 漁灘 蟹 灘雛

〔講演〕

エ ネルギー ・地球環境 問題 と

新 エ ネルギーへ の期待

柏 木 孝 夫(鯨 農工大学大学院綴)

は じめに

世界 はいよいよ炭素制約社会へ

7月3日 か ら6日 まで ロシア にお りま し

た。外務省 系 の機 関 を通 して京 都議 定書

の批 准 につ いて実 際の デ ィス カ ッシ ョン

を して まい りま した。今,ロ シ アは間違

いな く国内 のベ ース を どうや っ て計 算す

るかで もめ てい ますが,来 年 は確 実 にす

る と言 って い ます 。です か ら議 定書 の発

効 は事実 と して とらえてい いん だろ う と

い う確信 を もって帰 って きま した。

そ うな ります と,こ れか らのエ ネル ギ

ー社 会 は炭素 制約経 済社 会 にな って きま

す 。炭素排 出 自体 が市場 経済 の 中に組 み

込 まれてい くこ とになるわけです。

日本の ビジョン作 りは

エネルギー政策基本法で

我 々は ど うい う ビジ ョンを作 ってい っ

た らい いか。 わが 国の場 合,国 内 に十分

〔略歴〕

1970年 東 京工 業大学工学部卒業。1979年 同大 よ

り工学博士号取得。

1980年 米国商務省NBS招 聰研 究員。1983年 東京

工業大学工学部 助教授 。1988年 東京農工大 学工 学

部教授。1992年 名古屋大学非常勤講 師。1996年 九

州大学教授 を併任。2000年 よ り現職。

現在,経 済産業省 総合資源エ ネルギー調査 会新

エ ネルギー部 会長。㈹ 日本機械学会 フェロー ・評

議員。㈹ 日本 エネルギー学会副会長,㈹ 日本冷凍

空調学会副会長。働省 エネルギーセ ンター評議員。

働 ヒー トポ ンプ ・蓄熱セ ンター評議員 。 日本太 陽

エ ネルギー学会理事

奪 門は環境 ・エ ネルギー シス テム工学,冷 凍 ・

空気調和,応 用熱力学。

なエ ネル ギー資源 が あ りませ んので,エ

ネル ギー 問題,地 球環 境 問題 を考 えた と

き,自 給率 向上 が最 も重要 だ と思 い ます。

これ を踏 まえて,「エ ネルギー政策基本法」

(2002年6月)が 成立 しま した。

[エネルギー政策基本法の3本 柱]

① 安定供給

安定供給 には純 国産エネルギー として

の原子力が欠かせ ない ということは,暗

黙の了解になってい ます。 自給率を上げ

るということにな ります。

第26巻 第3号(2003)
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② 環境への適合性

これは議定 書が発 効 しなけれ ば絵 に描

いた餅 で終わ って しまい ます。 ところが,

一応 ロ シア は来年 には確実 に批 准 します
。

ただ,国 内で のベ ース を算 定 す る時 に大

変 な資金 が必 要 にな ります。 これ を欧州

連合(EU),あ るいはわが 国に委 ねる とか

にな るのか も知 れ ませ ん。 どの排 出枠 に

余裕 が あるかが 分 かれ ば,そ の分 を売 り

に出す こ とが で きます。買 い手 は 日本 し

かい ませ ん。 日本は京都議定書で1990年 比

で温 室効果 ガスの排 出量 を正味6%減 少

させ る と約 束 して ます が,3%減 しかで

きなか った場合,排 出権取 引 でその分 を

ロシアか ら買 って くる とこ とにな りかね

ませ ん。1ト ン5000円 だと,3%は2000億

円 くらい にな る と思 い ます 。国民1人 当

た り2000円,一 家 で1万 円弱 にな ります。

これ だけの お金 を国内 で使 わず外 国 にあ

げる とい うのは馬鹿馬鹿 しい話 です。

そ うい う意味 で は国 内 自給 率 の向 上,

あ るい は二 酸化 炭素(CO2)低 減へ 向 け

た動 きを一層加 速 させ ない 限 り,今 後 の

生 き残 りは難 しい と思 っています。

③ 市場原理の導入

従 来,日 本 のエ ネル ギー政策 は,エ ネ

ル ギー安全保 障(EnergySecurity),環 境

保護(EnvironmentalProtection),経 済成

長(EconomicGrowth)の3Eで 構城 され

て い ます 。経済成 長 は もち ろん大 事 なの

です が,そ の前 に市場 原理,競 争原理 が

入 らない となか なか経 済 は成長 してい き

ませ ん。 エ ネル ギ ー政 策 の基 本 と して,

市場原理が入ったということが非常に大

きな意味 を持つと思います。

安定供給 と環境への適合を担保 した上

で市場原理だ と言 っているわけです。 と

いうことは,原 子力 と市場原理をどうや

って うまく解決 してい くか とい うことに

他なりません。

原子力と自由化の共存

今 までのエ ネ ルギー業界 の 自由化 が進

んで いた イギ リス,ド イ ッ,ア メ リカで

も,原 子 力 は 自由化論 議 の対象 に入 りま

せ ん。放 射性廃 棄物 処理 をど うす るん だ

とい う話 になる と入 る余 地が な くなって

しまい ます。

ところが,日 本 の場 合,自 給率20%の

う ち16%が 原 子 力 で す 。 私 は 自給 率 を

40%に もってい く必 要が あ る と思 ってい

ます 。原子 力 との セ ッ トでわが 国独 自の

自由化 は どうあ るべ きか,総 合資 源エ ネ

ル ギー調査 会基本 計 画部会 で審議 してい

る最 中です。

エネルギー政策基本法に合致するRPS法

[RPS法 の仕組み]

非常 に大 きな幾 つ かの相反 す る事 象 を

同時 に解 決 して いか なけれ ばい けない と

こ ろに難 しさが あ ります。色 々 な方 法が

あ る と思 い ますが,そ の1つ が 「電気 事

業 者 に よる新 エ ネル ギー等 の利 用 に関す

る特 別措置 法」(2002年6月 公布),い わ

ゆるRPS(RenewablesPortfolioStandard)
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図1利 用 目標量 と基準利用量(義 務量)の 推移

法 だ と思 い ます 。 同法 に よるRPS制 度 と

は,買 取 割 当量(ク ォー タ)と 証書(ク

レジ ッ ト)を 用 いた新 エ ネルギ ーの導 入

基準制度 です 。

図1に 示す ように,2010年 まで に,電 気

事業者(一 般電気事業者,特 定電気事業者,

特定規模 電気事業者)の 年 間電力販売量 の

1.35%に 相 当す る122億kWhを 新 エ ネルギ

ー等で導入す る目標 が立 て られています。

毎年の利用 目標量 に従 って,電 気事業者

が購入す る基準利用量(義 務量)が 算定 さ

れ ますが,電 気事業者 は① 自 ら発電す る,

②他か ら 「新エ ネルギー等電気」 を購入 す

る,③ 他か ら 「新エ ネルギー等電気相当量」

*(ク レジ ッ ト)を 購入す る
,の いず れか

の方法で義務 を履行で きます(第5条,6

条)。 義務 づ けは2003年4月1日 か ら始 ま

りました。

[対象 とな る新エネルギ ー]

RPS法 が対 象 とす る新エ ネルギー は,従

来か ら新 エ ネルギ ー と して扱 われ て きた

① 風力,② 太 陽光,③ バ イオマス に加 え,

④1000kW以 下 で ダム を伴 わ ない 中小 水

力,⑤ 熱水 で は な く熱 だけ を汲 み上 げ る

地 熱発 電 で す 。 これ らの エ ネ ル ギ ー を

「新 エ ネルギ ー等 」,こ れ らを変 換 して得

られる電力 を 「新 エ ネルギー等 電気 」 と

呼 んで います(第2条)。 廃棄物発 電 は廃

棄物 の うちバ イオ マス起 源 だけ をカ ウ ン

トす る格好です。

総合資源エ ネルギー調査会新 エネ部会 の

多数意見 は廃 プラスチ ック(廃 プラ)も 入

れる ということで した。ネガティブコス ト,

つ ま りお金 を もらって持 って くる燃料 で発

電 して売 れるわけですか ら,廃 プラには競

争力があ ります。 こうい う競争力のある も

*新 エ ネルギー等電気 を供給 した時 に1000kWh単 位で政府の電子口座に記録 される。購入 した電気事業者 は、新

エ ネルギー等電気が発電 され供給 され た年度 とその翌年度 の義務履行 に使用可能(バ ンキ ング)。

第26巻 第3号(2003)
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図2新 エネルギー等電気相当量(ク レジッ ト)の 仕組み

のも入れておかないと,国 際競争で負けて

しまいますから入れておいた方がいいと思

ったのです。 ところが,国 会審議で 「対象

となる電源はできるだけ資源循環型あるい

はCO2排 出低減に資するものに限ると政令

で定めるべ きだ」という付帯決議が付 きま

した。廃 プラの二酸化炭素(CO2)排 出量

は石炭火力 と同 じぐらいですから。このた

め,現 状 において廃プラ発電はRPS法 の対

象電源になっていません。

しか し,対 象電源は政令で定めること

になっています(RPS法 第2条 第6項)。

政令で定めるということは閣議決定で済

み,国 会審議の必 要があ りませんか ら,

機動的に立 ち回ることができます。世の

中の今後の流れで,炭 素制約経済社会の

波が思 ったより早 く,あ るいは厳 しく押

し寄せて くると,廃 プラ発電が対象電源

に認定 される可能性は残っています。

[問題点1一 形成 されないクレジ ッ ト市場ユ

RPS法 に よって,新 エ ネ ルギ ー等 発 電

業者 に は電 力系統 に入 れ た量 に応 じて ク

レジ ッ トが与 え られ ます。発 電事 業者 は

2010年 で発 電量 の1.35%に 相 当す るク レ

ジ ッ トを持 っていれ ばい い こ とに なって

い ま して,残 り98.65%は 売 る ことが で き

ます。 この ク レジ ッ トは,図2の よ うに

発 電 した新 エ ネルギ ー等 電気 とは別 に売

れ るのです 。今年4月 か らそ うい う形 に

な る と期 待 して い ま したが,ま だ2つ は

一 体 で売買 され てい ます
。 ク レジ ッ トだ

けで売買 され る市場 が まだ形 成 されて い

ませ ん。

4月1日 以 前 に運 用 に入 ってい る発 電

設備 に よる約32億kWhも 新エ ネ電源 と し

て認 定 しま した。 この既存 分 と新規分 と

で今 年,新 エ ネ ル ギ ー等 電 気 は約33億

kWh出 て きます。今 年度 の基準利 用量 は

32億8000万kWhと 設定 しました。

実は,既 存分32億kWhに ついて,こ れ ま

で平均7.7円/kWhで 買 っていた小 売事 業者

が今 度は,ク レジッ ト付 きの電気 を同 じ額

で買 う契約 を結ぶケースが多いのです。 こ
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れでは クレジ ッ トだけの取引市場,売 買市

場 にクレジ ッ トが出回 りません。 今年8

月 ぐらいに少 し余剰 が出て くるだろ うと言

われてい ます。そ こでや りとりして初 めて

市場が成 り立 ってい くだろ うと言われてい

ます。来年 か らは新規分 だけで購 入量 を増

や していかなければな りませ ん。2008年 ～

2010年 の3年 間は急激 な伸び を計画 してい

ますか ら,電 力会社 も今 の うちにクレジ ッ

トの保有量 を増や しておかない と無理が 出

て くるで しょう。 クレジ ッ トへの需要は今

後高 まって くると思 います。

なる で し ょう。 まだ相場 感 が ないた めに

資 金が うま く循 環 で きてい ない状 況 にな

っている と思 い ます。

新規 の新 エ ネルギ ー等 発電 設備 の立 地

が どん どん進 んでい かない と,ク レジ ッ

ト価 格 が見 えて きませ ん。 これ か ら解 決

しな きゃい け ない点が 多々残 されて いる

とい う状況 だ と思 い ます。

新 しいビジネスモデル

[問題点2一 ク レジッ ト価格]

電力 自体 は燃 料費 相 当 とい うこ とで電

力会社 に35円/kWhか ら4円/kWhぐ らいで

買 って もらえ ます 。電力 会社 はそ れだ け

燃料 を焚 か ないで済 み ますか ら少 し出力

が変 動 して いて も構 わ ない わけです 。 と

ころが,助 成金 が入 って も新 エ ネルギ ー

発電 コス トが10円/kWh以 上か かってい る

場合 もあ ります。発 電事 業者 は発電 コス

トを 回収 す る た め に,少 な くと も7円

/kWhか8円/kWh以 上で ク レジ ッ トを売 り

切 りたい と思 うわけです。

電 力会社 はそ んな に高 くか か るのは い

やで しょう。上 述 の理 由で,ク レジ ッ ト

市 場 が ま だ形 成 され て い ない現 状 で は,

新 エ ネ発 電事業 者 が希望 す る売値 と購 入

す る電力 会社 が希望 す る買値 のギ ャップ

が まだ見 え て きませ ん。 ク レジ ッ トに7

円 ぐらい の相場 がつ き,電 気 が4円/kWh

で売 れ,新 エ ネル ギー等 電気が11円 ノkWh

に なれ ば銀行 も貸 す こ とがで きる ように

[ESCO]

RPS法 に よ り新 エ ネ ルギ ー等 電 気 の導

入 量 が確 定 し市場 規 模 が決 ま った た め,

新 しい ビジネス モデ ルが 出て きます 。そ

の 代 表 選 手 がESCO(EnergyService

Company)だ と思 ってい ます 。

まず,ESCO事 業者が事業費 をどこか ら

か借 り,コ ー ジェ ネ,新 エ ネ の分 散型 電

源,そ れ のハ イブ リ ッ ドとい った電源 を

顧 客 に初期 コス トを負 わせ な い顧 客指 向

で導入 し,省 エ ネ に よる節 約分 を保証 す

る。その 中か らESCO料 を取 る とい う形 で

す 。ESCO料 は客 と事業者 との関係 で決 ま

って きます 。省 エ ネ分 の90%に なるか も

知 れ ませ ん し,半 分 で済 むか も知 れ ませ

ん。 この顧 客 指 向 とい う点が 重 要 です 。

今,日 本 の景 気 をよ くす る には,お 金 が

うま く循 環 す る ように,顧 客 に受 け入 れ

られ やす いモ デル を提 示 しな けれ ばな り

ません。その1つ がESCOで す。
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[マイ クログ リッ ド]

機器 の性 能 に頼 る省 エ ネだ けで は本 格

的 な省 エ ネ とは言 え ませ ん。一番 重 要 な

こ とは,適 切 な規 模 の分 散 型 を入 れ て,

系 統 につ ない で,そ れが 目い っぱ い運 転

で きる よ うな負荷 平準 化 し需給 コ ン トロ

ール をか ける こ とです
。例 えば,設 備 管

理 シス テム(BEMS:BuildingandEnergy

ManagementSystem)や 家庭 用 のHEMS

(HomeEnergyManagementSystem)と い

うIT絡 み のエ ネル ギー マネ ジメ ン トシ

ステムです 。

コ ミュニ テ ィ レベ ルでい け ば,マ イ ク

ロ グ リッ トとい うこ とにな ります 。 マ イ

ク ログ リ ッ トとは,系 統 に対 して も負荷

の少 ない分散 型 ネ ッ トワー クシステ ムの

ことです。新 エ ネ電源 が た くさん入 って

くる と,系 統 に対 して比 較 的悪 い影響 を

与 え る場 合 もあ ります。例 えば,風 力発

電 は風 任 せ なの で,出 力 が一 定せ ず系統

を引 っ張 った り押 した りします。 この費

用 は誰 が持 つ んだ とい うことにな ります。

その ユつの答が マイクログ リッ トです。

新 エ ネ ルギー ・産業技 術総 合 開発 機構

(NEDO)が 公 募 したマ イクログ リ ッ ドの

実 証試験 プロ ジェ ク ト 「新エ ネルギ ー等

地域 集 中実証研 究」 にIO件 応 募が あ り3

件 が採用 され ま した。1件 が 「2005年 日

本 国博覧 会点 中部 臨空都 市 にお ける新 エ

ネルギー等 地域集 中実証研 究」,つ ま り愛

知万博 での実証 研究 。2つ 目が青森 県 の

特 区構想 「八戸 市 ・水 の流 れ を電気 で返

す プロジ ェク ト」。 これはバ イオマス とか

風力 を リンク してマ イクロ グリ ッ トに し,

東北 電力 の系統 と1点 でつ な ぐとい う構

想 です。3つ 目が 「京都 エ コエ ネルギ ー

プロ ジェ ク ト」 です 。 マ イク ログ リッ ド

が 国の助 成金 の対象 にな って きた とい う

こ とは非常 に喜 ば しい ことです。世の 中,

着 々 とこの分散 型 のマ ーケ ッ ト拡大 に向

けて技 術 開発 か ら公 金投 入 まで全部 が進

んでい ます。

出訴)NEDOホ ームページ

図3新 エネルギー地域集中実証試験のシステム概念図
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最終的 な ビジネスモデル

ーE三SCO・ESP・PPS一

[最終 モデルではないESCO]

ESCOモ デル とい うの は持続可能 な最終

的 なモデ ルで はない と思 い ます。 なぜ か

とい うと,自 由化 で電力 コス トが下が り,

エ ネルギ ー コス トが下 が る。省 エ ネ分が

小 さ くなってい くのでEscoが 省エ ネ分 を

保証 する と利 ザ ヤが少 な くな って きます。

つ まり,ESCOの 利益が減 って きますか ら,

このモデルは持続可能 ではあ りませ ん。

[需給 コン トロー一ル でESPが 参加]

省 エ ネ効 率 を担保 す る意味 で,機 器 の

稼動 率 を上 げ,う ま く需給 ユ ン トロー ル

を してい く。 そ して,ESCO事 業が回転 し

易 い よ うにす る。 これが エ ネルギ ーサ ー

ビスプ ロバ イ ダー(ESP:EnergyService

Provider)で す 。つ ま り,ESCO・ESPと

い うモデル にな ります。

[余剰電力スポ ッ ト市場登場でPPSが 参加]

来年,契 約電力500kW以 上,再 来年は同

50kW以 上 を対象 に自由化 が始 ま ります 。

スーパ ーマーケ ッ トも対象 にな ります。

再来 年,匿 名性 が あ り,い つ で も余剰

電力 を売買で きる電力取 引所 がで きる と,

そ こで余 剰電力 のスポ ッ ト売買がで きる。

そ うなる と,ESCOが 電源 を導入 し,ESP

がそ れ にマ ネ ジメ ン トをか け,生 まれ る

余 剰電 力 を特 定規模 電 気事 業 者(PPS:

PowerProducerandSupplier)が 売 りさば

くとい うモ デルが 出て きます 。電気 産業

が す た れ な い限 り,こ のESCO・ESP・

PPSモ デルは永遠 です。

取 引の90%以 上 は相 対取 引 です。余 剰

電力 をう ま く売 りさば ける,例 えばオ ン

サ イ トの電 源が うま く稼動 で きる ように

なって,熱 もきれ いに使 い切 る こ とがで

きると初 めて 「省 エ ネ国家」 になれ ます。

うちの研 究 室 で計 算 した ところ,か な り

の分野 で分散 型電 源 の出番 が ある こ とが

分 か りま した。 ですか ら,「 省 エ ネ国家 」

は大規模 集 中型 とオ ンサ イ ト分散 型 との

ハ イブ リ ッ トに よって可能 になる んだ と

信念 をもって申 し上 げ ます。

このモデルは新エ ネルギーの普及促 進 に

も役立 ってい くと思 い ます。PPSは2010年

度 には自分 で売 った電力 の1.35%に 相 当す

る ク レジ ッ トを保 有 しな けれ ばな りませ

ん。 となる と自分で新エネルギー等電気 を

作 る可能性 も出て くるか らです。

[青森県の例]

今,青 森県が この ような新 しい ビジネス

モ デ ルで積 極 的 に事 業 を行 ってい ます。

青森県 には1次 産業 も製紙業 もあ ります。

製紙 業で は従来 か ら黒液廃 材 を燃料 とす

る新 エ ネ発 電が あ ります 。今 は 自家 消費

が多 い と思 い ますが,こ れ を小 売 りに出

して いけ ます。例 えば,黒 液廃材 で100の

電気 を売 る と,全 部 が系統 に入 り100枚 の

ク レジッ トがついて くる。PPSで あ る自分

は2010年 で販売 量 の1.35%に 相 当す るク

レジ ッ トを持 って いれ ばいい わ けですか

ら,残 りは売 る ことがで きます。

RPS法 で は,新 エ ネ ルギ ー等電 気 を扱

第26巻 第3号(2003) 一45一



う弱小 のPPSに はア ドバ ンテ ージが与 え ら

れ る こ とにな ります。新 エ ネルギ ー等電

気 の購入 義務 量が少 ないか らです 。そ の

うえ,新 エ ネ発 電 を行 えば大変 なメ リ ッ

トが 出て き ます。私 ど もは新 エ ネ普 及促

進 の ため にRPS法 を作 ったので すが,同

時 に新 ビジネス を形 成す る法律 に もなっ

ているわけです。

青 森県 に とっての これか らの大 きな課

題 は,東 北電力 さん と双 方 に利 益 があが

る ウ ィン ・ウ ィ ンモデ ル を構 築 してい く

こ とです 。分散 型 が入 り,マ イクロ グ リ

ッ トが入 り,ビ ジネス チ ャ ンスが多 くな

り,CO2排 出 が少 な くな り,原 子力 立地

が あ りとい う地 の利 を生 か して,需 要が

拡大 す る こ とがそ うい うウ ィン ・ウィ ン

モ デルになる と思 っています。

お わ りに

日本経済活性化のために

私 はいつ も,都 市 と経済の再生,都 市

と金融の一体化政策 と言 っています。現

在行 われている不良債権買い取 りは一時

的で都市 と産業,産 業 と経済の再生にな

るとは思いません。私は,普 遍的価値の

ある生活基盤,産 業基盤であるエネルギ

ー
,住 環境,安 全 といった もの と金融 と

の一体化 を図るか ことが非常 に重要だと

思っています。RPSと い うのは罰則 を伴

う規制法です。総量規制ですので,マ ー

ケ ッ トサ イズが決 め られ,事 業者 が 出や

す くな りま した。1つ 大事 な こ とは,こ

れか らの時代,や は り地域密 着型 のエ ネ

ルギ ー を どう使 って 自給率 を向上 させ る

か とい うことだろ うと思 い ます。

私 はや は り事業 用バ イオマス発 電 の未

知数が 非常 に大 きい ん じゃない か と思 っ

てい ます。 なぜ か とい う と,農 林水 産 業

とい う一次 産業 で はバ イオマス系 残渣 が

出 て きます 。林業 で は間伐材,木 材 工場

で はチ ップ,農 業 で は籾殻,畜 産 で は糞

尿,水 産業 で は水 産廃 棄物 です 。 こ うい

う残 渣 をバ イオ発酵 させ,エ タノール化,

メ タノール化す る。そ して,分 散型電源,

熱電併 給 シス テム を構築 してい く。 これ

はバ イオマ ス発電 とい うこ とにな ります 。

そ れ を系統 に入 れ る とク レジ ッ トがつ い

て くる。新 エ ネルギ ー等電気 として カ ウ

ン トで きる。 こ う してそ の地 域 の活性化

につなが ります。

今 まで水物 だ と思 ってい た1次 産業 が,

普遍 的価値 の高 いエ ネル ギー分野 でサ ー

ビス業 を併 設 した となれ ば,地 元 の信用

金庫 も大金 を貸 す よう にな るで し ょう。

それ を見 て中央 の銀行 も担保 保証 す る よ

うにな るか も知 れ ませ ん。 産業 と経済 が

一体化 し好循 環 が生 まれ て くる。私 は こ

れが これ か らの景 気対 策 の一番 の骨子 に

な るので は ないか と思 ってい ます。 それ

をや るの は事 業者 で あ り,皆 さんで ある

と思い ます。

ご静聴あ りが とうござい ま した。(拍手)
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21世 紀 の エネル ギー ・地球 環境 と技術 を考 える

旬 会 鳥 井 弘 之

パネリスト 宅 間 正 夫

(五十音順)

十 市

僻 講 究所教授)

(蟹朧 子麟 会議)

勉(蕪 ネルギー繍 究所)

中 上 英 俊 隅 住環境計画研究所 所長}

松本三和夫 醸 慕 灘 人文社会系聯)

噛〔飛瓜 〔飛飛 飛 飛 飛 飛 〔飛 飛 飛 飛 飛 〔飛飛 飛 〔究飛 飛 〔飛飛 飛 飛 飛 〔飛飛 飛 〔奥 〔飛鈴 飛 飛 飛 飛oo蟹MM〔湿唖MM解MM彫唖M脇〔泌 秘M賜賜 匙
ヲ〔湿M賜 蟹 賜 ㎎MΨ 脳 磁ヲ賜 脇M畷 蟻

司会 電気 はス イ ッチ を入 れ る と点 きま

す 。 ガス もツマ ミをひね る と,最 近 はマ

ッチ も擦 らない で点 きます 。 ガ ソリ ンス

タン ドに行 けば何 の不 自由 もな く給 油 し

て くれ ます 。 この よ うにエ ネ ルギー は供

給 して くれ るのが 当た り前 になっていて,

裏 で どん な苦 労が あ るか ほ とん どの 人 は

知 りませ ん。 ところが,幸 か不 幸 か,東

京電 力 の原子力発 電所 が停 ま って この夏

に停 電 の不 安 が出 て きて初 めて,多 くの

人 たちが 「エ ネルギ ー確保 は重要 なんだ」

と実 感 し,少 しは省 エ ネ を しよ うか とい

う話 になってい ます。

今 後 の課題 と して,エ ネルギ ーの有効
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利 用法,未 利 用エ ネルギ ーの利用 法,原

子 力 な ど基幹 エ ネル ギーへ の取組 み,地

球 温暖 化防止 な ど沢 山あ ります。 と もか

くエ ネル ギー技術 を発展 させ て い くこ と

が非常 に大事 であ ります 。

しか し,自 ら科学技術の総合司令塔 を任

じている総合科学技術会議 の 『科学技術 基

本計 画』(2001年3月)の 重点4分 野 にエ

ネルギーは入 っていませ ん。国の研究開発

投資 におけるエネルギーの比率 も低下の一

途 を辿 ってい るとい う感 じが します。か な

りしっか りした科学知識 を持 ってい らっ し

ゃる大学 の研究 者で も,「 原子力 には学術

的 に研究す る ところ は もう残 っていない」

などとおっ しゃる くらいです。

一 方で
,日 本 学術 会議 が 『エ ネ ルギ ー

研 究 開発総合 戦略の確 立 につ いて』(2000

年3月 〉 とい う報告書 を ま とめ,日 本 工

学 ア カデ ミー も 『エ ネルギ ー と地球 温暖

化対策 に関す る調査研 究報告書』(2003年

3月)を ま とめて い ます 。市民 や政 治家

が 少 しエ ネルギ ーに 目を向 けて くれ る よ

うな時 に本 シ ンポジ ウムが 開かれ てい る

とい うの は,大 変時 宜 を得 てい るので は

ないか という感 じがす るわけです。

このパ ネルデ ィス カ ッシ ョンで はで き

るだ け広 い視 野か らエ ネル ギー,地 球環

境,技 術 につい て議 論 したい と考 え てお

ります。

本 日のパ ネ リス トの うち,宅 間 さん,十

市 さん,中 上 さん につ い てはエ ネル ギー

関係 者 は よ くご存 知 だ と思 い ます が,松

本 さんは実 は科学技 術 と社会 の 関係 につ

いて永 ら くご研 究 されて きた社会 学 の専

鳥井 弘之氏 棟京工業大学 原子炉工学研究所 教授)

〔略歴〕

1967年 東京大学工学部卒業。1969年 同工業化学

修士課程修了。 同年 臼本経済新聞社入社。1989年

同産業研究所主任研究員,日 経ハ イテ ク情報編集

長,1993年 論説委員兼 日経産業消費研 究所研 究部

長,1994年 論説委員。2002年 同社退社。 同年 よ り

現職。

著書 『原子力 の未来一持続可能 な発展への構

想』,共 著 『原発 ごみ はどこへ』,『旧 ソ連原子力

番外地 をゆ く チェリヤビンス ク40番 』。

門家 でい らっ しゃいます。

エ ネル ギー技術 を考 える時 に,そ れが

社 会 とど うい う関係 にあ るのか,ど うい

う条件 が あれ ば社 会が 受 け入 れや すい の

か。逆 に,今 後,市 民 の方 も色 々 しっか

り考 えてエ ネ ルギー につ いて協力 してい

くこ とが必 要 にな る。 これ か らのエ ネル

ギ ー技 術 のた め に技術 と社 会の 関係 が 強

く意識 され なけれ ばな らない と思 うわけ

です。 そ うい うこ とで特 に松 本 さんにお

願い してパ ネ リス トを引 き受 けてい ただ

い た次 第 です。 エ ネルギ ー関係 の シ ンポ

ジウム に出 るのは初 め てだ とお っ しゃっ

て い ます ので,大 変期 待 で きる話 を聞か

せてい ただ けるので はないか と思い ます。
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パ ネルの進 め方 ですが,ま ず パ ネ リス

トの方 々 にプ レゼ ンテ ー シ ョンを してい

ただい た後 に討論 を行いたい と思い ます。

〔プレゼンテーション〕

自然エネルギー開発をめぐる

社会的意思決定 と地球環境問題

松本 三和夫(東 京大学大学院 教授)

「技術の解」と 「社会の解」とのかみ合わせ

.γザ
薦
鯵

'噸際鷲
。灘

憲r9・

松 本 三 和 夫 氏

鍵灘翻

私 の話 の キー ワー ドは 「社会 的意 思決

定」 です 。 これ まで色 々な方が技 術 に よ

って可能 になる こ とを縷 々語 って お られ

るの です が,私 はそ うい う 「技 術 の解 」

と 「社会 の解」 が うま くかみ合 わ ない場

面 に も眼 を向 ける必要が ある と考 えます。

例 え ば,発 電所 を作 る とな ります と,サ

イ トを選 定 し,建 設 し,運 用,維 持 して

い くとい う過程 が あ りま す。 その過程 す

べ てが社 会過程 なわ けです。 つ ま り,生

身 の人 間が住 んで い る ところに施設 を作

って維持 運用 してい くとい う社 会過程 で

す 。従 って,そ の過 程 で色 々 と立場 が違

う人 たちが,き ちん と関与 し,支 えて い

くとい う形 が ない と,「 技術 の解 」 は机上

の空論 に終 わって しまう。

それを簡単 に表1に ま とめ ま した。 「技

術 の解」 と 「社 会 の解」 の 関係 で 一番見

や すい の は,合 致 す る場 合,そ れ と合致

しない場 合 の どち らか です 。 とこ ろで,

こ こで注 目 した いの は,そ うい う場 合 で

覆繋 蕪 人文社会系聯)

〔略歴〕1976年 慶応i義塾大学法学部卒業。1981年

東京大学大学院社会学研究科博士課程単位取得退

学。1993年 社会学博士(東 京大学)。 東京大学助

教授。 オックス フォー ド大学セ ン トアン トニ ーズ

カレッジ上級客員研究員 などをへ て,2003年 よ り

東京大学大学院人文社会系研究科教授。総合研究

大学院大学客員教授 。 日本学術会議第3部 技術移

転研 究連絡委員会委員。

専門 は,科 学技術の社会学,環 境社会学,技 術

史。最近の主著:『 知の失敗 と社会』(岩 波書店,

2002,第4回NIRA大 来政策砺 究賞受賞)。

は ない。 む しろ,そ う簡単 で ない 「微 妙

な場合 」 に注 目 したい。公 共性 の高 い技

術 開発,特 にエ ネル ギー技術 は万 人 にか

表1「 技術の解」 と 「社会の解」

合 致 する場合

●社会のニーズが技術開発によって満たされる

●開発 された技術が社会のニーズを呼び起こす

合致 しない場合

●社会のニーズが存在するが、それを満たす技術が ない

O技 術は存在するが、それが貢献すべ き社会のニーズがない

微 妙 な場合(玉 虫色/灰 色)

e技術 的には最適だが、社会的には最適でない

②技術 の失敗が社会の失敗 に至らない

②技術 と社会の界面 に強い不確実性が介在する
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か わる極 めて重 要 な課題 で す。 に もかか

わ らず,そ の よ うな技術 開発 の 「微 妙 な

場 合」 に関す る研 究が あ ま り進 んでい ま

せ ん。 そこ を何 とか したい。

どうい うふ うに考 えてい った らよいか。

唯 一の解 が あ る場合 には,皆 さんに受 け

入 れ て も ら う た め にPA(Public

Acceptance)やPUT(PublicUnderstanding

ofTechnology)が 意味 を持 ち ます。 しか

し,「 微妙 な場 合」 には唯一 の解 があ るか

ど うか 自体 が は っ き りしませ ん。 その よ

うな場合,PA,PUTだ けで はあ ま り意味

を持 た ない 。で は,ど うす れ ば よいか 。

PAで は な くソー シ ャル ・シェ イ ビン グ

(SocialShaping),つ ま り,社 会的 に技術

を作 り上 げて い くとい う物 の見方 が大切

だ ろ うと思 い ます。技術 は,色 々 な レベ

ルの社 会的 な設定 に依存 して は じめ て意

味 を持 つ こ とが多 い。 す る と,1つ の 目

的 を達 成す るの に唯一 の技術 が ある とい

うよ り,色 々 な社会 的 な設定 に応 じて複

数 の適切 な技術 が あ りうる。 そ うい う展

望 をこの見方 は開いて くれ る。

ロ ー カ ル 知 識 を活 か すSocialShaping

風力 開発 を例 にお話 しします 。 ナシ ョ

ナ ルプ ロジ ェク トとして の風 力発 電 の技

術 開発 は,1974年 にス ター トしたサ ンシ

ャイ ン計 画 に端 を発 します が,サ ンシ ャ

イ ン計 画 にお ける風力発 電 の技術 開発 と

日本 が推進 しよ うと して い る昨今 の風力

発 電 の技 術 開発 には大 きな違 いが あ りま

す。 それ は,自 主技 術 開発路 線 と輸 入技

術依存路線 とい う違 いです。

今 の 日本 は,輸 入 技術 を導 入す る とい

う,独 自の技術 蓄積 が ない状 態で の風 力

発 電 に取 り組 もう と してい る。そ うい う

「後発 の導入者」 で あ る場合 には一般 に,

「経路依存」 とい う性質,つ ま り,マ ー ケ

ッ トで優位 を占め る技 術 が必 ず しも最 適

で はない とい うことが起 こ り得 ます。

表2は 海外 の風 車 メ ーカー と国内取扱

メー カーの提携 表 の摘 要 です。 ご覧 の と

お り大 体輸 入で す。特 に売 電 を念頭 にお

く大 出力 の風 車 に なる とほ とん ど ドイ ッ

製,デ ンマー ク製です。

表2海 外風車 メーカー と国内取扱 いメーカー

企業名 担 当セ クシ ョン 取扱商品 備考

三 菱 重 工 業 ㈱ 発動機第1部 自社製品 250～1,000kW機 を自社生産

石 川 島 播 磨 重 工 業 ㈱ 汎用省エネシステム部 デ ンマー ク1D¢Wi痴 魅製 490～1,250kW機 を飯売

日 本 鋼 管 ㈱

コ ンセプ トエ ンジニア

リングセ ンター風 力発

電 プロジェ ク トチ ーム

ドイツ/Jac◎bs社 製 5◎0・600kW機 を飯売

エ ヌ イ ー ジ ー ・ ミー コ ン㈱ 一 自社製 品(デ ンマ ーク!N・

E・G醗co臓 社製)
225kW～1,500kW機 を敗売

㈱ 荏 原 製 伶 所 風力発電事業部
デ ン マ ー ク1N・E・GMicon

社 製

エ ヌ イ ー ジー・・ミー コ ン繍 と業 務

提 携

鯵霞立エンジニアジングサービス 電力営業本部 ドイツ鷹N鷺RCON社 製 3◎～1,δ0◎kW機 を飯売

出所〉ぎ2◎02電 力 ・エネルギーシステム薪市壌(富 士経済,20◎2年4月)
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匿 瞬 技㈱

図1技 術選択段階からの参加プuaグ ラム概念図

風 車の 開発 は必 ず し も巨大 な投 資 を要

す る もので はあ りませ んか ら,少 な くと

も どうい う技術 開発 が行 われ,そ れ ぞれ

どの よ うな利害得 失,特 性 を持 ってい る

のか,ど うい う技 術 オ プシ ョンが開 けて

くるのか ち ゃん とモ ニ タ リングす る こと

が可能です し,「 経 路依存」 に よる負 の効

果 を避 ける にはそ うす る ことが不 可 欠 だ

と思い ます。

また,風 力発 電 は地域特 性 に非常 に強

く依存 します。例 えば,生 態系 や地域 の

入 口密度,風 況,土 地 利用 形態,景 観 な

ど色 々 な特 徴 を持 った地域 に うま く適 合

してい くことが とて も大事 です 。そ の場

合,地 域 の住民 が持 ってい る知 識,い わ

ば 「ロー カル知 識」 を活 か して技 術 の オ

プシ ョンを選択 す る こ とが非常 に重 要 に

なって くる と思 い ます。 出来上 が った技

術 を受 け入 れ て も らう とい う よ り,技 術

開発 の段 階 で積 極 的 に 「ロー カル 知識 」

を組 み込 んで い くこ とが 可能 だ し,ま た

そ うす る こ とが必要 で はない か と思 い ま

す。その概 念図 を図1に 示 します。

残 念 な ことに,今 はい ろい ろ な制 度 を

介 した普及が もっぱら図られ,「 ローカル

知識」 を生か して技術選択を してい く参

加型の開発の可能性が等 閑視 されている

ようです。 これではバ ランスを失 した技

術のあ り方なのではなかろうか,図1の

ような仕組みがそうい うあ り方を変える

1つ の型ではないかなあと思います。

色々 な立場 か らの提言 とフィー ドバ ック

地球環 境 問題 とエ ネルギ ー とい う よう

な こ とにつ いて は,立 場 に よってい ろい

ろな考 え方 の人が い るわ けです。 場合 に

よっては鋭 くそ れが対 立 します。 そ うい

った場合,立 場 を明示 した政策研 究 オ プ

シ ョンを出 して,図2に ある よ うに,立

場 ご とに,例 えばエ ネル ギー ミックスで

原発 は この ぐらい必 要 だ とい う人 は立場

A,原 発 は要 らな い とい う人 は立 場B,

もっ とバ イオマ ス を とい う人 は立 場Cと

い うふ うに,そ れぞれの立場 を明示 して,

その かわ り国家 のエ ネル ギー政 策全体 に

関す るきちん とした提言 を出 して もらう。

政 策主体 はそ の うちの1個 を取 り上 げて,
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圃
團1-[亟 團 一 研究採択

國 ・一[亟]一 研究採択

研究による提言 一

研究による提言 一

匡 動 ←[璽 璽]一 研究採択 1研究による提言1一

政
策
主
体

評価 一[結 果] 政策遂行

図2立 場明示型の政策研究助成プuaグ ラム概念図

あ るい はいず れか の組み合 わせ に基づ い

て政策 を遂行 す る。その結果 を評価 す る。

A,B,Cの どれが,よ り現実 に望 ま し

か ったか フィー ドバ ックす る。 そ うす る

と,次 の フェーズ では よ り洗練 された立

場 の候 補 が さ らにい くつ か現 われ,同 じ

こ とを繰 り返 し,何 回 もそ うい うふ うに

して研 究 を政 策 に織 り込 んで い く。 こう

い う回路 が必 要で は な いか と思 い ます 。

今 は立場 を明 示 しないで研 究 の公募 を し

て,そ れが生 か され たか どうか よ く分 か

らな い ままにな ってい る こ とが少 な くな

い。 この よ うな形 を作 って いけ ば,研 究

成 果が仮 に政 策 として うま くいか な くと

も,こ の場合 にこ うい う立場 の こ うい う

政 策で は う ま くいか ない とい う1つ 確実

な情報 を社会 の成員 が ひ と し く共有 で き

る。す る と,次 か らは少 な くと も同 じ型

の失敗 は繰 り返 さな くと もす む。 その こ

とに よって,善 後 策 に憂 き身 をや つす だ

け になって い る ような前 途有為 の人材 が

存 在す る とす れ ば,そ の よ うな人材 が ど

れだ け救 われ,社 会 として もそ うい う人

材 を どれ ほ ど生産 的 に活 用 で きるか計 り

知れない。そうい う社会全体の知の蓄積

が増 えてい く,そ ういった構造 を作 り上

げることが とても大事だと考えています。

できること,で きない ことの情 報交換

エ ネルギ ー問題 と地球 環境 問題 は,そ

れぞ れが非常 に大 きなテ ーマです 。両者

の関連 す る複 合 的 な問題 とな る と,途 方

もない広 が りを持 ちます。1つ の学問領

域 だけで は とて も手 に負 え ませ ん。そ こ

で,学 際研 究が大 事 だ と久 し く言 わ れて

きた。 そ の とお りなのです が,う ま くい

か ない こ とも少 な くない。何 が 問題 なの

だ ろ うと考 えさせ られ るこ とが多 い ので

すが,学 際研 究 には どう も大 きな誤解 が

あ る ような気が します 。つ ま り,学 際研

究 とい う と各分野 に何 が で きるか とい う

こ とが言 い立 て られ るわ けです が,じ つ

は それ と同 じくらい,あ るい はそれ以 上

に何 がで きないか とい うこ とのほ うが 大

事 な情報では ないか と思い ます。

自分 の分 野 で こ うい う問題 を解 こ うと

して随分 や って きたけれ ど も,こ の点 で
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なかなか解けないというきちん と特定 さ

れた情報 を交換することによって新 しい

知見が生まれて くる ということが本質的

だと思います。私の考えでは,学 際 とい

うのは解 けていない重要問題 をとお して

異分野がつながる。そのために問題 を共

有する。そ うい う自前でたてた問題 に挑

戦する研究者が複数存在することが大前

提,つ まりそういう研究者が存在 しない

のであればかぎりな く寄せ集め(資 源配

分の観点か らみると,ば らまき行政)に

近づ くと思われます。

ところは,「8日 に!日,す べ ての活 動 を

やめ て くだ さい」 とい うこ とで す。飲 ん

で も食 べ て もいけ ない,ト イ レに行 って

もい け ない とい うこ とです か ら,こ の 目

標 は とて も大 きな数字 なのです。

日本と欧米で異なる省エネの中身

家庭用と業務用の需要が増えています。

家庭用を見てみます と,1軒 当たりのエネ

ルギー消費量は図3に 見るように,年 々増

えています。絶対量では圧倒的に少ないの

司会 「ロー カル知識 を生 かせ」 「立場 を

明示 した政策研究 をやれ」「何がで きるか,

で きないか の情報 を交換 しろ」 と,こ の

3点,大 変示 唆 に富 んだお話 だ と思 い ま

す。次 は中上 さん,お 願 い します。

〔プ レゼ ンテーシ ョン〕

民生部門 における省エ ネル ギー

中上 英俊(㈱ 住環境計画研究所所長)
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図3家 庭用エネルギー消費原単位の推移

達成困難な省エネ目標

5,700万klと い う省 エ ネ目標値(総 合資

源 エ ネルギー調査 会 「今後 の エ ネルギ ー

政策 につ いて」2001年7月)が あ ります

が,私 は どう考 えて も達 成 は難 しい と思

っ て い ます 。5,700万klと い い ます と,

2010年 の総 エ ネルギ ー需 要(予 測値)の

12～13%に 相 当で す。 この値 が意味 す る

カナダ
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フランス

ドイツ
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図4家 庭用エネルギー消費原単位の比較
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ですが,先 進国で増えているのは日本だけ

です。これは途上国のパターンです。

京都議定書で先進国が約束 した温室効

果ガス削減の数値 目標 は6%～8%で,

ほとんど横並びです。 しか し,図4で 分

かるように欧米諸国の削減 と日本の削減

の中身が随分違うことが分か ります。一

番違っているのは暖房です。

省エネはまず無駄を省くことから
中上 英俊氏(㈱ 住環境計画研究所 所長)

エ ネルギ ー とい うの は快 適性,利 便性

を上げ るた め に使 って い るわけです 。消

費 者 はガス や電気 を使 いた くて働 いて い

るわ けで はあ りませ ん。 図5を ご覧 下 さ

い。エ ネル ギー消費 が増 えれば快適 性 ・

利便性 は線Aに 沿 って上 がってい きます 。

本 来 の省 エ ネ ルギ ーは利 便性,快 適性

を変 えず に消 費 を落 とす とい うこ と,つ

まり線Aか ら線Bに 置 き換 えるこ とです。

2度 にわ た る石油 危機 直後 に行 われ た

節 約 ・我 慢 分 も図5に 示 して あ ります 。

しか し,こ れ は緊急避難 的 に はで きて も

〔略歴〕

1968年 横浜 国立大学工 学部 建築学科卒業 。1970

年横 浜国立大 学大 学院工学研 究科建築学専 攻修士

課程 修了。1973年 東京大学大学院工学系醗 究科建

築学専 門課程博士 課程修 了。同年住環境計 画研究

所 を創設,現 在に至る。

熊本大学客員教授,九 州大学大学院非常勤講師,

東京工業大学大学院非常勤講師,横 浜国立大学大

学院非常勤講師 。

総合資源エネルギー調査 会総合部会委員,同 省

エネルギー部会長代 理,ESCO推 進協議会副会長,

環境省申央環境審議会専門委員,文 部科学省革新

技術 活性化委員会委員等,各 種委員歴任。

共著書 『エネルギー新時代 』『地球温暖化問題

ハ ン ドブ ック』『地球時代の環境 政策』他多数。

専門分野はエ ネルギー ・地球環境問題,地 域問

題。

快
適
性

・
利
便
性

エネルギー消費量

図5コ ニネルギー消費量と快適性 ・利便性の関係

一54一
季報エ ネルギー総合工学



億kWh

3,000

2,500

2,000

壌,500

1,000

500

0

繋難

1997年 度需要電力量実績

灘 灘
蟻

.
鱗i灘i義

待

機

電
力

四
国

電
力

北

陸

電
力

北
海
道
電
力

中

国

電
力

東

北

電
力

九

州

電

力

中

部

電

力

関

西

電

力

東

京

電

力

沖

縄

電
力

図61997年 度 需要電力量実績 と待機電力の比較

日常 的にで きるこ とではあ りませ ん。

い くらエ ネル ギー を使 って も快適 性 も

利 便性 も上 が らない分 は無駄 なエ ネルギ

ー消費 です 。人 のい ない部屋 の明 か りを

つけ る類 はみ んな無駄 です。 省エ ネ以前

に カ ッ トしな ければ いけ ない と分 か って

はい るけ ど,な か なか で きてい ない。 そ

の典型例が待機電力 です。

待 機 電力 は,日 本 の全 家庭 を足 し合 わ

せ る と約200億kwh弱 ぐらい にな ります 。

図6で 見 る ように,そ れ は四国電 力,北

陸電力 のそ れぞ れの発 電量 の約8割 に相

当 します。そ れだけ量 的 に大 きいのです。

金額 に換 算す る と,軽 く4000億 円 ・-5000

億 円 に な り,大 型 の原発1基 分 の建設 費

が待機 電力へ の支 払 いで消 えてい る計算

にな ります。 これはやっぱ り無 駄です。

省 エネに効果的 な トップランナ ー基準

これを どうするか。 日本は この点 では非

常 にうまくい った と思 ってお ります。欧米

では規制す ることで効率 向上 を図ろ うとし

てい ます。 ところが 日本 では,圧 倒 的な消

費者か らの支持 を背景 に,メ ー カーが 自主

的 に待機電力 を減 らす方 向で製品開発 を進

めたか らです。特 に主婦 の方 々が待機電力

問題 に大 きな関心 を持 ち,あ ちこちで待機

電力の報告が行 われま した。

図7は 家庭用冷暖房兼用エ アコンの トッ

プランナー基準です。2004年 までの 目標値

達成 を設定 してい ます。 日本の トップラン

ナー基準 というの は素晴 らしい基準 だと褒

め られ ます。今 までエ ネルギー基準の決め

方だ と,例 えば,市 販中のエアコンを全部

並べて出 した平均効率 を何%か 上げてい ま

した。 ところが,既 にその基準 をクリア し

てい る製品が市場 にあ る場合,そ れ は技術

的に可能なんだか ら,そ の製 品に合 わせ よ

うとい うことで トップランナー基準 とい う

のがで きたのです。

エ ア コンの効 率 は,1996年 頃 か ら上 が

第26巻 第3号(2003)
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図7家 庭用冷暖房兼用エアコンの効率の推移(平 均COP値)

り始め ます。 そ れ以前 は ほ とん ど同 じで

効 率 は全 然上 が ってい ませ んで した。 こ

の基 準が 出 たの は98年 です。 なぜ2年 前

か ら上が ってい るのか とい うと,審 議 が

始 まった段 階か ら,そ れ に適 合す る製 品

開発が進 んでい たか らです。

2004年 が 目標年 です が,6～9畳 用 の

最高性能 は既 に6.17で,目 標COP値(5.30)

をはるか に上 回 って います 。 効 率が6も

あれば500Wく らいのエ ア コンで,12畳 ぐ

らい軽 く暖房 で きて しま う。 家屋 の断熱

構造が よければ100m2ぐ らい大丈夫 とい う

話 になるわ けです か ら,技 術 革新 とい う

のはす ごい ものだ と思 います。

省エネ技術の選択が鍵

太 陽光 発電 は導 入 コス トが 多少 下が っ

て,約70万 円/kWに な り,1軒 当 りの導

入 コス トは二百 数十万円 になってい ます。

今,自 分 で発 電 した電 気 は,我 々が昼 間

に電 力会社 か ら買 ってい る価 格 で売 れ ま

す か ら,売 り値 と買 い値 で相 殺 す る と,

年 問7万 円の収 入 とな ります。金 利 に直

す と4%ぐ らいです 。太陽 熱温水 器 の場

合 は7。3%で す。今,定 期預金 金利 は10年

満期 で0.2%で す か ら,太 陽光発 電や太 陽

熱温水 器 を導入 す るほ うが は るか に良い

投 資だ と私 は思 うわけです。

今後増 えるか減 るか とい う話 で,テ レビ

の例 があ ります。ブラウン管型です と消費

電力 は約5W/イ ンチ,家 電 メー カーが一

斉 に売 ろう としているプラズマデ ィス プレ

イは約10W/イ ンチ,液 晶 テ レビは2.5W/イ

ンチです。液晶テ レビは30イ ンチ ぐらいだ

と3～4W弱 ですが,そ れで もブラウン管

型 よ りは少 ないわけです。同 じ平板型のテ

レビで どち らを選ぶか とい う問題です。
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図8サ マー タイム制 による省 エネ効果

意識の差に左右 される省エネ

サマー タイム制導入でい くら省エネにな

るか推計 した例が図8で す。差 し引 き50万

klに な ります 。50万klと い う省 エ ネ 目標

5700万klの0.1%に も満 た ない数 字 です。

「そんな ちっぽけな ことをや るために我 々

毎年毎年時計 の針 を変 える とい う面倒 くさ

いこ とをや らせ るのか」 と文句 を言 われ ま

すが,目 標値 の ほ うが大 き過 ぎるのです。

この50万kl程 度の省エ ネを何個 積み重ね る

か とい うことが一番大切なわけです。諸外

国は2回 の石油危機で省エ ネ策 としてサマ

ー タイム制 を導入 したわけです。 日本 も導

入 した らどうか と言 うのですが,「 外 国が

やってい るか らやる とは何事 か」 と言われ

る ことがあ ります。逆 に,外 国がや ってい

なかったら絶対 だめだ と言われる と思 うの

ですが,ど うで しょうか。

これは人 の意識 の差 だ と思 い ます 。 こ

の意識 とい うのは最終 的 に は非 常 に大 き

な影響 を持 ってい ます 。図9で 示す よう

に,一 般 家 庭 のエ ネルギ ー消費 を比べ ま

す と,省 エ ネ意識 の高 い家 庭 とそ うで な

い家庭 とで は16%ぐ らい エ ネルギ ー消費

に差 があ りま した。

だか ら人々 の意識 を変 えて い くとい う

こ とが非常 に大切 で す。 時 間はか か るか

口暖 房用ge冷 房用re給 湯用 配 厨房 用 國 照 明 ・動 力 ・その他 用

意識の高い

世帯

一般 の世帯

0

.5,歪2Q

10,00020,00030,00040,00050,00060,000

(MJ/世 帯 ・年)

出所)経 済 企画庁 国昆生 活局省 資源 ・省エ ネル ギー推進 室

図9省 エネ意識の有無とエネルギー消費量
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もしれ ない けれ ども,技 術 開発 だけで な

く,意 識 改革 も並行 してや らな けれ ばい

けない ので は ない か とい うこ とが今 日お

話 ししたか った最後 の話 です。以上 です。

司会 あ りが と うござい ま した。次 は十

市 さん,お 願 いいた します。

〔プ レゼ ンテーシ ョン〕

供給 サイ ドか らの視点

柿 勉(働 日本エネルギー経済研究所常務理事)

過去30年 間で下がった石油のシェア

十市 私は どち らか とい うと供給サ イ ドの

話 を申 し上げたい と思 ってお ります。今年

は第1次 オ イルシ ョックか らち ょうど30年

目です。その間,日 本では相 当省エ ネが進

み ま した。 国内総生 産(GDP)は2。2倍 に

+市 勉氏(響 霧 ネルギ櫛 繍)

(%)366
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〔略歴〕

1973年 東京大学大 学院 博士課程 を経 て理学博士

を取 得。 同年 日本エ ネルギ ー経 済研 究所研究 員。

1979年 省エ ネルギ・一一・-trンター一研究室長 。1983年 マ

サ チューセ ッツ工科大 学エ ネルギー研 究所客員研

究員。2000年 より現職。

総 合資源エ ネルギー一調査会等,各 種 審議会委員

も務 める。

な りましたが,エ ネルギー需要 は2001年 で

約4割 増 です。経済成長 に比べてエネルギ

ー消費の増加 を抑 えた とい うので省 エネル

ギーの効果 はあった と思い ます。

486 538

1973 1979 1990 2001

僑網
・新エネ

図10日 本の1次 エネルギー供給構造の推移
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問題 は供給 サ イ ドで す。 この30年 間に,

78%あ った石油 が,2001年 で5割,昨 年

度 は49.7%と5割 を切 りま した。30年 前

と比べ る と27ポ イ ン トくらい下 が りま し

た。 その分,天 然 ガスが12～13%,原 子

力が12～13%,石 炭が3%増 え ま した。

残 念 なが ら新 エ ネルギ ーは ほ とん ど増

えてい ませ ん。 過去30年 間,新 エ ネルギ

ー につい ては色 々 な研究 開発 を30年 間や

って きたのです が,現 在 の ところ供給 力

と しての シェアは増 え てい ませ ん。 つ ま

り,図10は 化石 エ ネルギ ーか ら脱却 す る

ことがいか に難 しいか示 してい ます。

エ ネル ギー の時代 が続 くだ ろ う と思 って

い ます。 そ うな って き ます と,石 炭,石

油,天 然 ガス とい った化 石エ ネル ギー を

効率 的,か つ ク リー ンに使 う技 術 開発 を

進 めて い くこ とは依 然 と して大 変重 要 だ

ろ うと思 います。

石炭 か ら石 油,石 油 か ら天然 ガス,さ

らには水 素へ と,固 体,液 体,気 体 へ の

シフ トとい う脱炭素化 の流 れがあ ります。

勿論,非 化石 エ ネルギ ーの役割 が高 まる

こ とについ ては異存 あ りませ んが,化 石

エ ネルギー か らの脱却 となる とまだ難 し

い と思 います。

エネルギー転換技術の進歩 地球温暖化問題の3つ の視点

過 去30年 の間,エ ネルギー転換 の とこ

ろは相当大 きな技術的進歩があ りま した。

発 電 で は ガス コ ンバ イ ン ドサ イ クル,

コー ジェ ネな ど,相 当大 きな技術 開発 が

あ り,そ の成果が上が って きま した。

エ ネルギーの利用の ところでは,産 業,

あるい は輸 送 でそ れな りの省 エ ネ技術 の

進歩があ りま した。

21世 紀 の前 半,依 然 と して世界 は化 石

表3地 球温暖化問題の3つ の視点

1倫 理的視点

公平性の問題(南 北間、世代間、生物間)

2経 済 ・技術的視点、

効率性の問題(コ ス ト最小化 と技術の役割)

3国 際政治的視点

国益の追求(国 家間の利害対立)

地球温 暖化 問題 とエ ネル ギー問題 とは

密接 不可 分 です。 今 の 日本 のエ ネル ギー

政 策 は,地 球 温 暖化対策 を最 大 の プラ イ

オ リテ ィに して進 ん でい る とい う印象 を

受 けて い ます 。 ただ,こ の 問題 につい て

は表3に あ る3つ の視点 で考 えるべ きで

はないか と考 えてお ります。

1番 目は倫 理 的 な視 点 です 。南 北 間,

世代 間,あ るい は生物 問 にお ける公平性

です。 人 間だ けの利益 を追 求 して はいけ

ない,も っ と生物 界 との調和 も考 えるべ

きとい う側面 です 。

2番 目は経 済的,技 術 的な視点です。 こ

れは効率性 に関わるこ とです。倫理的 に非

常 に正 しくて も,そ れを実現で きるか とい

うことになると,や は りで きるだけ小 さな

コス トでや らない といけません。 その ため

に,技 術の役割は極めて大事だ と思います。
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3番 目は国際政治的な視点です。地球温

暖化問題は京都議定書 に見 られます よう

に,国 家間の利害対立,各 国の国益追求

という側面があ り,そ ういう要素を抜 き

に考えてはいけません。

先 ほど松本先生が 「異 なる立場の色々

な政策 を」 とおっしゃいましたが,ま さ

しく倫理的な立場 を強調する人はそうい

う立場で新 しい政策を出 して くるで しょ

うし,国 益 を重視する立場,経 済および

技術 を重視する立場では,ま た違った政

策を出 して くるで しょう。 こういう側面

をバランスよく見 ないと温暖化問題の本

当の意味での解決はできないと思います。

批判 を許 さない雰囲気は問題

最 近,気 候変動 の専 門 家 と話 をす る機

会 があ って少 し変 だ と思 っ たの は,地 球

温 暖化 問題 につい て批 判 的 な意 見 を言 う

こ とが極 め て難 し くな ってい る とい うこ

とです。 学者 の 中で も批 判 的な こ とを言

うと村八 分 にな り,そ の世界 で食べ て い

けな くな って しまい ます 。地球 温暖 化 問

題 の科学 的 な知見 につ いて は不 確実 性 が

相 当 ある に もか かわ らず,そ うい うこ と

を言 えな くなって きてい ます。「環境 フ ァ

シズ ム」 とい う言 葉 もあ る よ うです が,

原理主義 的な考 え方 は非常 に問題 です 。

そ もそ も京 都議 定書 とい うの は,"No

RegretPolicy"(後 悔 しない政策 を)と い う

ことで始 まったのですが,今 申 し上 げたよ

うな風潮 になって きてい るのは,少 し考 え

ない といけない という気が してお ります。

省エネ型社会実現に向けた

三位一体的取組み

省エ ネ型社 会 を実現 して い くとい うの

が 日本 の 国家 目標 です。 そ れ を実現 す る

上 で,企 業,行 政,消 費者 がい か に有機

的 に省 エ ネ社 会 の実現 に向 け て努 力 して

い くかが大事 です。

企 業の役 割 は技 術革 新 であ り,消 費 者

の ニー ズに応 え るこ とです 。 その ため に

はや は りコス トを下げ ない といけ ませ ん。

行政 は,新 しい技 術 を普及 させ るため に,

税制,初 期 段 階で の補 助金 な どの条件 整

備 を行 うこ とが役割 だ と思 い ます。 い く

らいい技 術が あ って もそれ を消 費者 が選

択 しな けれ ば市 場 に広 が って きませ ん。

そ うい う意味 で,社 会教 育的 な こ とを含

めてエ ネルギ ー教 育 を行 い,意 識改 革 も

や って い か なけ れ ばい け ませ ん。 企 業,

行 政,消 費者 が 三位 一体 的 な取組 み をや

らなけれ ば本 当の意味 で の省 エ ネ社 会 を

築 くことはで きない と思 ってお ります。

長期的なエネルギービジョン策定と

効率的資金配分を

エ ネルギ ー問題 を含め て,や は り長 期

的 で総合 的 なエ ネルギ ー ビジ ョンが必 要

です 。現在,国 のエ ネルギー政 策の 中で

2010年 の需給 ビジ ョンを描い て色 々な政

策 が策定 されて い ますが,特 にエ ネル ギ

ーの研 究 開発 とい うの は ,場 合 に よっ て

は50年 とい うタ イムス パ ンが必 要 です 。

ですか ら,そ うい うエ ネルギー ビジ ョン
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に基づ い て国 と民 間企 業が研 究 開発 で ど

うい う役割 を担 って い くのか もう一度検

討す る必 要が あ ります 。特 に技術 開発 に

つ いて は,一 度決 め た ら変 え ない とい う

こ とで はな く,環 境が 変 われ ば路 線 を変

えてい ける ような柔軟性 を取 り入 れ てい

か ない といけない と思い ます。

最後 に,国 の研 究開発 資金 もか な り限 ら

れ て い る中 で,そ うい う こ との た め に,

効 率 的 な配 分 を行 うべ く,研 究 開発 の評

価 体制 を もっ と充 実 させ ない とい け ませ

ん。研 究評価 を きちん と行 うには,相 当

のエ ネ ルギー を必 要 と しますが,そ れ を

や ってい くこ とが大事 で は ない か と思 っ

てお ります。以上です。

司会 あ りが とうご ざい ま した。原理 主

義 とい うお話が 出 て きたのです が,世 の

中,不 安 が増 えて くる と,宗 教 の原理 主

義,資 本主 義 の原 理 主義,環 境 の原理 主

義が増 えて きて,そ れが まと もな議論 を

邪魔す る とい うところが ある気 もします。

最後 に,宅 間 さん,お 願 いいた します。

〔プレゼ ンテー シ ョン〕

地球 ・人間 ・技術 ・エネルギー

宅間 正夫(㈹ 日本原子力産業会議専務理事)

宅間 正夫氏(㈹ 日本原子力産業会議 専務理事)

〔略歴〕

1961年 東京大学工学部卒業。同年東京電力入社。

刈 羽原子力発電所長,原 子力業務部 長,取 締役原

子 力本部副本部長 を歴任 。1999年 同社 退社,日 本

原子力 産業 会議 に参加 。2000年 か ら現 職。

(財)核物質管理 セ ンター理事,働 原子 力研究バ ッ

クエ ン ド推進 セ ンター理事,働 高度情 報科学技術

研 究機構理事。原子 力委員会 ・原子 力発電 ・サ イ

クル専 門部会專 門委 員,同 国際 関係専 門部会専 門

委 員。 日本原子力学 会副 会長 。

動物,自 然 その ものではな く,や は り人間

です。人間が 自分の意思 を もって この地球

を救 ってい く,そ のために 「エ ネルギー ・

環境 ・技術」 を広い視野 で考 えていかなけ

れば ならない と感 じてお ります。

その 際,地 球規模 で の 「生 き とし生 け

る もの」 へ の視 野,要 す るに 「空 間的 な

広 が り」 と,現 世代 か ら後世代,あ るい

はその後 の世代 へ とい う 「時 間的 な広 が

り」 の中で考 えるべ きだ と思 ってい ます。

地球 を救 うのは人間 社会の表層に流されない本質論を

私 は地球 とい うのは本当 に1つ の生 き物

だ と思 ってお ります。その地球 を救 うのは,

国内では,2005年 か ら販売電力量の約6

割分の小売 りが 自由化 され ます。 コス ト重
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視 の立場か ら 「お金のかかる核燃料 リサイ

クルはやめて しまえ」 とい う話が出 た りし

ている論争 には,原 子力 を扱 う専門家 とし

ての歴史感覚,文 明感覚,人 間の地球ある

いは社会,技 術 に対する責任意識(モ ラル)

とい うものが希薄過 ぎるのではないか と非

常 に気 になるところです。

また,電 力 自由化 で供給 地域独 占が壊

され て くる と 「今 までの電気 事業 者 では

もうや ってい られ ない」 とい う ことにな

るの ですが,そ れで も誰か が電気 を供給

し続 け なけれ ばな りませ ん。そ の誰 か と

い うの は,社 会 が その責務 を付託 す る に

足 る と見込 んだ人,企 業,団 体 とい うこ

とにな るで しょう。電 力 自由化 の時代 に

なって も,電 気事 業者 が その よ うな責 務

に耐 え られ るか,電 気 事業 者 自身が考 え

なければいけ ない ことだ と思 ってい ます。

超長期 的な ウラン資源(ウ ラ ン235か ら

238ま で)の 極 限 までの利用 に よるエ ネル

ギ ー確 保 は,人 類 の存 続 に関 わる よ うな

問題 です 。 この こ とは電力 自由化 に よっ

て否 定 され る もの ではあ りませ ん。 む し

ろ,「 一度掘 り出 した貴重 な地球 の ウラン

資源 を とことん使 い尽 くして い くこ とが

必 要 なんだ」 と本質 を見据 えた決断 が求

め られ る と思 い ます 。エ ネル ギーセ キ ュ

リテ ィ とい う もの は戦略意 思が鍵 だ と寺

島先 生が お っ しゃい ま した けれ ど も,そ

の通 りだ と私 も思い ます。

日本 の軽水炉技術 は10年 ぐらい前 に成熟

し,世 界の トップレベルにな りま した。そ

の途端,停 滞が起 こ り人 的要因 による不祥

事が発 生す る。社会の,原 子力技術 に対す

る不安感 とそれ を扱 う技術 者へ の不信感 に

さらされる。その閉塞感か ら技術者,専 門

家が将来 を悲観 的に見 が ちになって くる。

社 会 もそ れに同調 して,「 や っぱ り原子 力

はだめなんだ」 と言 われている ように見 え

ます。しか し,本 当 にそ うなので しょうか。

社会はやは り本当に信頼で きる,優iれ た技

術力 と人間性 を持った技術者,専 門家 たち

に今 の閉塞感 を打破 してエ ネルギーの安定

供給,あ るい は環境保全 に しっか り取 り組

んでいって もらいたい と思 っているので は

ないで しょうか。

今 年 は原 子力 の平和 利用 が始 ま って50

年 目です 。1953年12月,ア イゼ ンハ ワー

大 統 領 が 国連 総 会 で 「原 子 力 平和 利 用

(AtomsforPeace)」 演説 を行い ま した。最

近 あ る本 で知 っ たのです が,第2次 世 界

大 戦の最 中に平 和 回復 のため に開発 した

原爆 なの に,原 爆投 下後 の惨 状 を見 て原

爆 開発 に携 わ った科 学者 た ちが,真 の世

界平 和 を実現 す るには,原 子力 エ ネルギ

ーの平和 利用 しか ない
,そ れ も国連 とい

うメ カニズ ムの 中でや ってい こう とい う

こ とで,大 統領 に働 きかけ て この演 説が

行 な われ たそ うです 。 日本の原 子力 開発

もこの演説 を契機 にス ター トしたのです。

社会が期待する役割の変化

20世紀が技術 と専門家が社会を引っ張っ

てきた時代だとすれば,21世 紀は哲学 と市

民が社会を引っ張ってい く時代だろうと思

います。新 しいライフスタイル,自 分の住

む地域社会を新 しく作 っていく哲学が市民
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から発信 され,そ れを実現 していく技術,

それを支える技術者,専 門家が期待される

時代になってくると思います。

そのような時に,技 術者は専門家 とし

て選択肢 を提示 しなければな りませ ん。

市民が参加する中で,あ る技術 を選択 し

てい く,そ のようなメカニズムの中に技

術者が大 きな役割 を果た していかなけれ

ばいけないで しょう。20世 紀の ように,

技術者は 「俺 に任せておけ。俺たちがい

い物 を作 るからそれを使 っていればいい」

ということではないと思います。

原子力基本法(1955年 制定)に は 「原子

力の研究,開 発及び利用は,平 和の目的に

限り,安 全の確保を旨として,民 主的な運

営の下に,自 主的にこれを行うものとし,

その成果を公開し,進 んで国際協力に資す

る もの とす る 」(第2条)と あ ります。

「民主,自 主,公 開」 という重要な言葉が

入ってお ります。これは原子力に携わる人

たちに対する優iれた行動規範です。この行

動規範を現在の社会における新たな意義を

考えながら今の技術者がもう一遍かみ しめ

て欲 しいと思います。

倫理,安 全文化は技術者が持つべ き大

事 な資質です。 さらに,ア カウンタビリ

ティ(説 明責任)を 果たすために,対 話

の意思 と能力 も持たなければいけません。

市民 に選択肢 をきちんと提示 し,市 民が

その決定 に参画する雰囲気を作 っていか

ない といけないわけです。そういう意味

で,ア カウンタビリティというのはこれ

か らの技術者の持つべ き倫理の1つ だと

思ってお ります。

今,原 子力は 「どん底」 ですが,こ れ

はある種の創造的破壊の段階だ と思い ま

す。破壊の後 に改革が生れ新 しい ものが

創造 されると期待 しています。それは技

術者,専 門家の強い意志 とそれを支 える

大局観によって可能 となるものでしょう。

技術者が起業家になるメカニズム作りを

今 までの原子力開発 を見ていると,国

の機関が研究 をやる,そ の成果を民 間に

移転する格好が多かったと思います。両

者の問に断絶があった場合,技 術移転が

なかなかうまくい きませ ん。やは り研究

者 自らが起業家 となって,民 の企業 と協

力 して開発成果を実用段階まで もってい

くことが重要です。そのためにいろんな

支援団体が作 られる,そ ういうメカニズ

ムによって初めて本当に世の中の役 に立

つ技術 が生み出されるのではないか と思

っています。

時間が きましたので これで終わらせて

いただきます。

司会 あ りが とうございました。今の原

子力の置かれた状態 は創造的破壊の状態

だ と。原子力技術 から見 ます と多分初め

ての創造的破壊の時代 を経 ている。多 く

の成熟 した技術 は何回かそれを迎えて乗

り越えてきているという感 じもします。
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パネルデ ィス カッション

エネルギーの大切 さを分かってもらうには

司 会 社 会 の皆 さん にエ ネルギ ーの大切

さを分 か って もらわ ない とい けないの で

すが,ど うした らいいで しょう。

宅 間 エ ネルギ ー を使 えば必 ず負 のエ ン

トロ ピー,無 効 エ ネルギ ー と言 わ れる も

の,つ ま り廃 棄物が 出て きます。今,『 科

学技術基本計 画』(2001年3月)の 重点4

分野 に環境 は入 ってい ますが,エ ネル ギ

ー は入 ってい ませ ん。人 間の生 存 に技術

が不 可欠,技 術 の利用 にエ ネルギ ーが不

可欠,そ して技術 もエ ネルギ ー も環境 と

不 可分 で あ るか らには,エ ネルギ ー と環

境 をセ ッ トに し1つ の重要 な分野 と して,

国の政 策 も取 り扱 う ようにすれ ば,エ ネ

ル ギーの重 要性 を分 か って も らえ る方 向

に向 うのではないか と思 い ます。

中上 本当 は停電 が あっ た方 が よか った

と思 い ます。 エ ネル ギー だけの話 を しな

いで,エ ネルギ ー消 費量 を減 ら してい く

右肩 下 が りの社 会 をど う描 くか とい う こ

とも含 めて言 わ ない とい けませ ん。そ う

しない と,エ ネル ギー 問題 の責 任 を国や

電力 会社,ガ ス会社 に押 しつ け る ように

な ります 。需 要者 であ る 自分 た ちが ど う

す るか考 え る ように しない とい けない ん

じゃないで しょうか。

十市 私,あ る私立 大学 でエ ネル ギー と

環境 とい うこ とを ここ3年 ぐらい半期 で

教 えて い ます。 学生 も環境 の ことは よ く

知 って るんで すが,エ ネルギ ーの こ とと

なる とあ ま り知 らないの です。 石油 や ガ

スが どこか ら採 れて どう使 われているか。

ところが,昨 今 の イ ラク戦争,首 都 圏大

停電 につ いて マス メデ ィアが毎 日の よう

に扱 うよ うになる と,一 気 に関心 が高 ま

りま した。

国民 の意 識改革,世 論 形成 とい う点 で

は,や は りマス メデ ィアの役 割が 大 きい

と思 い ます 。正 しい情報 を きちん と継続

的 に発信 で きる ような形 で ない と,危 機

が あ る と きに しかなか なか世 の 中の人 は

関心 を持 たない ので,そ れ はそ れで今 は

チ ャ ンス だ と思 い ます 。 ど うい う問題が

あるの か とい うこ とを きちん と理解 して

もらう こ とが,結 局 意識改 革 につ なが る

のか な と,そ んな気が しています。

司会 マス メデ ィア は継続 す る こ とが苦

手 で,す ぐ忘 れ る ところがあ るの で,な

か なか難 しい とい う気 が します 。松本 先

生,社 会 の意識 を変 え てい くとい うのは

どうですか。

松本 私はエネルギー業界の人間ではあ り

ませんので,エ ネルギー業界 を外側から見

て感 じることをあえて述べ ます と,あ る種

のパ ターナリズムが存在するのだなあと感

じます。つまり,エ ネルギーの安定供給 と

いうのは国家の基幹に関わる国家的な課題

である。そういう課題はある種の集団が専

一64一
季報エ ネルギ ー総合工学



らやるべ きであ るとい う精神構造 が ある時

期 に作 られて,そ の精神構造 が社会 の中で

そ の ままず っ と続 いてい るの だ と思 い ま

す。普通 に暮 ら してい る国民 のほ うに も,

「それはお上がや って くれる ものだか ら任

せておけばよい。うま くいかな くなった ら,

万事偉 い先生が考 えて くれる」 といった感

覚がす っか り浸透 している。つ ま り,国 家

にな りかわって国家的課題 を担 うことを自

負す る集団 と,本 当は 自分 の問題であるに

もかかわ らず,自 分の問題 として考える こ

とを免除 された民 とが相 互に もたれあ う形

が続いている。

うまくい っている時 はそれでいいのです

が,だ んだん事態 が複雑 になって くる と,

そ うい う麗 しい もたれあいの状態 を変 えて

い く回路,仕 組みを作 り出 さない とい けな

くな ります。単に人を どうや って説得す る

か とい う ようなテ クニ カルな話 ではな く,

元来 「エ ンジニア リング」 とはそ ういう骨

太の社会 的な設 定 な しには存在 しえ ない。

逆 に言 うと,み なが色 々な知恵 を共有 しあ

って,そ うい う新たな仕組み を作 るには今

がチ ャンスだと思 います。

「内なる危機」への対応が必要

司会 新 エ ネル ギーみ たい な もの も意識

改 革 のチ ャ ンス と して使 う とい う道が あ

る か も知 れ ませ ん 。 先 ほ ど中上 さん が

「停 電すれ ばい いんだけ ど」 とお っ しゃっ

たの ですが,十 市 さん,エ ネル ギー危機

って くるんです か。 そ うす る と,大 分 皆

さんの意識 が変 わるのです が …

十市 エ ネルギー危機 には 「外 なる危機」

と 「内 なる危機」があ ります。第1次 オイ

ルシ ョック(1973年),イ ラン革命 を契機

の第2次 オイルシ ョック(1979年)は 「外

なる危機」 です。 ところが ここ数年 を見て

います と,「 内 なる危機」が起 きています。

アメ リカが その典 型 です。2000年 秋 に

は 「ガ ソ リンが足 りない,軽 油が 足 りな

い」 とか な り大 きな混 乱が 起 き ま した。

これ は原油が な くな ったわけではな くて,

石油 製品 の供給 が非常 に不 足 した とい う

こ とです。 特 にア メ リカでは,需 要 が伸

び る中で環 境規 制が厳 し くな り,そ の規

制 を ク リアす る ガソ リ ンの供給 が追 いつ

か ないため に起 きた供給不足が原 因です。

2001年 のカ リ フォルニ ア大停 電 は,発

電所 が なか なか建 た ないです とか,不 備

の あ る電 力 自 由 化 政 策 の せ い だ とか,

色 々 な問題が あ りま したが,こ れは別 に

エ ネ ルギ ー資 源が な くな った,あ るいは

不足 したか ら起 きたわけで はあ りませ ん。

エ ネルギ ーがあ って もその使 い方,あ る

い はそれ を使 える形 に うま くで きない と

い う問題 で した。

中東 地域 は まだ まだ不安 定 な状況ですか

ら,こ れか ら先,「 外 なる危機」が ない と

は言 え ませ んが,こ れ は備 蓄や色 々な手

立 てでそ れ な りに対応 で きるか も知 れ ま

せ ん。 ところが,今 申 し上 げ た 「内 なる

危機」 には社会 と して どう対応 す るか考

える必要があ る と思い ます。

宅間 私 もそのとお りだと思います。日本

はあと数十年は人ロ1億 人で大変なエネル
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ギーを使 う国であ り続けるで しょう。資源

はな く,も のづ くりや知恵づ くりで生 きて

行 かなけれ ばな りませ ん。 こうい う時 に,

国際情勢 に左右 され ないエネルギー を国内

で持つ とい うこともあ って,ヒ ロシマ,ナ

ガサ キか ら10年 も経たない今 か ら50年 前 に

原子力発電が導入 された と思 います。燃料

リサイクル とい うことで,一 旦輸入 した ウ

ラ ン資源 を国内で使い尽 くしてい く国産エ

ネルギ ーに していか なければいけない と思

うのです。 「そ んな ものは必 要 ない。今 が

よけれ ば,備 えのための投資 は しな くてい

い。 もうそんな技術 はすたれて もいい」 と

い う意 識 を国民 が持 って きた時,ま さに

「内 なる危機」 だ と私 は思 ってお ります。

したが って,常 に資源のない国 とい う意識

を国民 が共有 す る よ うに もって いか ない

と,「 内 なる危機」 は常 に存在 す る と,私

は思い ます。

京都議定書の実効性 と

新たなフレームワーク作 り

司会 中上 さん。今,日 本 は90年 比で6%

削減す るとい うので大騒 ぎしているわけで

す よね。 で も,CO2濃 度 を安定化 させ よう

とす る と,先 進国 は下手すれ ばCO2排 出量

を90年 の3分 の1と か4分 の1に しない と

駄 目か も知れない とい う話 なのですね。第

1約 束期間(2008年 ～2012年)ま では決 ま

ってい るわけですが,そ の後 のこ とはどう

考 えていった らいいのですか。

中上 京都議定書は総量規制 しようとい

う こ とで ス ター トしたの で6%,7%,

8%の 削 減 とな ったわ けです。 第2約 束

期 間で は,途 上 国 を混 えて話 をせ ざる を

得 ませ ん。 そ う した時 に総 量規 制 とい う

の はなか なか整合 性 が とれ な くな る と思

い ます。 そ うす る と,や は り最 適 なエ ネ

ル ギー生 産の基準 を決め てい くな り,も

っ と大 きな枠組 と原 単位 を組 み合 わせ て

考 えてい くや り方 にせ ざる を得 ない と思

うのです。

ア メ リカは京都 議 定書 か ら離 脱 しま し

たが,彼 らは 「も うで きない」 と分 か っ

たか ら離脱 したのだ と思 い ます。だか ら,

彼 らは話 を原単位 の方 に切 り換 えてい ま

す。 日本 だって既 に2000年 には90年 か ら

7～8%増 えてい るわ けです。 これ か ら

ゼ ロ どころか,90年 比で6%減 らす こと

を約 束 してい ます。 当座 はお金 を出 して

排 出権 を買 った りして しの ぐとか,色 々

なメ カニズム があ ります が,極 め て厳 し

い と思 うのです。

司会 その辺の見通 し,い かがですか。

十市 京都議定書の枠組 自体 を根本的に

再検討 しようとい う議論 も出てきている

と思います。色々な視点から考えて京都

議定書 に実効性があるか どうか問題だと

いうことです。特 にアメリカ,中 国やイ

ン ドなどの主要 な途上国が入 らない現行

の京都議定書 を延長 して第2約 束期間,

第3約 束期間の削減義務を課 した ところ

で,地 球温暖化問題の解決 にはまった く

な らない と思います。ですか ら,ア メリ
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カ も主 要な途上 国 も入 れる よ うなフ レー

ム ワー クを もう一度作 らない とい け ませ

ん。 アメ リカが一貫 して言 ってい る こ と

はそ うい うこ とだ と思い ます。

司会 そう します と,中 上 さんが言 われた

ように,原 単位 での議論 になるのですか。

十市 そ うですね 。 アメ リカ とい う国 は

あ る意味 で途 上国 的 な要 素 を持 ってい ま

す 。 日本 も ヨー ロ ッパ もこれ か ら人 口が

減 ります。 ア メ リカはまだ1%ぐ らい増

えてい きます 。 アジ ア系,ヒ スパ ニ ック

系 の人口が どん どん増 えているか らです。

ですか ら,総 量 規制 は極 めて非 現実 的で

す 。地球 温暖化 問題 には国益 とい う要素

が 関 わって いる わけです か ら,ア メ リカ

を必 ず取 り入 れ るため の枠 組 を考 え るべ

きだ と思 います。

社会に受け入れられる技術開発のために

司会CO2排 出 を減 らすために も技術が大

事 だ し,そ の技術が社 会に受 け入れ られな

い とこれ またいけません。松本 さん,社 会

に受 け入れ られるため に,技 術 として どう

いうことを考 えてい くべ きで しょうか。

松本 元来エ ネルギー技術 は裾野が広い

はずなのですが,社 会に対 して現実 に提

示 される技術のオプションは非常 に狭い

範囲から選ばれているような気が します。

例 えば,発 電用原子炉などは1点 突破の

ために非常に巨大な投資 をし,リ ー ドタ

イムが非 常 に長 く,一 旦 成立 す る と走 り

続 け る慣 性 を持 ち ます 。そ れ を別 の オプ

シ ョンに軌道修 正 す る ことは極 め て難 し

い。 そ こには,経 路 依存 と呼 ばれ る メカ

ニズムが介在 します。

他 方,も っ とダ ウ ンサ イズ した技 術 開

発 で は,や や 違 う メカニズ ムが存在 しま

す 。例 え ば,日 本 の風力 発電 の デ フ ァク

ト ・ス タンダー ド(事 実 上 の標 準)に な

って い る風車 はデ ンマ ー ク製 な どの ヨー

ロ ッパ 産です 。世界 市場 で もアメ リカで

開発 され た風 車 に対 抗 した。 アメ リカは

1点 突破 主義 の 巨大 な投 資 を して原発 の

感 覚 で技 術 開発 を したけれ ど,デ ンマー

クは非常 に漸進 的 な改 良 を積 み重 ねて,

競 争力 が あ って きれ い な技術 に仕 上 げて

い った。 これが,ヨ ー ロ ッパ の人 た ちの

言 い分 です 。つ ま り,!点 突 破主 義 と漸

進 的改 良 とい う複 数 の技 術 開発 の オプ シ

ヨンが,同 じ風車 で もアメ リカ型 とヨー

ロ ッパ 型 とい う複 数 の技 術 の オプ シ ョン

につなが っている。

風車 の例 を一般化 するつ も りはないです

が,こ の例 は,エ ネルギー技術 開発 には,

結 果 の オプ シ ョンだけで な く,開 発 の仕

方 の オ プシ ョンも複数 あ りうる,そ れゆ

え,そ の よ うな開発 の仕方 と結果 の オ プ

シ ョンの組 み合 わせ は私 たちが 眼 に して

い る よ りもず っ と自由度が 大 きい こ とを

示唆 している と思い ます。

宅間 私 は少 し違 った切 りロ で考 えてみ

ま した。人 間が社 会 シス テム を作 り,そ

の ため に大 量 のエ ネル ギー を使 う ように
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な った こ とで人 間 に ものす ご く大 きな便

益 を与 えま した。同時 に,技 術 で作 られ

た人工環境 の質が低 下 して事 故 を起 こし,

不 安 だ とい うこ とにな り,そ の裏 にある

技術 に対 する不安感 も出て きます。

そ の技 術 が社 会で受 け入 れ られ る条件

は2つ あ る と思 い ます 。1つ は技術 その

もの が 「身の丈 スケ ール」 であ る こ とで

す。 これ は必ず し も小 さい とい う意味 で

は な く,安 心で きそ うな,自 分 の 目で見

て分か りやす そ うな技術 とい う意味 です。

風 力 とか 自然エ ネル ギー,あ るいは新 エ

ネルギー などがそ うです。

もう1つ は,技 術 が しっか り管 理 され

てい る とい うこ とです 。個 々の技術 者 レ

ベ ルで は,技 術者 ,専 門家 の倫理 性,人

間性,技 術 力,感 性が 豊 かで なけれ ばい

け ない だろ う と思 い ます。技術 者 た ちの

集団 とい うレベ ルで は,完 全 に,確 実 に

管理 され,統 治 され る とい うこ とが求 め

られ ます。 さ らに,技 術 者,専 門家が や

ってい る ことの情 報が 開示 され,市 民 が

その技術 の決定過 程 に参加 で きる とい う

透 明性 が必 要です。

司会 これ まで のエ ネル ギー技術 開発 と

い うの は意外 と 「身 の丈 スケ ール」 では

ない し,市 民の誰 で もが参加 で きる もの

で もな く続 け られて きた気 が します。 な

ぜ そ こに排他性 があったので し ょうか。

宅間 原子力,航 空宇宙といった巨大技術

の開発は,ま ず国がそれを囲い込み,次 に

専門家がそれを囲い込むという,い わゆる

産官学の護送船団方式で行われてきまし

た。本来,産 官学は社会に対 してそれぞれ

の立場で奉仕 し責任を負っていますから利

害が対立するはずです。ところが,巨 大技

術の場合,産 官学の護送船団方式で研究開

発が行われ 「俺に任せておけ」 というパタ

ーナリズムを生み出してきました。これが

排他性の一因だと思います。

十市 私も今の点についてかなり同意見で

す。国が関与 した研究開発はどちらか とい

うとリー ドタイムが長 くて投資額 も大 きく

てリスクが大 きいです。国は公益性がある

技術開発に金をかけ,風 力などのような比

較的小 じんまりした技術開発は民間がやっ

て普及させたりしている面があったわけで

す。社会が受け入れるべ き技術が,巨 大技

術より身の丈に合った技術を指向するとい

う方向にきているという意味では,国 の技

術開発に対する関与のあり方も当然変わっ

て然るべ きだと思います。

ただ,若 干最近の傾 向で危惧 している

のは,日 本 のバ イオ技術開発のや り方で

す。欧米のバイオ技術 開発 は,あ る意味

で農業政策です。 日本 の農村が非常 に疲

弊 している今,公 共事業 に代わるもの と

してバイオ技術開発 を行 うというのな ら

ば,環 境名目だけで行 うと,非 効率な補

助金の使い方 をして しまうのではないか

と恐れています。バ イオディーゼルな ど

身の丈に合った技術の開発 は大事なので

すが,本 当に何のためにやるのかオープ

ンな場で議論 した上でや らないといけな

いのではないか と思います。
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依然として必要な国の関与

司会 宅間 さん は護i送船 団方式 とお っ し

ゃい ま した。 十市 さんは下手 す る とまた

補助 金 のば らま きに なるので は ないか と

お っ しゃい ま した。そ こで,産 官学 の役

割分担 を どう考 えますか。

十市 エ ネルギー問題 については,依 然 と

して長期 的な視点で国のビジ ョン,あ るい

は戦略 を作 り直す必 要が ある と思 い ます。

今,あ まりにも皆が京都議定書 の削減義務

に捕 らわれ過 ぎて,少 し本筋か ら外 れるよ

うな ことになる懸念があ るか らです。

実 は,『 エ ネルギー研 究 開発総合 戦略の

確 立 につ いて』(日 本 学術 会議,2000年3

月)と い う立派 な提言 が あ ります 。 そ こ

で も総 合 的 な計 画で は な く戦略 を作 らな

けれ ばい け ない,目 的 をはっ き りさせ技

術 開発 の プ ライオ リテ ィ も明確 に し,途

中で変 われ ば柔軟 に変 えて い くとい うこ

とが提 言 されて い ます 。国が や る と非効

率 だ と批 判 され ます。確 か にそ うい う点

は沢 山あ りますが,だ か ら とい って 国の

役 割 は全 くない とい うことで はない と思

い ます 。です か ら,国 家 戦略 的 な もの を

策定 した上で,国 の役割,民 間お よび学

界 の役割 につ い て もう一度 きち ん と線 引

きを しない とい けませ ん。

中上 例えば,京 都議定書の削減目標は,

短期的には国が強制力のある枠 をはめな

い限 り達成で きないと思います。長期的

には人間の考え方,ラ イフス タイルの変

更 とい う課題が あ ります。 いず れに しろ,

国の関与が必 要です。

供給 サ イ ドで は な く,需 要サ イ ドへ の

関わ り方 で言 う と住 宅 の保 温構造 に関す

る省 エ ネ基準 が で きてい ますが,こ れは

建 主 の努 力義 務 であ って罰則 規定 が あ り

ませ ん。 そ うい う技 術 を入 れ る と建築 費

が100万 円 ぐ らい高 くな ります。100万 円

かけ るな らキ ッチ ンセ ッ トを高級 に しよ

うとか,風 呂場 を広 め に して カラオ ケが

で きる ように しよう とい う話 にな って し

まいが ち なのです 。そ こを法律 で義務づ

けれ ば,好 む と好 まざる とにかか わ らず

導 入せ ざる を得 ませ ん。海外 はそ う して

い ます。 そ うい う意 味 で,国 の関与 は必

要 だ と思い ます。

私,非 常 に悩 ま し く思 い ますの は,需

要 サ イ ドを どうす るか非 常 に分 か りに く

い ため に,日 本 の電 力会社 が ア メ リカが

や っ た ようなデマ ン ド ・サ イ ド ・マ ネジ

メ ン ト(DSM)を や らない まま 自由化 に

なだれ込 んで しまった こ とです 。 も し日

本で本 格的 な省 エ ネ型 のDSMを や ってい

た ら,い いか悪 い かは別 に して,恐 ら く

電力 自由化 の議論 はなか っ たので は ない

か と思 い ます。 政府 でで きない こ とが民

間で で きる とい う可 能性 につ いて,政 策

的 な議 論が な い まま 自由化 に動 い てい る

ことに,あ る種 の空 しさを感 じるのです。

や は り官 に は短 期,長 期 で相 当 な役 割

を果 た して も らわ ない といけ ませ ん。サ

マ ー タイム制導入 も官 が なか なか乗 り出

して くれ ないので,う ま くいか ないのす。

国の役割 は依然 としてある と思 い ます。
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司会 松本 さん。 国の役割 を どう考 え る

べ きで しょうか。

松本 まず,国 は国の方針 に関する戦略研

究 を実行す るべ きだ と思 います。エネルギ

ー政策 において
,例 えば国際的 な場 でアジ

ェンダを作 る とい うことは,他 の人 を巻 き

込 んで,多 少 の不利益 も我慢 して もらって

何 かを実行 してい ただ くとい うことです。

そうい うことをや るためには,通 常,膨 大

な戦略研究 が必要です。戦略研 究 といって

もい わゆるハ ウツー的な もので はな く,ヨ

ー ロ ッパ の場 合 です と
,欧 州連 合(EU)

が非常 に基礎 的な問い を立 て,期 限 を決 め

て多 くの レポー トを作 っている。国際交渉

の表舞台の背後 には膨大 な レポー トが積 ま

れてい る。日本 はち ょっ とお寒い状況です。

どこかで国家的な大テーマについ てきちん

とした基礎 的な戦略研 究 をやった とい う話

を聞 きません。先 ほどか ら出ている産官学

の役割の線 を引 き直す とい うような基礎 的

な問題ではそ ういうことを考 えるのが よい

ので はと思 います。

産官学の役割分担 を考 える時,仮 に理に

かなった役 割分担が見いだせ た として,そ

れ らの役割分担相互間の きちん とした 「つ

な ぎの回路」 を作 ることが肝要です。いわ

ゆるイ ンタプ リータで はな く,例 えば,学

セクター なら学 セクターで レポー トはた く

さん出てい るのです。読んでみる となかな

かいいことが書 かれてい る。 ところが,こ

れが政策立案者,実 行者 にきちん と伝達 さ

れていませ ん。

司会 私 もいっぱい レポー ト作 りに協力 し

ましたが,本 当にそれが政策 に生か された

と実感 した ことはほとん どない ような気が

します。

宅間 私 も研 究開発 について国,企 業,

市民の共同作業でポー トフォリオを作 り

上 げることが必要だ と思います。そのた

めに,国 は金 は出すけどロは出 さない と

い う政策シンクタンクをい くつか作 る。

その技術の実用化は民間がやる。 しか し,

これは市場原理のもとでの起業家精神が

なければなかなかうまくいきません。そ

の起業家精神 を引 き出すために税制面,

法制面あるいは財政面で支援 してい くと

いう枠組づ くりとい うところで,国 は非

常 に大 きな役割を持 っていると思います。

世界のことを考える日本人になるために

司会 私 は常 々 日本 で こ うい う議論 をす

る と,日 本 の こ と しか議論 しない とい う

のが気 に入 らないの です。GDPで 世界 の

15%ぐ らい,人 口では2%の 我 々が世界

を食 いつ くしてい る ような とこ ろが あ る

の に,そ うい う国が 世界 につ いて きち ん

と考 え てい ない とい うの は非常 に恥ず か

しい気がす るのです。

日本人 が世界 につ い て,特 にエ ネルギ

ー
,環 境 とい うグローバ ル な問題 につい

て考 える ように なる には どう した らいい

ので しょうか。
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松 本 さきほ ど述べ た戦 略研 究 の プ ログ

ラムか ら人類全 体 に発信 で きる コ ンセ プ

トを作 り出 してい くこ とが必要 です 。例

え ば,「 持 続 可 能 な開発 」(sustainable

development)と い うコ ンセ プ トは 日本で

はな く,外 国 が言 い出 した こ とです 。そ

うい うコ ンセ プ トを作 る研 究 プ ログラム

を立 ち上 げ る ことが 望 ま しい。 国連大 学

で もい ろい ろ な研 究 をや っ てい ます が,

外 国の コ ンセ プ トに相 乗 りす る こ とはあ

る ようです が,な か なか 自分 たちが コ ン

セ プ トを作 って外 国 のパ ー トナー を相乗

りさせ る とい う ところ まで い ってい ませ

ん。 日本 に限 りませ んが,そ の場 そ の場

の思 いつ きだ けでは,通 用 しませ ん。地

味 だけれ ども,思 いつ きを こえる継続 的

な知 的作 業 が国際 的 な場 面 での存在 価値

につなが ります 。

例 えば,温 暖化 問題 につ いて も温 室効

果 ガスの測定 法 の基準 をめ ぐって先 進 国

と開発途 上 国の 問で鋭 い対 立 が存在 しま

す 。そ うい う機 微 にか かわ る測定基 準 の

ず れ を調停 す る アジ ェ ンダを作 ったの は

外 国の 人た ちです 。 日本 の地 政学 的 な位

置 か らす る と,例 えば そ うい う場面 に入

ってい って,解 決策 を提案 す る こ とが期

待 され てい たはず です。現 実 には何 もで

きてい ませ ん。 そ うい う問題意 識が あ っ

たか どうかす ら藪の中です。

中上 若 い人 に期 待す る以外 にない と思

い ます。今,燃 料 電池開発が盛 んですが,

日本 のス タンダー ドが 世界 の ス タ ンダー

ドにな る方式 で 開発 して くだ さい と,総

合 資源 エ ネルギ ー調 査会新 エ ネ部 会で柏

木 先生 と一緒 に話 してい ます 。可 能性 は

ある と思 います。

世界 のマ ーケ ッ トとい った と きに,や

っぱ り我 々 は もっ とアジ アを どうす るか

考 えた方 が いい と思 い ます。 製品 テス ト

の手 順 の話 です と,例 えば,冷 蔵庫 の テ

ス トをす る場 合,ヨ ー ロ ッパ の食 生 活 ,

気候 の 中で行 うの とアジアで行 うの とは

違 うわ けです 。 日本 の方 が ア ジアのス タ

ンダー ドにな り得 るわけです。

日本が ス タ ンダー ドを作 る こ とで,リ

ー ダー シ ップ をとる。 そ うい う意気 込み

で や ってい くべ きだ と思 い ます。 それが

なかなか で きない のは なぜ か。私 自身の

経験で いえば,海 外 で会議 をや ります と,

日本 か ら優i秀 な方 が来 られ る んで す が,

み んな ポス トが代 わ る とい な くなって し

ま うのです 。す る と個 人 の ネ ッ トワー ク

がみ ん な切 れ て しま うの です。 向 こ うは

みん な同 じ人が 出て くるわ けです 。では,

人 に蓄積 して い くべ き ものが組織 に蓄積

され るか とい う とそ うで もな い。 人 的 ネ

ッ トワー クが途切 れ るの は問題 だ と思 い

ます。 そ うい う意 味 ではエ ネ ルギー総 合

工 学研 究所 さんに は独 自の 立場 でそ うい

うネ ッ トワー クを築 き,そ れ を広 め てい

ただ きたい と思 い ます 。

十 市 日本 は工業化 を達成 した技術 を持

ってい ます。 エ ネルギ ー,環 境 関連 の分

野 で も,こ れか らキ ャ ッチ ア ップ過程 に

あ る アジア の途上 国 に移 転 で きる技 術 が

い っぱ いあ る と思 うの です 。 です か ら,
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京 都 議 定 書 の ク リー ン開発 メ カニ ズ ム

(CDM)を 活用 して ビジ ネス と して も成

立す る システ ム を作 って い くこ とが大事

だ と思い ます。

宅間 日本 は,20～30年 前 の ものづ くり

段階で は,「 エ コノ ミックアニマル」 と椰

楡 され る ぐ らい に大量 の物 が世 界 に出 て

い きま した。 日本 か らの発信 が な された

わ けで す 。最 近 も 日本 の ア ニ メ,音 楽,

芸術 などが世界 に発信 されてい ます。

環境 問題 で も,エ ネ ルギ ー問 題 で も,

日本 人が 自信 を持 て る もの を 自分 で作 り

出す とそれ を外 へ 出せ るので は ないか と

い う気が します。

司会 「戦略研 究j,「 意識 改革」,「内 な

る危機i」,社 会 に受 け入 らる 「身の丈ス ケ

ール」 の技術 ,こ ん なキー ワー ドが あ っ

た と思 い ます。

長 い 間,ご 静 聴 あ りが とうご ざい ま し

た。 これでパ ネル討 論 を終 わ らせ てい た

だ きます。(拍 手)
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総括 と閉会挨拶

稲葉 裕俊 像 講 ギ㎞総合工学繍)

皆様,本Hは 朝か ら長時間にわた りまして私どもエネルギー総合工学研究所創立25周 年

記念 シンポジウムを熱心にご聴取いただき誠にあ りがとうございました。

今回は記念の年にあたりまして 「21世紀のエネルギー と技術戦略」 という広範 なテーマ

の もとにシンポジウムを開催させていただきましたところ、400名 を超 える多数の方々の

ご参加 をいただきまして、大変光栄に存する次第でございます。

プログラムに沿い、冒頭の東京大学近藤先生の基調講演か ら4本 のご講演 とただいまの

パネルディスカッションをお聴 きいただいたところでございます。本 日のシンポジウムの

テーマである 「21世紀のエネルギーと技術戦略」につ きまして,多 岐にわたるまた大変示

唆に富んだお話をお聴 き頂 けたものと存 じます。「エネルギーセキュリティ」、「地球環境

問題」、「エネルギーと社会とのかかわり」、「技術開発のあ り方」といった横断的なテーマ、

それか ら個別のエネルギー分野といた しましては、21世 紀を担 う非化石エネルギーであり

ます 「原子力」お よび 「新エネルギー」を取 り上げさせて頂 きました。いずれのご講演、

そ してパネルディスカッシ ョンも大変に興味深 く、誠に有意義なものであったものと存 じ

ます。講師並びにパネリス トの方々に厚 く御礼 申し上げます。

さて、私 どもエネルギー総合工学研究所は昭和53年4月 の設立から今年4月 をもちまし

て、設立25周 年を迎えることができました。これも産学官、各方面からの多大なご支援 と

ご指導の賜物でございまして、深 く感謝を申し上げます。

ここで、私 ども研究所の将来につ きまして,一 言だけ申し上げさせて頂 きます。この度、

『エネルギー総合工学研究所中長期ビジョン』(改 訂版)を 策定いたしました。このビジョ

ンの中にも謳われてお りますけれども、私ども研究所といた しましては、創立25周 年を迎

え一層の発展を期すべ く、所設立の原点に立ち返 り当研究所のあ り方を再確認いたします

とともに、今後5年 間を 「21世紀のエネルギー、環境問題への挑戦を開始する5年 間」 と

位置づけまして、気持ちも新たに事業に取 り組んで参 ります。研究所の事業の柱でありま

すエネルギー技術データの集積 ・発信 ・調査 ・評価、エネルギー技術開発に係る政策およ

び戦略の提案、さらにはエネルギー技術関連分野における国際的な展開や普及啓発活動を

通 じまして、わが国のエネルギー工学分野の中心的な調査研究機関の1つ といたしまして

先見性に優れた最高水準の調査研究成果を提供 して参る所存でございます。
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私 ども研究所の役職員一同が最大限力を尽 くしてい くことはもとよりでございますが、

併せまして引 き続 き当研究所に対 します皆様方の一層のご支援、ご協力のほどを切にお願

い申し上げます。

本 日は予定通 りにプログラムを終えることがで きます。ご協力頂 きました会場の皆様方

に改めて御礼申し上げます。以上、簡単ではございますが、これをもちまして閉会のご挨

拶 とさせていただきます。本 日はシンポジウムへの御出席誠にありが とうございました。
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◇ 主 なで きご と

研究所の うごき

(平 成15年7月2日 ～9月30B)

◇ 第16回 評議 員会

日 時:7月18臼(金)ll:00～12:05

場 所:経 団連 会館(9階)901号 室

議 題:

第一号 義案 役 員の一部改 選 につ いて

第二号 義案 評議 員の委 嘱につい て

第三号 義案 平 成14年 度事業 報告書 お よび決算

報 告書 について

第四号議案 その他

◇ 第9回 賛助会 員会議

日 時:9月12日(金)16:00～19:00

場 所:経 団連会館(10階)1001号 室

議事次 第:

1.平 成14年 度事 業報告 お よび収支決算

2.平 成15年 度事 業計画 お よび収支予 算

3.講 演

「最 近のエ ネルギー関連 政策動向 について

(エネルギー基本計画策定 状況 を踏 まえて)」

(財団法人エ ネルギ ー総合工 学研 究所 エ ネル

ギー技術情報 セ ンター長 小 川紀一郎)

◇ 月例研究会

第215回 月例 研 究 会

日 時:8月29日(金)14:00～ 重6:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1.新 電 力 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム研 究 会 報告
一その1『 品質別電力供給 システム』

(プロジェ ク ト試験研 究部 主管研 究員

田村 豊 一)

2.新 電 力 ネ ッ トワ ー ク シス テ ム研 究 会 報告
一その2『 分散 型電源の統合 制御 システム』

(プロジェ ク ト試験研究 部 主任研 究員

村 上 純 一)

第216回 月例 研 究 会

日 時:9月26日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会 館7階702・703会 議 室

ア ー マ.

1。最近のエネルギー政策を巡る動き

(経済産業省 資源エネルギー庁

総合政策課 課長補佐 浦田 秀行氏)
2.産 業技術環境局関係平成16年度予算要求の

重点とその背景

(経済産業省 産業技術環境局

研究開発課 課長補佐 松岡 建志氏)

7月3日(木)

17日(水)

24日(木)

8月8日(金)

26日(火)

9月2日(火)

10日(水)

18日(木)

24日(水)

26日(金)

29日(月)

30日(火)

◇ 人事異動

07月31日 付

(出向解除)

中西健二

08月1日 付

(出向採用)

山田政男

乾 昌弘

大島哲仁

08月31日 付

(出向解除)

三浦房恵

09月30El付

(出向解除)

矢 野森 明

・第1回 ソー ラー フ ユーエ ル研 究

推 進委員会
・第1回 高性 能 畜熱材 料 によ る熱

搬 送 ・利用 システ ム検討 委員会

・第1回 「水 素安 全利 用 等基 盤技

術 開発」 「革新 的技術 に関す る調

査 ・研 究委員 会」
・第1回 エ ネル ギー基本戦略 部会

・第1回 水素 基礎 物性 に関す る委

員 会
・第2回 高温 ガス炉 プラ ン ト研 究

会
・第1回 「下水 汚泥 の高 効率 ガス

変 換発 電 シス テ ムの 開発」 技術

開発 推進委員 会
・第2回 エ ネ ルギ ー基本 戦略 部会

・第1回 水素 シナ リオの研 究 委員

会
・第!回 エ ネル ギ ーモ デル検 討委

員 会
・第2回 木 質系 バ イオマ ス に よる

小 規模 分散 型 高効率 ガス化 発電

システム の開発 推進委 員会

・原子力水 素研究 会

・第3回 エ ネル ギー基本戦略 部会

・第1回 高効 率廃 棄物 ガス変 換発

電技術 開発導 入調査委 員会

プロジェクト試験研究部 主任

研究員

プロジェクト試験研究部 主管

研究員
プロジェクト試験研究部 主管

研究員
プロジェクト試験研究部 主任

研究員

プロジェクト試験研究部 主任

研究員

業務部長
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編集後記

今 年 に な って ア メ リ カ東 部 の 大停 電,ヨ

ー ロ ッパ で もイ タ リアの停 電
,ま た 日本 で

も今 夏 の 関東 圏 に お け る電 力 供 給予 備 力 へ

の不 安 な ど もあ り,こ の と ころエ ネ ルギ ー,

特 に電力 安 定 供給 に対 す る 国民 の 関心 は従

来 にな く高 まって きてい る。

お りし も,去 るIO月7日 「エ ネル ギ ー基

本 計 画」 が 閣議 決定 され た。 これ は,周 知

の とお り昨年6月 公 布 施 行 され た 「エ ネ

ル ギ ー政策 基 本 法」 にお い てそ の作 成 が 義

務 付 け られ た もの で,こ の春 か ら 「総 合 資

源 エ ネル ギ ー調査 会 」 にお いて 精力 的 に審

議 が 行 わ れ て きた もの で あ る。 これ に よ り

官 民 の役 割 が 明確 とな り,今 後 そ れ ぞれ の

立 場 で 実行 す る こ とが 求 め られ るの で あ ろ

うが,い わ ゆ る 「戦 略 」 抜 きで い きな り

「戦 術 」 にか か わ る戦 闘 が 展 開 され る こ と

に な らない か が懸念 され る。

本 号 は,去 る7月 に当所 設 立25周 年 を記

念 して 「エ ネル ギ ー と技 術 戦 略 」 の テ ーマ

で 開催 した シ ンポ ジ ウ ム特 集 号 で あ るが,

当所 の 歴 史 を振 り返 って見 る と,そ の節 目

節 目(創 立10周 年,15周 年,20周 年)の シ

ンポ ジ ウム に は,必 ず この 「技 術 戦略 」 と

い う キー ワー ドが用 い られ て きた。 こ の こ

とは,「 技術 戦 略 」 の 重 要 さ と と も にそ の

構 築 が如 何 に 困難 か,さ らに 「技 術 戦 略 」

自体 が そ の 時 々 に応 じて 変 化 す る性 質 の

もの で あ る こ とを物 語 っ て い る と思 わ れ

る。 例 え ば,わ が 国 エ ネ ル ギ ー政 策 の重

点 項 目 は,従 来 よ り また上 述 の 「基 本 法 」

で も謳 わ れ て い る よ うに 「安 定 供 給 の 確

保」,「環 境 へ の適 合 」,お よび 「市場 原 理

の 活 用 」 とさ れ て い る が,最 近 で は そ れ

に加 え 「安 全 性 」,「教 育 」 とい う項 目が

以 前 に も増 して重 要 な キ ー ワー ドと な っ

て きてい る。

「技 術 戦 略 」 策 定 には,策 定 者 の分 析

評 価 能 力 は も と よ り,昨 今 の 風 潮 と して

よ り事 実 ・現 場 に立 脚 した 情 報 入 手,弱

者 ・敗 者 へ の配 慮 も必 要 と され,要 は よ

り一 層 バ ラ ンス 能力 が 問 わ れ る時 代 に な

って きた ので は なか ろ うか 。

本 シ ンポ ジ ウ ム に ご登 場 い た だ い た各

先 生 方 と も,そ れ ぞ れ の 分 野 にお け る権

威 あ る い は専 門 家 で あ られ,そ の 経 験,

深 い 洞 察 と問 題 意 識 を踏 ま えて,主 題 テ

ー マ に つ いて 語 って い ただ い て い るの で
,

皆 様 が そ れ ぞ れ の 立場 で 考 え られ る 「技

術 戦 略 」 に必 ず や お役 に立 つ も の と確 信

しつつ 本号 をお届 け します 。

編集責任者 小川紀一郎
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